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淳澱瀦p② 露丁 情報化白書2001年 版の概要
－IT社 会の実現に向けて 一

調査部

「情報化白書2001年 版」を6月 上旬 に発表 し

ました。本白書 は,わ が国の情報化の動向等

を総合的に紹介 した白書として通算35冊 目の

刊行にな ります。

本白書の構成は,① 毎年新規テーマを設定

してまとめている総論,② 情報化の各分野 に

おける最近1年 間の動向 を中心 にまとめた各

論,③ 最新統計 などの基礎データを網羅した

データ編,か らなっています。編集 にあたっ

ては,石 井威望氏(東 京大学 名誉教授)を 委

員長 とす る「情報化白書編集委員会」において

基本的な方針等を審議 し,そ の具体的な対応

は「情報化 白書編集専門委員会」が行ったほ

か,多 数の執筆者の方々にもご協力いただき

ました。

以下,「情報化 白書2000年 版」の概要 をご紹

介 します。

のあ り方 に言 及 した。

2.IT化 を反 映 して リニ ューアル …新構成 のポ

イ ン ト

新 世紀 を期 し,ま たIT基 本 法の制 定等,IT

化 の流 れ を受 け て2001年 版 は内 容構 成 を再

編,各 論 をフラ ッ トな10の 部立 て に し,装 丁

も刷 新 した。特 に,わ が国 におけ るデ ジ タル

エ コノ ミーの進展状 況 をマ クロに把握 す る こ

とを 目的 に「マ ク ロ経済 と情報化 」を,ITは 人

の働 き方 や生 き方 に も大 き く影響 して くる こ

とか ら「IT社会 の働 き方」を新設 したほか,モ

バ イルEC,消 費者 保護,電 子認 証,電 子 自

治体 な どの新 しい動 きを盛 り込 んだ。 また,

全編 を通 じて グ ローバ ル な視点,ユ ーザ ー動

向 の重 視 を打 ち出 してい る。

「情報化白書2001年 版」の特色

1.利 用者 主導 のIT社 会 …新世 紀 の課 題 はlT成

果 の使 い こな し

1995年 以 降 の情報 化 は,IT,ECを 中心 に

利用 者主導 で変化 し,定 着 して きた。21世 紀

のIT社 会 は利 用者 が開拓 す る,ITに よる成果

をいか に効 果的 に使 い こ なす か にかか って い

る。 そ こで,総 論 テ ーマ を「IT社会 の実現 に

向 け て」と して,ITと そ の イ ンパ ク トの革 新

性 を,こ れ まで の歴 史 的 ブ レー クス ルー技 術

と社 会 変 革 の 流 れ を踏 まえ て備 撤 的 に整 理

し,こ れか らのIT社 会 で求め られ る人 と社 会

3.マ クロ経済 と情 報化 …非製造 業,IT関 連 産

業 への シフ トを統計 分析

デ ジ タルエ コ ノ ミーへ の変化 の実態 を計測

す る観 点 か ら「マ ク ロ経 済 と情 報化」の部 を新

設,コ ンピュー タ利 用が普 及 し始 め てか ら40

年 間 にお け るマ クロ経 済の変化 をITと の関連

性 か ら概 観 した。

今回は,鉱 工業生産指数の推移か ら見た主

要製造業におけるIT化 の変遷,国 民経済計算

主要系列表による国内総生産の産業構成比の

推移,法 人企業統計から設備投資額の推移な

ど,わ が国の代表的な経済統計資料 を用いて

IT化 の進展 と産業構造の変化 を分析 した。

今後は,マ クロ経済に及ぼすIT効 果の検証

一1一
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を統計的裏付 けな どで充実 し,デ ジタルエ コ

ノミーの動向を定点観測する指標化を目指す。

コ ミュニ ケー シ ョンとメデ ィアの歴史 か ら備

敵 し,あ らため て情 報化 とIT化 を捉 え直 した。

総論のポイン ト

1.IT社 会 の実現 に向 けて…ITを 追 い風 にす る

人材 パ ワー

21世 紀 はIT社 会 といわれ る。世 紀 末2000年

はIT革 命 が キー ワー ドとな り,新 世 紀 を迎 え

てIT社 会 の構 築が急務 とな って きた。21世 紀

は また個 の時代 ともいわ れる。ITの 革新 に よ

り個 人の 能力や可能性 を自在 に発揮 で きる ツ

ー ルが もた らされ,利 用 者 に よってITの 新 た

な使 い道 も開拓 され てい る。 そ う した こ とか

ら,社 会 の構 成員 と して,産 業 の究極 の資 産

と して も,い ま,人 材 が最 も重 視 され ている。

ITの 成果 をい か に使 い こな してIT社 会 を実現

してい くか,こ こ数年の早急 な課題 で ある。

今 回白書 の総 論 は,ITを 軸 に変 化す る時代

環境 を見極 め る視 点か ら,今 後 のあ るべ きIT

社会 とそ こに生 きる人 に向 けた メ ッセ ージ を

まとめ た。

3.情 報化 とIT化 の イ ンパ ク ト…社会 変化 の分

析 か ら個 の責任 と能 力開発 へ

情 報化 とIT化 は渾 然一体 として使 われ てい

るが,IT化 は情報化 に包含 され る概念 であ る。

本総論 で は,情 報化 は コンピュー タ利用 に よ

る情 報 の処理 ・伝 達 ・利用技術 の進展,IT化

はIT機 器 の装備 ・利 用 と定義づ け,情 報化 の

流 れ とそ れ に加 わ るIT化 の動 きを比 較分 析,

その イ ンパ ク トを経済 ・社 会 ・生活 な ど10の

側 面か ら考察 した。

21世 紀の皿社会 に生 きるわれわれ には,IT化

に よ り個 人が力 を持つ だ けに責任 を 自覚 した

行動 が求め られ情 報の判断(Comprehension),

創 出(Creation),伝 達(Communication)の3C

能力 を高 めてい くこ とが望 まれ る。

総論の構成内容

2.IT化 の源流…豊富な史実を織 り交ぜて技術

革新と社会変革を捉える

いつの時代も技術は人や社会に影響を及ぼ

しなが ら発達 してきた。メディアの変化は

人々のコミュニケーション感覚を変え,情 報

分野のブレークスルー技術は社会を変えて来

た。物流の速度を超えた電信,情 報伝播の範

囲を拡大 した活字印刷 と放送技術,正 確 な記

録 と蓄積 を生 んだ印刷技術 ・写真技術 ・蓄音

機 今 日ではブロー ドバンドがデータ処理と

伝送容量の壁を越えようとしている。

これまでコンピュータリゼーションとともに

語られてきた情報化の歴史を,さ らに遡 って

1.人 間 とメデ ィア とコ ミュニケー シ ョン…そ

の関わ りと人の感覚 の変化

人類 の コ ミュニ ケ ー シ ョンの歴 史で み れ

ば,「聴 く ・話 す 」か ら「読 む ・書 く」へ の比 重

が 高 まって きたの は,17世 紀 半 ば以降の 出版

(新 聞 ・雑 誌)の 普 及 か ら と思 われ る。 比重

の移行段 階 で は,読 む行為 は音 読で あ り,15

世紀 半 ばの グーテ ンベ ル クの印刷技術 の発 明

も識字率 か ら して社会 的 な メデ ィア としての

役割 は担 ってい なか った。

出版 の普 及 か ら200年 は物 理 的 な手段 を用

い て印刷 され た情 報(新 聞 ・雑 誌)を 広 め る

時代 が続 い た。 そ して,電 子媒 体(電 信,電

話,無 線通 信,ラ ジオ放送,テ レビジ ョン)が

登 場 し,19世 紀 半 ば か らの100年 で急 速 な進

一2一
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歩 を遂 げ た。情 報 を速 く,広 範 囲 に伝達 す る

電 子技術 と手段 の確 立 に よ りマ ス メデ ィアが

登場 し,大 衆 は 日常 的 にメデ ィアか ら情報 を

得 る習慣 を身につ けた。 マス メデ ィアの浸 透

に よ り人 々の情報 との接 触行 動 は受動 的 な も

の にな り,考 え方 や感 覚 は均 質化 の傾 向 を辿

ってい った。

近 年 のIT化 の動 きは,メ デ ィアのマス化 の

動 きに逆行 す る側 面が あ る。 イ ンター ネ ッ ト

を使 って,人 々はマ スメデ ィアか らは得が た

い情報 を能動 的 に求め られ る。 しか し,マ ス

メデ ィアか らの受動 的 な情 報接触 に慣 れ たわ

れ われ は,ITを どこ まで能動 的 に使 い こなす

こ とが 出来 るだ ろ うか。 人間 の情 報接触 の基

本 は能動 的 な もの か受動 的 な ものか,そ れが

試 される時が 来て い る。

2.情 報 とその性 質 …情 報 の3つ の価 値

情報 とい う言葉 の意味 と使 われ方 は一様 で

はな く,こ れ まで も様 々な概 念定 義が な され

て きた。言葉 のみ な らず,人 が見 た もの感 じ

た こ とも情報 と解釈 す れば,認 識 す る人 に よ

って情報 の価値 は異 なる。 また情報 は,そ の

種 類 や 内容 に よ り,時 間 に よ り,量 に よ り,

価値 が高 くも低 くもなるため普遍 的 な もので

は ない。情 報 はそ うい う性 質 を持 って い る。

情 報 の価値 は,そ の当事者 が何 らか の価値

をそ こに見 出 して さえいれ ば よい。 情報 の価

値 の 本 質 は コ ンテ ン ツ(情 報 の 内容)に あ る

が,コ ミュ ニケ ー シ ョン(行 為)と メ デ ィ ア

(情報 の入 って い る器)の 価 値 もあ る。 一例

を挙 げれ ば,携 帯 電話 に よる 「友 人 とのお し

ゃべ り」は コ ミュニケ ー シ ョン行為 自体 の価

値 であ り,豪 華本 な どは情報 の入 ってい る器

の価値 で あ る。IT化 に よ りコ ミュニ ケー シ ョ

ン行為 の価値 が高 まる一方 で,器 であ るメデ

ィアの価 値 は相 対的 に比 重が低 くな って きて

い る。 しか し,需 要 は並 存す る。 ・

3.情 報 と その扱 われ方 …情報 流 を発展 させ

たブ レークスル ー技 術

(1)情 報 の速度 と電信技 術

か つ て情 報 の動 きは 人の移 動 に リン ク

し,モ ノの動 きと一致 してい た。 一方 で,

情 報 を速 く伝 え る た め に,狼 煙,飛 脚,

伝 書 鳩,鉄 道 な どを使 って きたが,そ こ

で の速 度 と伝 え られ る情 報量 に は限界 が

あ っ た。 しか し,19世 紀 半 ば の電信 の発

明 に よ って,情 報 流 の速 度 は初 め て物 流

の速度 を超 えた。「ア トムか らビ ッ ト」にな

ったので あ る。

(2)情 報の伝 播 と活 字印刷 ・放送 技術

情報 の広 が りとい う点 にお い て ブ レー

クス ル ー技術 とな った の は,15世 紀 半 ば

の グー テ ンベ ル クに よる活 字 印刷 と20世

紀 初頭 の フェ ッセ ンデ ンに よる ラジ オ放

送 実験 の成 功 で あ ろ う。放 送 は物 流 を超

え て広 が りを持 ち,そ の後 の テ レ ビ放 送

や衛 星 放 送 な どの放 送技 術 は,わ れ わ れ

の情 報 との接 し方 を大 き く変 え る こ とに

なった。

(3)情 報 の 正確 な記録 と蓄積 を生 ん だ印刷 技

術 ・写 真技術 ・蓄音機.

活 字 は情 報 の正確 な伝 達 に貢 献 し,シ

ュル ツの写 真 技術 で画 像 が,エ ジ ソ ンの
し

蓄音機で音声が,あ る程度正確 に記録で

きる ようになった。その後現在に至るま

で,画 像 や音声 を正確 に蓄積 ・伝送する

技術 は進化を続けている。一方,デ ジタ

ルの世界では画像や音声 は容易に合成が

できてしまう。アナログで手に入れた「正

確 さ」が,デ ジタル で また手の届かない も

一3-一
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の にな りか ね ない皮 肉が生 じつつ あ る。

(4)伝 送容量 の壁 を越 える ブロー ドバ ン ド

静 止画 写 真 か ら始 ま り,シ ネマ トグ ラ

フの完 成 で動 画像 を情 報 と して扱 うこ と

が可 能 とな り,天 然 色 の 映画,テ レ ビジ

ョ ンへ と発 展 して きた。 単位 当た りの情

報量 は飛躍 的 に増大 し,通 信 にお ける動画

像 のデー タ処理で伝 送容量 の壁 にぶ つか っ

たが,伝 送路 のブロー ドバ ン ド化 によ り壁

を乗 り越 えるの は 目前 で ある。ADSL,光

フ ァイバ ーな ど,利 用 で きる伝 送路の伝送

容量 は拡大 し,扱 える情報量 も飛躍 的に増

大 して きてい る。

(5)電 信 は組織,電 話 は個 人が利用主体

電話 の発展 は現 在 のIT化 の動 きに似 て

い る。電 信 が企 業 中心 の い わば情 報 化 に

相 当す る使 われ方 なの に対 して,個 人 を

対 象 にサ ー ビ ス を展 開 し始 め た電 話 は,

普 及過 程,利 用 の され 方,コ ミュニ ケー

シ ョンの仕方,エ ン ターテ イ ンメ ン ト的

要 素,人 々の 反応 な ど もIT化 の動 きと共

通 してい る。IT化 に とって電話 は重 要 な

示唆 を与 える もので は ないか。

(6)IT時 代 の流通 の キー ワー ドは物 流 と情 報

流 の シ ンクロ

企 業 と顧 客 の双 方 のIT化 に伴 い,情 報

流 の 速 度 が 物 流 の 速 度 を超 え て しまい,

シ ン クロが難 し くな って きた。 消 費者 向

けECで は課 金 と物流 に問題 を抱 えてい る

ケ ースが 少 な くな い。一 方,流 通 産業 に

お ける情報化 は,POSシ ステムの導 入 な ど

で早 い段 階 か ら進展 を見せ,コ ン ビニの

成 長 はPOSデ ー タの活 用 とい う情 報 流 と

物流 をシンクロさせ て店頭 の販 売効 率 を最

大化 させ た ところに あ る。ECはPOSに 学

ぶべ き点が あ ろ う。

4.情 報化 の本 質 とIT… 情 報化 の延長線 上 に あ

るが,IT化 は個 に効 く力

情報 化 の本質 はコ ンピュー タの利 用 にあ り,

IT化 の 本 質 はコス トダウンとネッ トワークにあ

る。情報化 の少 な くとも初期 の段 階 にお いて

は,ネ ッ トワー クは必 須要件 で はな く,コ ス

トもあ る程度 度外視 した コン ピュー タ利用 だ

った。 それ に対 してIT化 は,裾 野 の広 い個人

ユ ース を主流 に コス トダウ ンを可 能 と し,ネ

ッ トワー クを前提 としてい る。 この よ うに概

念 区分 はで きて も,現 実 には複合 的 に用 い ら

れ,分 か ちが たい部 分が あ る。 同 じシステム

で も企業 側 か ら見 る と情 報化,ユ ーザ ー側 か

ら見 るとIT化 と捉 え られる場合は少 な くない。

ITは 社会 に どの よ うな影響 を及 ぼそ うと し

てい るので あ ろ うか。産業革 命 は,大 量 ・マ

ス ・組 織化 とい う方 向で,産 業 のみ な らず居

住 や労働 の形態,運 輸 ・交 通 な ど社会 に広範

な変化 を もた ら した。初期 の情 報化 は,企 業

や組織 の ための技術 革新 や業務 の効 率化が 主

目的であ り,そ の意 味で は産業革命 と同様 で

あ った。産業 革命 以降 の流 れ は,大 量 に生産

し,大 量 に消費 し,人 々 を集 めて都市 を作 り,

情 報 を画一 化 し,感 覚 を均質化 した。 しか し

IT化 が もた らす変化 の方 向 は,こ れ とは明 ら

か に異 なってい る。ITは,主 に個 に効 く力 で

あ り技術 で あ る。

5.情 報化 ・IT化 の進 展 と社 会 の 変化 …10の

側面 か ら現 況 と問題点 を分 析

(1)社 会(マ ク ロ的 な影 響)

IT化 は ク リン トン政権 の誕生 に始 ま り,

ニ ュー エ コ ノ ミー論 の展 開 に代 表 され る

ようにマ クロ経 済 に影響 を与 えた。 また,

経 済 の グ ローバ ル化 とも重 な り,特 に金

融分野 に大 きな影響 を及 ぼ してい る。
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(2)社 会(ミ クロ的 な影響)

企業 の シス テ ムが情 報 化 の 流 れ の 中で

発 展 を続 け る一 方,シ ス テ ム を利用 す る

社員 のIT化 が進展 してい る。 イン トラネ ッ

トな ど企 業 内 の イ ン ター ネ ッ ト利 用が 広

が る なかで,ネ ッ トワー ク犯 罪 の 危 険性

も増 大 してお り,オ フ ィス にお ける新 し

い ツールの利用慣行 も確 立 され ていない。

(3)電 子商取 引

ITの 具 体 事 例 と して最 も顕 著 に取 り上

げ られ るの はEコ マース(EC)で ある。 通

信 販 売,金 融 業 界,音 楽 業 界,自 動 車業

界 な どが取 り組 み,企 業 は顧 客 に対 す る

商 品 やサ ー ビス の提 供 方 法 を大 き く変 え

て,一 部 で は産業構 造 の変 化 ももた ら し

てい る。 既存 の流 通構 造 へ の対 応 や 課 金

決 済方 法 な どの課 題 が あ る もの の,ブ ロ

ー ドバ ン ド化 や携 帯 ネッ トによるモバ イル化

な どの拡大 要 因 も大 きい 。ECは これ か ら

本格化 し,社 会 的影響 も拡大 してこよう。

(4)個 人

情 報化 か らIT化 へ の移行 で,便 益 は組

織 か ら個 人 に まで広 が って きた。 イ ン タ

ー ネ ッ トを利 用 す る こ とで個 人が 容易 に

入手 可 能 な情 報 も増大 してい る。IT化 に

よ り個 人 は確 実 に 力 をつ けて きてお り,

「情 報 プ ロシューマ ー」に近づ いてい る。

(5)信 用

世 紀 末 の 米大 統 領 選 にお け る混乱 は機

械 集計 へ の信頼 を揺 るがせ,情 報化 やIT

化 についてあ らため て考 え させ られ る皮 肉

に も象徴 的 な出来事 であ った。Web上 か ら

の情報 収集 に便 利 な検索 エ ンジンだが,多

くの情報 の なか に求 める ものが あるか,信

頼 で きる情 報 か が よ り本 質 的 な問 題 で あ

るにもかかわ らず判 断基 準が ない。情報 過

多 と峻 別,雑 多 な情 報 の流 布 と信 頼 性,

何 を信 用 すべ きか とい え ば,個 人の鑑 識

眼 を磨 くしか ない とい うのが現状 であ る。

(6)政 府 ・行政

政 府 ・行 政 には情報 提 供 ・情 報 開示 と

各 種 手続 きのIT化 が 求 め られ て い る。 さ

らに国民 意 見 の 反映 が 求 め られ,官 庁 ホ

ー ムペ ー ジで パ ブ リ ック コメ ン トの募 集

が よ く行 わ れ てい る。ITは 情 報 発信 の 面

で も有 効 で,民 意 の集 約 や電 子投 票 な ど

へ の利 用可能性 もないわ けで はない。

(7)ワ ー クスタ イル

電 力 に よるオー トメー シ ョン化,OAの

導入 に よ る事 務 職 の 変化 な ど,技 術 的 な

ブ レー クス ル ー に よ り労 働 形態 は変化 し

て きた。 情報 化 投 資 と生 産性 の 向上効 果

との相 関 関係 は指摘 され る もの の,雇 用

創 出 や 労 働 生 産 性 の改 善 は見 られ な い。

制 度面 で は裁量 労 働 制 へ の変 化 やIT利 用

に よるテ レワー クの導 入 が検 討 され,労

働 の流 動 化 が 進 み,ワ ー クス タイル は多

様 化 して い こ う。労 働 の 質 の面 でIT効 果

が あ るか ど うか につ いて は,使 い 方次 第

とい える。

(8)社 会生活

イ ンター ネ ッ トはす で に メデ ィア と し

て の ポ ジ シ ョンを確 固 た る もの と し,IT

化 したテ レビ放 送 とい えるBSデ ジ タル放

送 も開始 され た。 固 定電 話 を抜 い た携 帯
し

電話 の普 及 も,情 報 内容 よ りコ ミュニ ケ

ー シ ョン行為 の価 値 の 高 ま りとい う点 か

ら も影響 が 大 きい。 これ らのITツ ール に

よ り,人 の コ ミュニ ケ ー シ ョン感 覚 は ど

の よう に変 化 してい くか,キ ー ボ ー ド入

力 で す で に「読 め るが書 け ない漢 字」を実

感 してい る こ とか ら,「書 く」行為 の 未来 は
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明 るい とは言 えない。

(9)社 会(デ ジタル ・デバ イ ド)

デ ジ タル ・デ バ イ ドが問 題視 されて い

るが,IT化 は社 会 全 体 の情 報 力 を底 上 げ

す るの で 情 報 格 差 は広 が っ て は い ない 。

また,技 術 の普 及 とと もに格 差 は縮小 す

る。 む しろ使 い こな しで格 差 が 出 るの で

あ り,ツ ー ルの習 熟 よ り問題 発 見 能力 や

問題解 決能力 を高 める こ とが 大切 であ る。

(10)社 会(ネ ッ トワー ク犯 罪)

IT化 に伴 うネ ッ トワー ク犯 罪 は早 急 に

対 処 すべ き問 題 で あ る。 クラ ッカー に よ

る不 正 ア クセ スが頻 発 して お り,コ ン ピ

ュー タウ イルスの被害 件数 は3倍 に もの ぼ

っ た。個 人の行 為 能 力 の高 ま りに応 じた

責 任 能 力 が必 要 で あ るが,匿 名性 が ネ ガ

テ ィブ に働 いてい る。大 きな課題 であ る。

2

(商 品 ・サ ー ビスの魅力,ブ ラ ン ドカ,研

究 開発力,生 産 力)が なけれ ば成 功 を収 め

る可能性 は低 い。

⑤ 個 人 におい て も同様 で,IT化 の もた らす

可 能性 に見合 うべ く,自 身の 能力 を高 め

る必要 が あ る。特 に,情 報 を理解 し判 断

す る能 力,知 識 を創 り出 す能 力,情 報 を

伝 達す る能力 の3つ の能 力が重要 で あ る。

各論のポイント

6.21世 紀のIT社 会 にわれわれがなすべ きこ

と

ITに よる変化のスピー ドは,そ の影響の度

合いによって異なる。社会や経済環境は変化

速度を高めようが,自 然の摂理や人の基本的

な欲求 は緩やかにしか変わらないであろう。

われわれは,今 後ます ます周囲の環境 との変

化速度の差に悩まされるかもしれない。以下

に,そ の他の課題事項 を列挙する。

①IT化 によ り個人 に委 ね られるこ とが増 え

ると,個 人の行為の社会全体への影響 も

大 きくなる。力を持つがゆえに行為に見

合う責任能力を持たねばならない。

② 少子高齢社会の労働環境の整備も急務で

ある。

③ 国家の競争力や潜在成長力の背景となる

インフラ整備の解決課題も少なくない。

④IT環 境 も重要 だが ッー一・一ル を活 かす要素

1部 マクロ経済 と情報化

1950年 代後半以降,わ が国の産業 ・企業 に

おけるITの 導入は総 じて積極的に進め られて

きた。60年 代の銀行,証 券業界における業務

の電子化,70年 代 の製造業のFA化,80年 代

のOA化,90年 代 のネッ トワー ク化 と,そ の

時代 とともにITは 進化 し経済の根幹 に浸透 し

ている。そして,近 年,電 気機械,情 報サー

ビス,通 信 などのIT産 業が主導 しつつ,そ れ

以外 の既存の各産業 においてもITの導入が活

発 に展開され,全 産業ベースにおいてITを前

提 とした ビジネスモデルの採用による経営の

効率化 と新規事業の創出を志向するデジタル

エコノミーが胎動 しはじめた。 しかし,現 状

ではデジタルエ コノミーはまだ発展段階にあ

り,そ のさらなる進展のためには,独 創的な

技術 を持 った知識集約型のベンチャー企業を

数多 く創出するための市場環境の整備,既 存

の産業か らIT分野 などの新規成長分野への雇

用 シフ ト,高 速 なインターネ ット環境の実現

等の課題への対応を積極的に進めていく必要

がある。

2部 産業における情報化

ITに よる産業構造の変化は着実に進んでお

り,こ れを牽引 して きたIT産 業(ニ ューエ コ
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ノ ミー)の み な らず,オ ー ル ドエ コノ ミー と

い われ る伝 統 的 な"T(ト ラデ ィシ ョナ ル)"

業種 ・企 業 の非IT産 業 におい て もITを 活 用 し

産業構造 ・業態 ・業務 の抜 本的 な改 革 に取 り

組 む 「IT革 命 」を推 し進 め よ う と して い る。

"T"業 種 ・企 業 のIT革 命 の展 開 に は,既 存

事業 ・資 産 をベ ー ス に した実体 経 済 の「リア

ル」な部 分 と,ITを 活 用 したeビ ジ ネスの 「バ

ー チ ャ ル」な部 分 を うま く融 合 す る こ とで ,

まった く新 しい経 済効 果=相 乗効果 を生 み出

して い くこ とが求 め られ てい る。

また,ITへ の対 応 が遅 れが ちであ った中小

企 業 にお い て も,ネ ッ トを活用 したeビ ジ ネ

ス へ の取 り組 み事 例 は 着 実 に増 え て きて い

る。 中小企業 の情報 化 を支援す る政府 の施策

や民 間 の取 り組 み も厚 み を増 してお り,先 進

的企 業 のみ な らず 中小企 業全体 の底上 げが 図

られ る こ とが期待 されて い る。

3部 電 子商取 引の動 向

ここ数 年 のECビ ジネ スの展 開 は 目覚 しい

ものが あ り,昨 今 の経 済 ・社 会 の動 きはEC

を抜 きに して は語 れ な くなってい る。 と りわ

け,モ バ イ ルECや ブ ロー ドバ ン ドネ ッ トの

進展 とい った新 た な動 きも広 が りを見せ て き

てお り,ECの 拡 大 ・発展 は第2フ ェーズ を迎

えてい る。

企 業 間ECに お い て は,ネ ッ ト活 用 度 の産

業 間格差 が 鮮 明 に な る一方 で,eマ ー ケ ッ ト

プ レイスへ の取 り組 み な どが活 発化 し,今 後

も市 場 の 拡大 が 見 込 まれ て い る。 また,企

業一消費 者 間ECに おい て も,ネ ッ トバ ブ ルの

崩壊 とい う苦境 を経験 しつつ も,市 場 は着 実

に拡 大 を続 けて い る。ECの 拡 大 ・普 及 に向

け た環境 整備 も,消 費者 保護,個 人情 報保 護

とい った取 り引 きの安 全性 向上 に向 けた制 度

的な取 り組みが進められているほか,電 子決

済や電子認証など技術的な側面からも積極的

な取 り組みが展開されている。

4部 イ ンターネ ッ トとコンテ ンツ

イ ンター ネ ッ ト関連 ビジネ ス にお い て は,

ブロー ドバ ン ドネ ッ トサ ー ビス展 開 に向け た

動 きが活 発 で あ り,す で に先行 す るCATVイ

ンター ネ ッ トを追 って,ADSL,無 線,光 フ

ァイバ ー な どの イ ンフ ラが 立 ち上 が って き

た。 一方,企 業 のeビ ジ ネス向 けの イ ンフ ラ

系 ネ ッ トサ ー ビス も盛 ん であ り,ASPやiDC

(イ ンター ネ ッ トデ ー タセ ンター)サ ー ビス

な どが 注 目され,今 後 の市場 の拡 大が期待 さ

れ てい る。

コ ンテ ンツビジ ネスにおい ては,放 送分野

にお い て2000年 末 にBSデ ジ タル放 送 の 開始

とい う大 きな出来事が あ り,放 送系 コ ンテ ン

ツの制 作 に お い て新 た な模 索 が 始 ま って い

る。音楽 系配信 ビジ ネスでは,音 楽業界 だけ

で な く周 辺企 業 を も巻 き込 ん だ様 相 を呈 して

い るほか,最 近 では新 しいサ ー ビス形態 とし

て携帯 電話 向け の楽 曲配信 サ ー ビス も活 発化

して きた。

5部 暮 らしの情報化.

携 帯電 話や イ ンター ネ ッ トな ど,ITは 着実

に家庭生 活 に浸 透 し個 人 の ライフス タイル を

大 き く変 えつ つあ る。今後,情 報家 電 に代 表
ト

され るよ うに生活者 を取 り巻 く電子 機器 が相

互 に結 ばれ,ブ ロー ドバ ン ド化 され る ように

なれ ばその勢 い は さ らに加 速 しよう。

また,生 活者 の集合体 としての地域 コ ミュ

ニ テ ィ もITに よ り大 き く影響 を受 けつ つ あ

る。地域振 興 にITを 活用 す る動 きは こ こ数年

高 ま りをみせ,ITイ ンフラの整 備 やIT産 業 の
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育 成 ・誘 致,ECや デ ジ タルア ー カ イブ事 業

の展 開な ど,地 域 の独 自性 を絡 め た取 り組 み

が盛 んであ る。

その ほか に も,遠 隔医療 や介護 システム な

どの動 きが活発 な保 健 ・医療 ・福 祉 ・介護分

野,オ フ ィス街 ・居住 地域 のITイ ンフラ整備

が 進 む都市 とITSで イ ンテ リジ ェ ン ト化 す る

交 通分野,循 環型 の経済社 会 システ ムの構 築

に向 けITの 積極 的活用 を模 索す る環境 分野 な

ど,暮 らしの情 報化 は着実 に進展 してい る。

6部 電子 政府 と電 子 自治体

電子 政府 の実 現 は,国 家IT戦 略 と して の

「e-Japan戦 略」にお いて も集 中的 に取 り組 む

重 点政策4分 野の1つ と して位 置づ け られ てい

る。2000年 は ミレニアムプロジェク トの「電子

政府 」が始 動 し,2003年 まで に,行 政 内部 の

電 子化,官 民接 点 の オンライン化,行 政情 報

の インター ネッ ト公 開 ・利 用促進 な どを実現

す るための具 体的 な施 策 も展 開 されてい る。

一 方
,各 地方 自治体 において も情 報化へ の

積 極的 な対 応が 求め られ,政 府 も電子 政府 プ

ロジ ェク トの中で地 方 自治体 の情報 化支援 を

打 ち出 し,2000年 末 にはその ア クシ ョンフフ

ンが ま とまった。 こ う した国 をあ げての総合

的かつ計 画的 な取 り組 み を期 限 内 に どう実 現

させ るかが課題 で あ り,期 待 され る ところで

もあ る。

7部 人材 と情 報化

IT社 会 で は,「人」が よ り重視 され る。ITが

人の生 き方 ・働 き方 に大 きな影響 を及 ぼす一

方 で,人 がIT社 会 の質 を方向づ ける。 雇用 ・

労働 にお けるITの イ ンパ ク トは,IT関 連 産業

へ の就 業者 数の増大 とい う量 的側面 とテ レワ

ー クにみ られ る ような就労形 態 の変化 とい う

質的側面がある。職務特性の変化も予見され,

職業観 も変わってこよう。IT技 術者 を中心 に

労働市場は流動化 し,優 れた人材 を確保する

ための雇用管理が重要課題となってくる。

教育 もITに よ り様変 わ りす るだ ろう。初

等 ・中等教育から高等教育に至るまでITに よ

る教育改革への取 り組 み も熱 を帯びはじめ

た。遠隔教育の広が りは,学 校教育のみなら

ず,社 会人教育,生 涯教育 にも大 きな変化 を

もたらそうとしている。

IT社 会の実現 には,そ れ を支えるIT人材の

育成 も重要な課題である。雇用喪失の一方で,

慢性的なIT人材の不足 という二律背反的な現

象は各国に共通 した課題 として顕在化 してお

り,そ の対応 に向けた取 り組みが急務 となっ

ている。

8部 情報化 を支 える基 盤産業

2000年 の コン ピュー タ産業 はイ ンター不 ッ

トへ の対応 を軸 に動 いた。 それ を象徴 した の

がベ ンダーに よるLinuxへ の対応 拡大 で あ り,

汎 用 コ ンピ ュー タ も含 め たサ ーバ ーosと し

ての地歩 を固め た。

情 報サ ー ビス 産業 にお い て は,ASPやiDC

(イ ンターネッ トデー タセンター)へ の対 応 が活

発で あ り,今 後 の市 場拡大 が期待 されてい る。

新 たな動 きと しては,開 発 プロセス の レベ ル

に よ りソ フ トウェ ア の 品 質 を評 価 す るSPA

(ソフ トウェア ・プロセス ・アセスメン ト)の研

究が始 まった ほか,中 小企 業 の情報 化 を多 角

的 にサ ポー トす るITコ ーデ ィネー タを育 成す

る取 り組 みが進 め られてい る。

業 界 再 編 が 進 む電 子 ネ ッ トワ ー ク産業 で

は,モ バ イ ルイ ンターネ ッ トユ ーザ ーの急 速

な拡大基調 が続 い たほか,ADSLや 光 フ ァイ

バ ーな どの ブ ロー ドバ ン ドネ ッ トも本格 的 に
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立ち上が りはじめた。通信市場においては公

正な競争環境の整備が打ち出されたこともあ

り,今 後 もよりダイナ ミックな展開が予想さ

れる。

9部 情報化 を支える環境基盤

情報セキュリティへの対応が最重要課題と

して位置づけられるなか,サ イバーテロ対策

につ いての政府 の行動計画が策定されるな

ど,そ の取 り組みは本格化 している。プライ

バシー保護についても個人情報保護法の法制

化は遅れる見通しとなったものの着実に対応

が図られつつある。

知的財産権関連では,音 楽 ファイル交換 ソ

フ トの「ナ ップスター」をめぐる裁判が注目を

集めている。また,ド メイン名をめ ぐる紛争

処理 において,WIPOお よびICANNよ り指針

が出 され,紛 争処理の枠組みが整いはじめた

ほか,ビ ジネスモデル特許 において も日米欧

三極特許庁による統一見解が出されるなど特

許審査の方向性 も見えてきた。

政策 ・制度面では,国 家IT戦 略 としての

「e-Japan戦略」が策定 され,政 府 の施策 も予

算面や内容面で厚みが増している。IT社 会 に

対応 した法制度の早期整備 に向けてはネット

取引の推進に向けた業法の改正や消費者保護

への対応など,各 種規制緩和や法改正が なさ

れている。

10部 世界 の情 報化 潮流

ここ数年 の イ ンターネ ッ トユ ーザ ーの増大

にみ る ように,グ ローバ ル規模 でのITイ ンフ

ラの拡大 は,IT産 業 を各 国経済 の牽引役 と し

てい る。 ネ ッ トバ ブル崩壊 とい う調整 局面 を

経 つつ も,経 済発 展 に不 可欠 な成長 エ ンジ ン

と してITに 寄せ る期 待 が失 われ たわけで は な

く,各 国 におい てはITに よる知識集約 型経 済,

す なわちデ ジ タルエ コ ノ ミーの実現 に遭逢 し

は じめ た。

イ ン ター ネ ッ トの ワイヤ レス(モ バ イル)

や ブ ロー ドバ ン ドで の利用 が世界共 通の傾 向

と してあ る一 方,国 ・地域 に よる特 長 も鮮 明

にな って きた。パ ソコ ンイ ンター ネ ッ トで先

行 した ア メ リカ,携 帯電話 の普 及の高 さで上

をい く北 欧諸 国,モ バ イ ルイ ンターネ ッ トで

先駆 ける 日本,ブ ロー ドバ ン ドの普 及で巻 き

返 す韓 国,高 度 なIT技 術 者 を擁iして世 界の ソ

フ ト開発拠 点 と して機 能す る イ ン ドな どが 注

目されてい る。

デ ー タ編 のポ イ ン ト

当協 会 が実 施 した「コ ン ピュー タ利 用状 況

調査 」か らポ イ ン トとなる デー タを以下 に紹

介 す る。

(1)企 業 にお ける年 間情報 化 関連 支 出額 は1社

平 均14.06億 円 であ り,前 年 度比3%減 で

あ った が,こ れ は大規 模 ユ ーザ ーの 回答

数が 減 少 してい る こ とを勘 案す れ ば,情

報化 関 連 支 出総 額 は前年 度 とお よそ 同水

準 で は ない か と推 察 され る。 ユ ーザ ー規

模 別 にみ る と,大 規模ユ ーザ ーが1社 平均

20.7億 円で前 年度 比0.4%と わず か に減少

した一 方,中 小 ・中堅規模 ユ ーザ ー は1.7

億 円で同3.6%増 と伸長 した。(図1)
ト

(2)IP-VPNの 導入 状 況 は,全 体 で は「導 入 済

み」が14.9%で あ り,「導 入予 定」と「導 入検

討 中」を合 わせ る と約 半数 の49.8%で 導 入

意 向 が あ った。 音声 通 話 をIPネ ッ トワー

ク に統 合 す るVoIPの 導 入状 況 で は,「導 入

済 み」が6.5%,「 導 入予 定」と「導入検 討 中」

を加 える と27.99/oと3割 近 い導入 意向 が あ
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図1年 間情報化関連支出総額の分布

全 体(750)

〈14億600万 円 〉

大 規 模 ユ ー ザ ー(488)

〈20億6,900万 円 〉

中小 ・中堅規模 ユーザー(262)

〈1億7,200万 円 〉

製 造 業(320)

〈10億7,500万 円 〉

非 製 造 業(384)

〈15イ意3,000フ5円 〉

公 務(46)

〈26億8,200万 円 〉

社 数 比0 20 40 60 80 100(%)

■1,000万 円 未 満

[コ5,000フ5～1{意 円未 満

匿]5～10億 円 未 満

■50～100億 円 未 満

en1,000-・5,000万 円 未 満

§1～5億 円 未 満

㎜10～50億 円未 満

■100～500億 円 未 満

(注)1.本 調 査 で は,新 規 システ ムの 開 発等 の投 資 と既 存 システ ム の メ ンテ ナ ンス等 の投 資 を合 わ せ た もの を情報 化 投 資

と言 い,情 報 化関 連 支出 とは情 報 化投 資 と既 存 シ ステ ムの 運 用経 費 を合 わ せ た もの を指す 。

2.()内 は回 答社 数,〈 〉内 は1社 当た り平 均額 。

〈資料〉⑰日本情報処理開発協会 「2000年度2ン ピュータ利用状況調査」

っ た 。IP-VPNとVolPと も大 規 模 ユ ー ザ ー

と中 小 ・中 堅 規 模 ユ ー ザ ー との 間 に か な

りの 格 差 が み られ た 。 ま た,VoIPは 製 造

業 と非 製造業 との差 も大 きい。(図2,図3)

(3)企 業 一消 費 者 間EC(BtoC)の 実 施 率 は

8.9%で,BtoC売 上高 の総 売上 高 に 占め る

図2 lPネ ッ トワ ー ク サ ー ビ ス ・IP-VANの 導 入 状 況

全 体(745)

大 規 模 ユ一一ザ ー(50⑤

中小・中堅規模ユーザー(240)

製造業(315)

非製造業(383)

公 務(47)

社 数比0

一 一2.3「F3・8111

9.1;5.81
1≡ 28⑨ll川ll‖ 川ll‖川llll1‖;:41則1川lll川llll‖

'2
.4「

.

1

10.7κ7.lzl 4.田33.31111{lllllllll羅:1:Illllll旧
'2

1酬

酬1川1‖ll

仏2嘗L7

5.8微 19・6酬 酬lllll酬lllll:撒:馴Illl
・3

、21

4劉嘱
■

31.4酬1旧ll酬 灯、§.1川 馴 川‖

ll

9.2

卜

、.1酩,謝

}

427・4川1旧llllll:熟:《lll

l

l川酬 酬
1

1ml‖ll
I

23・411旧llllll朋llll蔀;}i旧
IIl

8.5H.3ε6.4

1

20 40 60 80 100(%)

■自前のVPN設 備で導入

口自前のVFN設 備で導入予定

日導入を検討

囮ネットワーク側VPN機 能で導入

目ネットワーク側VPN機 能で導入予定

皿導入の予定なし

(注)Lre-VPNと は,通 信事業者の保有する広域P通 信網を経由して構築される仮想私設通信網のこと。

2.()内 は回答社数。

く資料)働日本情報処理開発協会 「2000年度コンピュータ利用状況■査」
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図31Pネ ッ ト ワ ー ク サ ー ビ ス ・VolPの 導 入 状 況

全 体(742)

大規 模ユーザー(503)

中小 ・中堅規模ユ ーザー(239)

製造業(313)

非製造業(381)

2

公 務(48)

社 数比0 20 40 60 80 100(%)

●

■すでに導入済み

ロ導入を検討中

目導入を検討 していない,不明

囮導入の予定

日検討したが導入を見送り

(注)1.VolPと は,TCP/IPネ ッ トワ ー クを使 って 音声 デ ー タを送 受信 す る技 術。

社 内LANを 使 った 内線 電話 や イン タ1-H－ネ ッ ト電 話 な どに応 用 されて い る。

2.()内 は 回答社 数 。

〈資料〉㈱H本 情報処理開発協会 「2000年度コンピュータ利用状況調査」

平均 比 率 は1.16%で あ った。 また,企 業

間EC(BtoB)の 実 施率 は36.2%で,BtoB

売 上 高 の総 売 上 高 に 占 め る平 均 比 率 は

16.52%で あった。(図4,図5)

(4)情 報化 関連 の課題 の関心度 につ いて は,

「情 報 シス テ ム安 全 対 策」が初 め て トップ

図4企 業一消費者間ECの 総売上高 に対する比率

,

全 体

(BtoC実 施率;89%平均売上高比率:1.16%)

大規 模 ユ ーザ ー

(BtoC実 施率;113%平均売上高比率lLll%)

中小 ・中堅規模ユーザー

(BtoC実 施率;3.7%平均売上高比率:1,43%)

製造業

(BtoC実 施率11α2%平均売上高比率lLo4%)

非製造業

(BtoC実 施軍;&7%平均売上高比率;1.33%)

社数比0 20 40 60 80

吻1・-3%未 満 □3～5%未 満

100(%)

■1%未 満

匿15～10%未 満

〈資料〉㈱日本情報処理開発協会 「2000年度コンピュータ利用状況■査」
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図5企 業間ECの 総売上高に対する比率

全 体

(BωB実 施率:36.2%平均売上高比率:16.52%)

大規 模 ユー ザ ー

(BtoB実 施率;4LO%平均売h高比率;15.96%)

中小 ・中堅規模ユーザー

(BtoB実 施率:26,1%平均売上高比率:1&30%)

製造業

G均』i㍑∵、;㌶)

非製造業

G均莞篇驚1巖)

社数比0 20 40 60 80 100(%)

■1%未 満

冒5～10%未 満

■30～50%未 満

ua1・-3%未 満

認110～20%未 満

■50%以 上

口3～5%未 満

㎜20・-30%未 満

〈資料〉働 日本情報処理開発協会 「2000年度コンピュータ利用状況瞬査」

に挙 げ られ た。 「コ ン ピュー タウ イルス」,

「コ ンピュー タ不 正 ア クセス」と と もに前

回調査 よ り大 き くポ イ ン トを上 げてお り,

情報 セ キ ュ リテ ィに対 す る関心 はユ ーザ

ーの規模 に関 わ らず に高 い こ とが 浮 き彫

りとな った。企 業規 模 別 の関心 度 の格 差

傾 向 を とらえ る と,中 小 ・中堅規 模 ユ ー

ザ ーで は,「イ ンター ネ ッ ト」や 「イ ン トラ

ネ ッ ト」とい った基本 的 なネ ッ トイ ンフラ

に対 す る関心度 が高 く,逆 に大 規模 ユ ー

ザ ー にお い て は 「企 業 間EC」 や 「Webコ ン

ピューテ ィング」,「TCO」,「デ ー タウエアハ

ウス」,「ERP」とい っ た よ り高 度 な アプ リ

ケ ー シ ョンに対 す る関心が高 い。(図6)

6図

鋤

鍋

瓢

耐

据

"

蹴

脚

部

ぷ

即

知

川

棚

ぷ

却

釦

脚

邸

8。

川

猟

山

反

紬

ぷ

斑

斑

"

仙

・。

脇

"

臼

M

刀

口

・。

㌫嚇
恨

別

刷

侃

刷

"

"

細

編

蘂

脳

即

脚

㎜

m

愉

……

……

㎜

"

……
但

耐

……

96

96

"

"

翻

印

"

"

22

辺

2

33

"

86

ユーザーの情報化関連課題の関心度

情報システム安全対策

㌃;;;:
'ン㌃ ≡

ク,イアント/サーバ シス

金嵩 聞

Wtbコ ンピュー ティ

コンピュ一夕不 正 アク

ア

ム

C

グ

ス

エ

,

E

ン

セ

■人情報但書

工ンドユーザーコンピューチィング

ネツトワロ　 ゆ ゆ ハ

iOOt「bUltugww

デ三夕ウエアハウス

電子田匿・公是

脚 《統合康癌パツケーツ)

AspuaSewieme}

杉猫 綱

領準化㎜gooo

Unur

矧胸筒音EC

エクストラネット

XML{翻b■M蜘pu脚}

ギガビワトイーサ ▲ワ》

ナレッジマ ネジメ ント

cxu(c‥=

サプ,イチェーン▼ネジメント

AMネ7トワーク

広帯培欄

知的購重砲【ビジネスモデル特許壱含む,

ぼる　
o打蜘㎞ 麟

㎝{《融.}』 ㎞)

フ7ンクシ.ンポイント法

シン(創息}ク,イアント

情報家電

SA(SevbeLevelAVttロUt

OIO2030405060

ぐ衷情》助8-■ 舎「娠 良コンビュー■タ和鳴状ia出置」

釦領国㈲

治

㎜

⑳

晒

郷

潮

脚

ぷ

踊

随

励

94

迎

ぷ

随

邸

"

36

⇔

㎜

「

30

臼

旭

即

日

－

U

－

結

21

却

却

縦

距

鍋

氾

邸

ぬ

購

"

斑

斑

田

川

33

㎜

飢

"

Q

"

"

2

U

37

15

－

U

－

一

2

15

一12一



」∬PDEC
REPORT 企業における情報化動向に関する

調査研究報告書(平 成12年 度)
調査部

情 報 化 投 資 の 現 状 と課 題

当協 会で は,わ が国の コンピュー タユ ーザ

ーにお ける情 報化 の進展 につい て
,昭 和44年

以来毎 年 「コ ンピュー タ利 用状況 調査」と して

その動 向 を調 査 してい ます 。本調査 は,コ ン

ピュー タユ ーザ ーの情報化 の実態 を継続 的 な

デー タ と して把握 し,ま たそ の時々 の情 報化

の新 しい流 れ を客 観 的 な視 点 か ら的確 に捉

え,当 協会 が発行 す る「情報化 白書」の基礎資

料 を提供 す る とと もに,情 報化施 策 の立案 を

は じめ各種 調査研 究 に資 す る こ とを 目的 と し

てい ます。

この数年,企 業等 を取 り巻 く環境 が厳 しさ

を増 す 中,各 企業 で はIT戦 略 を駆 使 した さま

ざ まな改革 が な されて い ます 。

本年 度 は,平 成10年 度 に開始 した情 報化投

資,ア ウ トソーシ ングの調査 も引 き続 き実 施

してい る他,顧 客 に対 す る接 点業 務へ のITの

応用 と,顧 客 デー タの効 果的管理手 法 で最 近

注 目 を 集 め て い るCRM(Customer

RelationshipManagement)の 状 況 につ いての

調査 を新 設 いた しま した。

本欄 で は,こ れ らの調査結 果の一部 につ い

て ご紹介 します 。なお,本 調査結 果の全体 は,

「企 業 にお け る情 報化 動 向 に関 す る調査研 究

報告 書 一情 報化 投 資 の現状 と課題 一」と して

取 りま とめてい ます 。

情報利用の基礎環境

1.情 報 化 の 重 要 な 関 連 課 題

現在情 報 システ ム部 門が抱 える,情 報 技術

(IT)や ネ ッ トワー ク技術 な ど情 報 化 に関 連

した重 要 な課題 につ いて行 った意識調 査 の結

果 を見てみ る。

40に 近 い課題 の 中か ら情報 システ ム部 門が

関心 を寄せ てい る項 目を複 数個選択 す る とい

う基 本 的 な方式 は前 年 度 まで と同様 で あ る

が,選 択 の個 数 を従 来の5個 か ら10個 に増 や

した点が異 なる。選択個 数 を増 大 させ たの は,

5個 で はや や少 なす ぎて ア ンケ ー ト回答者 が

選択 に苦慮す るか も知 れない との判断 による。

5位 まで に並 ぶ課題 は「情報 シス テム安 全対

策」(60.2%),「 企 業 間EC」(48.2%),「Web

コ ンピューテ ィング」(45.6%),「 グルー プ ウ

ェ ア」(44.8%),「 イ ン ター ネ ッ ト」(43.1%)

とな っ てい る。前 年 度1位 の 「西 暦2000年 対

応」は今 回の調 査 で は項 目と して削 除 され た

ので対 象 外 で あ るが,そ の他は 前年 度2位 の

「イ ン トラネ ッ ト」が6位 に下が り,同 じ く5位

の「TCO」 が8位 に後 退L ,た。そ の代 わ り前 年7

位 の イ ンター ネ ッ ト,8位 のWebコ ン ピュー

テ ィング,9位 の企 業 間ECが そ れぞ れ5位 以

内 に上昇 した(図1)。

今 回の調査で追加,あ るいは変更 した課題の

選択 に関 しては,次 のような特徴が現れている。

・お しなべ て関心 度 は低 い傾 向 にあ るが ,

その 中でASPが 比 較 的高 い関心 度 を集め

一13一



」∬PDE「CREPORTl∴ ・'=∵1・tt∴tt・

た の は,情 報 シス テ ム 部 門 に特 に 関係 が

深 い 項 目で あ る た め と考 え られ る。

・「電 子 政 府 」(7 .2%)や 「IMT2000」

(3.6%),「 情 報 家 電 」(1.4%)に 対 す る 関

心 度 が 特 に低 い の は,ア ンケ ー ト回 答 者

..1『..,、,'∴∴ρ 。.・㌫.;lt'

が 企 業 の 情 報 シス テ ム 部 門 で あ る こ と を

考 え る と,あ る程 度 想 定 され た こ と と言

え る 。 た だ し公 務 に 限 定 す る と 「電 子 政

府 」は極 め て 高 い 関 心 度 を集 め て い る 。

図1ユ ーザーの重要な情報化関連課題への関心度
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企業における情報鶴 熊 踊覇5細 査=躊:儲 醜嵩端1}L

これ らか ら感 じられる全般 的 な傾 向 は前年

同様 に「ネ ッ トワー ク とセキ ュ リテ ィ」の キー

ワー ドで 要約 で きよ う。前年 度の調査 で も同

様 の傾 向 を指摘 したが,2000年 度 は 「情報 シ

ステ ム安 全対策」が1位 にな り,「企業 間EC」 や

「Webコ ンピュー テ ィング」が 高い伸 び を示 し

た こ とな どが象徴 的 で,ネ ッ トワー クが企業

経営 や官庁 業務 の 中心 的情 報 イ ンフ ラ として

一層重 要度 を高め ている ことを示 してい る
。

2.情 報 シ ス テ ム 部 門 要 員

(1)社 内要 員(内 部要 員)

全ユ ーザ ーの うち759社 が,「い る」と回

答 して い る 。 そ の う ち,32.0%(前 年

30.8%)が5人 未 満,5人 以 上10人 未 満 が

22.9%(同22.4%),10人 以上30人 未満 が

26.7%(同27.1%)で,こ の3ク ラスで全体

の80%以 上 を占めてい る。

(2)社 外要 員(外 部 要 員)

全ユ ーザ ーの うち375社 が,「い る」と回

答 して い るが,全 体 の 半数 以 上 の企 業 は

現 在外 部 要 員 の受 け入 れ,あ るい は利 用

はない と して いる。

外 部要 員 を受 け入 れ て い る人 数 の規模

で は,5人 未 満 の 回 答 が最 も多 く,36.5%

(前 年37.0%)に 上 って い る。次 いで10人

以上30人 未満 が20.8%(同20.0%),5人 以

上10人 未満 が17.3%(同215%)と な って

お り,社 内 要員 の規模 が縮 小 気 味 で あ る

の に対 し,今 回 の外 部 要員 の構 成 はや や

上 にス ライ ドしてい る(図2)。

内部要 員

(759)

外部要 員

(375)

図2情 報システム要員数規模別回答社構成
300人 未満

100人 未満4.0

500人 未満「 1.1

(3)社 内要 員の給与

情報 シス テ ム部 門要員 の うち,SE,プ

ロ グ ラ マ,オ ペ レー タ,デ ー タ入 力 者

(パ ンチ ャ一-ee)の4職 種 の 月額 平均 給 与

は,SE36万4,800円,プ ロ グ ラ マ29万

1,300円,オ ペ レー タ25万3,000円,デ ー タ

入 力者21万5,500円 となって お り,こ の数

値 は前 年調 査 に比 べ,オ ペ レー タが僅 か

に減 少 した ほか は やや 上昇 してい る。特

500人 以 上

0.1

(%)

277
.5851.3

にデ ー タ入力 者 の伸 びが最 も大 き く7%台

に達 してい る。1995年 度 か らの5年 間の推

移 を見 る と給 与 の伸 びは停 滞 してい る。

公務 の デ ー タ入 力 者,及 び オペ レー タ

の給 与 が か な り高 い が,対 象 職種 へ の回

答 デ ー タの件 数 が 少 な く,ま た平 均 年齢

が極 端 に高 い とい う点 も考 慮 す る必 要 が

ある。
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表1情 報システム部門要員の給与(5年 間の推移)

(給与欄 と前年比欄の上段は単位=千 円,下 段は%)

職種
デ ー タ入力者

(パ ンチ ャー等)
オ ペ レー タ プ ログラマ SE

回
答
社
数年度 給与 前年比 給与 前年比 給与 前年比 給与 前年比

2000 215.5
+14.5

(+7.2)
253.0

一〇.4

(-0.2)

291.3
+5.8

(+2.0)
364.8

+0.3

(+0.1)
517

1999 201.0
+1.3

(+0.7)
254.6

+12.3

(+5.1)
285.5

+45

(+1.6)
3645

一〇.3

(-0.1)

531

1998 199.7
一1.0

ω.5)

242.3
+4.2

(+1.8)
281.0

+11.7

(+4.3)
364.8

+15.8

(+4.5)
657

1997 200.7
+3.9

(+2.0)
238.1

+1.3

(+05)
269.3

+5.7

(+2.2)
349.0

+0.5

(+0.1)
693

1996 196.8
+2.7

(+1.4)
236.8

一〇.5

(-0.2)
263.6

+0.6

(+0.2)
348.5

一〇5

←0.1)
689

(4)社 外要員(外 部要 員)の 派遣費用

派遣 された シス テム部 門の外部 要員 に対

す る派遣元へ の支払費用 を,要 員 の職種 別

に 日額換 算 でみ る と,全 産業 平均 でSEは4

万1,600円(前 年4万1,100円),プ ログ ラマ3

万1,900円(同3万1,500円),オ ペ レー タ2万

4,900円(同2万4,600円),デ ー タ入 力者 が1

万7,800円(同1万6,800円)と なってお り,4

職種 とも微増 に止 ま り,全 体 で は停 滞 して

いる観 があ る。景気 が回復基調 にあ る とさ

図3

れ なが らも外部資源 の活用 に対す る反応 は

鈍 い よ うであ る。

図3の5年 間の傾向 を見 る と,今 回調査 で

は1998年 度 か ら緩 やか な回復傾 向 を見せて

はいるが,1997年 度の水 準 には達 してい な

い。 これは,景 気 回復 のあ しど りの遅 さが

IT関 連分野 にまで及 び,経 費 の見直 し,節

減が引 き続 き進行 してい るこ とが原 因 とも

考 え られ る。

外部要員に対する派遣元への日額換算支払費用(職 種別,5か 年推移全産業)
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遭薬における情報傾 向に僻する調査欄 浩書(平 成麟 度)

情報化の投資効果

3.情 報 化 投 資 の 動 向

(1)最 近1年 間 の情 報化 関連支 出の総額

1社 当 た りの単 純 平均 額 は,14億6百 万

図4

500億 円未満

3.5

100億 円未満

3.3

円(前 年14億50百 万 円)と なる。 回答 の分

布 状 況 を 見 る と1億 円以 上5億 円未 満 が

32.3%と 最 も多 い 。 回答 ユ ーザ ー を全 体

的 に見 る と情 報 化 関連 支 出の総額 が1億 円

未満,1億 円以上5億 円未満,5億 円以 上 の

ユ ーザ ーが それ ぞれ約1/3つ つ とな り,前

情報化関連支出の総額の分布

500億 円以上

0.0
1千 万 円未満

4.8

年 とほぼ同様であった(図4)。

(2)情 報化関連支出の割合

情報化関連支出の総額の中で,「既存 シ

ス テムの運用経費」と「情報化投資」の割

合,お よび情報化投資の中の「新規 システ

ムの開発等に投資」と「既存システムのメ

ンテナス等に投資」の割合の3年 間の推移

は表2の ようになる。

表2情 報化関連支出の割合の推移(%)

1998年 度 1999年 度 2000年 度

既存システムの運用経費 60.3% 59.1%・ 58.6%

情報化投資
新規システムの開発等に投資 23.8% 24.3% 23.7%

●

既存システムのメンテナンス等 に投資 15.9% 16.6% 17.7%

「既存システムの運用経費」は年々僅かでは

あるが減少傾向を示しているが,一 方で「既

存システムのメンテナンス等への投資」は逆

に増加しているので,純 新規投資にあたる

「新規 システムの開発等に投資」の割合は増

加していない。

産業別に見ると公務と他分野の差が際だっ

たものになってい る。前年度 も同様の傾 向

はあったが,2000年 度 は一層顕著 になって

いる。製造業,非 製造業で は既存 システム

の運用経 費を減 じて,新 規 システムへの投

資 を拡大 しているが,公 務では新規 システ

ムへの投資の割合 は半減 し既存 システムの

運用経費が13ポ イン トも拡大 している(図5)。
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O内 は回答社数

製造業(320)

非製造 業(384)

公 務(46)

図5産 業別情報化関連支出総額の構成

0%

■1千 万円未満

91～5億 円未満

目50～100億 円 未満

(3)新 規投資の主要対象分野

20%

Nl～5千 万円未満

田5～10億 円未 満

■10～500億 円 未満

情報化関連支出の中で新規投資がどの分

表3

40% 60%

口5～1億 円未満

ロ10～50億 円 未満

80% 100%

野を中心に行われたかについて過去3年 間

の回答の推移を示す と下表のようになる。

新規投資の対象分野の推移

1998年 度 1999年 度 2000年 度
対前年増減

(ポイン ト)

Webブ ラウザ を利 用 したシステム 5.6% 11.1% 十5.5

C/Sシ ステム 46.2% 47.0% 46.5% 一 〇
.5

その他 の ホス トシステ ム 35.9% 27.6% 24.1%
一35

情報 通信 ネ ッ トワー ク 12.2% 15.9% 15.1% 一 〇.8

その他 5.7% 3.9% 3.2%
一 〇
.7

規 模 別で は,「Webブ ラウザ を利 用 した

シス テ ム」と した回答 の割 合 が大規 模 ユ

ーザ ーで は前年 度 の4
.8%か ら2000年 度

は11.1%と 著 しく増 加 し,中 小 ・中堅規

模 ユ ーザ ー(11.2%)と の差 が な くなっ

た。 同様 に,「情 報 通信 ネ ッ トワー ク」へ

図6

との 回答 の差 も前 年 度 は55ポ イ ン トあ

っ た もの が1.9ポ イ ン トに減 じて い る。

一方 「ホス トシス テム」へ の投資 は両者 と

も減 じてい るが,前 年度 と同様 に大規模

ユ ーザ ーの方 が5.6ポ イ ン トほ ど大 きい

(図6)。

規模別情報化投資の主要対象分野の分布

そ の他

情報 通信

ネ ッ トワー ク

15.1%

Webブ ラウザ を

利 用 した システ ム

一18一

』



金業における情報化動向に関する調査研究報告書(平 成12年度)

(4)情 報化 投資額 の3年 後 の予想規模

過去5年 間 の平 均倍 率 を試 算 し,推 移 を

示 す と図7に な る。

2000年 度 にお ける3年 後 の予 想平均 倍 率

は1.32倍 程度 と計算 され,前 年 度か ら0.13

図7(倍)

1.50

1.25

1.00

0.75

50

年
間
情
報
化

0

関
連
支
出
額

ポ イン ト増 と大 き く増加 し,過 去5年 の推

移 を見 て も最 高 の値 を示 してい る。1998.

年 度 を底 と して1999年 度か ら増 加傾 向 に

転 じて い るが,2000年 度 は さ らに増 加 の

勢 い を増 してい る。

情報化投資3年 後予想規模平均倍率の推移

1.45
138

1.29
1.34
ユ

1.32 賑 弱1.311…:
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十
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五
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4.コ ン ピ ュー タ2000年 問 題対 策 費 用

2000年 度特別に調査 を実施 した,コ ンピュ

ータ2000年 問題対策費用の支出状況は情報化

関連支出の累計の実額を求めている。

回答661社 の費用支出額別の分布 は,図8の

通 りで,ま た1社 当た りの平 均額 は166百 万 円

で,こ れ は2000年 度 に限定 され ない これ まで

の全 支 出額 の累計 であ るが,試 み に,最 近1

年 間の情報化 関連 支 出の総 額 に対 す る割 合 を

計算 してみ る と11.9%と い う結果 で あ った。

図8

50億 円未 満

3.6%

10億 円 未 満

3.8%

1億 円未満

8.5%

2000年 問題対策費用の総額の分布

100億 円未満

0.2%
100億 円以上

0.2%

万

25.3%

(回答 総数661)
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同様に最近1年 間の情報化関連支出の総額

に対す る割合を規模別に計算 して見ると表4

の ように,中 堅 ・中小規模ユーザーのこの問

題への支出額は大規模ユーザーに比べて若干

ではあるが少ないことがうかがわれる。

表4コ ンピュータ2000年 問題対策費用の割合(規 模別)

ユ ー ザ ー
2000年 問題対策 費用

(百万 円)

情報 化 関連支 出の総額

(2000年 度,百 万 円)
割合

中堅 ・中小規模 16 172 9.3%

大規模 246 2,069 11.9%

全 ユ ー ザ ー 166 1,406 11.8%

5.ア ウ トソ ー シ ン グ の 状 況

(1)産 業別利用 状況

産業 別 の ア ウ トソー シ ングの利 用状 況

(図9)を 見 る と,「一部 の情 報処 理業務 をア

ウ トソー シ ング してい る」を入 れ る と,全

産 業 で は49%で 前 々年 の35.2%,前 年 の

42.6%と 年 々増 加 して い る。 公務 は,相

図9

ほとんど全ての

情報処理業務

O内 は回答社数 処理業務

製造業(333)

変 わ らず 高 い利 用 状 況(67.9%)を 示 し,

製 造業,非 製 造業 も増加 してお り,更 に

増加 す る こ と も予測 され「ア ウ トソー シ ン

グ」が,こ れ か らの企業 の資 源配 分 に とっ

て大 きな ウエ イ トを 占め るキ ー ワー ドと

な る と見 られ る。

非製造業(416)

公務(53)

全産業(802)

産業別アウトソーシング利用状況

具体的に
一部の情報 計画準備中

検討中
現在 、計画 ・予 定 な し

2.2

社数比0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

(2)ア ウ トソー シン グの内容

ア ウ トソー シ ングの対 象業 務 につ いて

前 年 か らの変 動 を全体 で 見 る と,人 事/

給 与(前 年37.4%,今 年39.5%),財 務/会

計(同38.3%,36.8%),社 内OA(同27.1%,

33、2%),受 注 ・発 注 管 理(同29.8%,

27.6%),販 売 管 理(同26.2%,25.3%)と

な っ て お り,社 内OAが や や 伸 び て い る 以

外 は大 きな変 動 は見 られ ない(図10)。
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図10産 業別アウ トソーシングの対象業務
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げ る と,「メ イ ン フ レ ー ム の 監 視,オ ペ

レ ー シ ョ ン,ト ラ ブ ル 対 応 」が60.0%

と最 も高 く,続 い て 「ネ ッ トワ ー ク監

視,ト ラ ブ ル 対 応 」(46.6%),「 ク ラ イ

ア ン ト/サ ー バ シ ス テ ム の 監 視,ト ラ

ブ ル対 応 」(40.5%)と な っ て お り,こ

の 傾 向 は 産 業 別 で も 同 じ で あ る(図

11)。

(3)ア ウ トソー シングの委 託業務 の範 囲

ア ウ トソー シ ングの委託業 務 の範 囲 は,

前年 と同様 に,(a)シ ステ ムの運用,(b)ア

プ リケ ー シ ョンシステ ムの 開発,(c)ア プ

リケ ー シ ョン シス テム の保 守 の三 業務 に

分 けて調査 している。

(a)シ ステ ムの運用

全 産業 で頻度順 に委託作業 の項 目を挙

産業別委託作業の範囲(シ ステムの運用)図11
社数比(%)
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(b)ア プ リケー シ ョンシステムの開発

全 産業 で は,「シス テム 開発 作業 の一

部 を委託 」が43.0%(前 年42.9%)と 最

も高 く,「 シス テ ム開発作 業 を全 て委

託 」が36.7%(同32.6%),「 シス テ ム 企

画 か ら開 発 まで 一 括 委 託 」が12.7%(同

13.2%)と こ れ も前 年 と同 じ傾 向 を示

して い る(図12)。

図12産 業別委託作業の範囲(ア プリケーションシステムの開発)

委託作 業 の範 囲0102030405060

システムの企画から

開発まで一括委託

■ 製造業(175)

口 非 製造業(230)

va公 務(37)

囚 全産業(446)

O内 は回答システムの開発作業
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て委託 一 ノ勿一

　
の業作発開ム

託

テ
委
ス

部

シ

一

社数比

(%)

(C)ア プ リケー シ ョンシステムの保守 委 託」が16.7%(同15.3%),「 利用 者 か

全 産業 で は 「シス テ ムの変 更/テ ス らの要望 と りまとめ 窓口 を含 む一括委

トまで を委 託」が45.9%(前 年42.9%)託 」が16.1%(同19.9%)で ある(図13)。

と最 も高 く,「プ ログ ラムの保守 の み を

図13産 業別委託作業の範囲(ア プリケーションシステムの保守)

委託作業の範囲

利用者からの要望

取 りまとめ窓口

を含む一括委託

システムの変更、

テス トまでを委託

プログラムの保守

のみを委託

0 102030405060

(4)ア ウ トソーシ ングの利用 目的,効 果

全 産 業 で は,「運用 負荷 の軽 減」が64.7%

(前 年64.8%)と 最 も高 く,「人件 費軽 減」が

49.3%(同47.7%),「 人材 のパ ワ ー シ フ

O内 は回答社数

ト」が36.2%(同38.0%)と 続 いて いる。前

年高 い値 を示 してい た「情報 シス テム資 産

コス トの 削減 」は18 .9%(同24.6%)と8番

目に下 が っている(図14)。
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図14産 業別アウ トソーシングの利用目的,効 果等
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(5)情 報化 関連支 出規模別 のア ウ トソー シン28.6%(前 年28.4%)と 最 多 で,次 い で

グ費用 の割合 「10%以 上20%未 満」が18.3%(同20 .7%),

情 報化 関連支 出全 体 に対 す るア ウ トソ 「20%以 上30%未 満 」が16.7%(同12.9%)

一 シ ン グ費 用 の割合 の分布 を全 産業 でみ の順 となってい る(図15)
。
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6.オ ー プ ン シ ス テ ム化/ダ ウ ン サ イ

ジ ン グ の 評 価

オープ ンシステ ム化/ダ ウ ンサ イ ジ ングに

よる効果 レベ ル につ いて,回 答 を寄せ た企業

数 は前年調 査 の744社 か ら732社 と僅 か な減少

となってはい るが,こ の数年 ほぼ安定 してお

り,オ ープ ンシステ ム,ダ ウ ンサ イジ ングは

情報 システム化 の申 に着実 に浸透 し,特 に情

報 シス テム見直 しにお いては一般 的 な考 え方

とな りつつ あ る と見 られる。

総 合 評 価 で 効 果 の レベ ル は前 年2.51か ら

2.50と ほ ぼ同 じであ り,内 訳 で見 る と図16に

示 した よ うに10項 目全 て前年 とほぼ同 じレベ

ル とな っている。 これ は調査 開始以 来か らの

傾 向 で見 てみ る と,当 初 数年 は小 さな変動 を

しなが ら も効果 レベ ル は上昇 し,前 年 は全項

目で 同 じか または上昇 となった。2000年 度 は

「分 散 コ ン ピュー テ ィ ングの浸 透」(2.65,前

年2.73)で や や減 少 した以外 は ほぼ 同数値 と

な って いる。 これ はオー プ ンシス テム化/ダ

ウ ンサ イジ ング と しての効 果が ほ ぼ安 定 した

状態 で はないか と考 え られ る。

図16オ ープンシステム化,ダ ウンサ イジ ングによる効果の レベル
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ネッ トワーク利用

7.lPネ ッ トワ ー ク の 導 入 状 況

今回は,今後飛躍的な伸びが期待 される「IPネット

ワークサービス」の導入状況についてp-VPN,VoP,

エクス トラネットワーク(イン トラネットでの他社

接続)の3項 目を新設 し調 査を実施 している。

(1)IP-VPNネ ッ トワー クの導入状 況

IP-VPNの 導入状況 を図17で 見 ると,全 体で

は「導 入済み」の回答 が14.9%で あるが,「導入予

定」と「導 入検 討 中」を合 わせ る と,約 半 数 の

49.8%で 導入の意向があることが分かる。

規模 別では,中小 ・中堅規模ユーザーと大規模

ユーザーの間で 「導入検討 中」まで含 めた導入 の

意向 を見 ると大 規模 ユーザー58.2%,中 小 ・中堅

規模ユーザー32.1%で かな りの格差 が認 められ

る。また「既 に導入」と「導入予定」を合わせ た回答

企業の導 入形態 の比率 は,全ユーザーで「自前の

WN設 備 を利用」と「ネッ トワーク側 のVPN機 能

を利用」で54.5:45.5と なってい る。
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図17規 模別IPネ ッ トワークサ ービス ・IP-VPNの 導入状況

自前 のVPN設 備(既 に導入)

O内 は回答社 数 ネッ トワーク側VPN機 能(既 に導入)

自前 のVPN設 備(導 入の予定)

製造業(315)鶏 糞1彩導入 を検討

非製造業(383)

公務(47)

全 産業(745)

2.3

社数比0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

(2)VolPの 導 入状況

音 声通信 のIPネ ッ トワー クへ の統 合(VolP)

の導入 状 況 を図18で 見 る と,全 体 で は 「導 入

済 み 」は6.5%で あ る が,「 導 入 予 定 あ り」と

「導 入 を検 討 中」を加 える と,27.9%と3割 近

い導 入 の意 向が あ るこ とが分 か る。規模 別 の

導入 率 は,大 規 模 ユ ーザ ー8.5%,中 小 ・中堅

規模 ユ ーザ ー2.1%と な っ て い る。 「導 入 済

み」「導 入予 定 あ り」「導 入 を検 討 中」を合 わせ

た導入 意 向で は,大 規 模 ユ ーザ ー35.2%,中

小 ・中堅規 模 ユ ーザ ー12.6%で あ り,大 規 模

ユ ーザ ーの導入 意向が 強い。

図18規 模別IPネ ットワークサービス ・VolPの導入状況

既 に 導入 の予定 あ り

O内 は回答社 数 導入 導入 を検討 中
検 討 し、導 入見 送 り 検 討 してい ない、不 明

ユ ーザ ー

中小 ・中堅 規模(239)
1.3

2,.1Kこ・・、

大規模(5・3)国醗 ≡垂 ≡N'uaWWWWWW

全ユーザー(742)薩長1]ENvawaZZwaMww
3.0

社数比0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

8.テ レ ワ ー ク の 導 入 状 況

2000年 度 は「テ レワー ク」を,『IT(情 報通信技

術)を 活用 して,時 間 と場所 に制約 されること

な く,い つで もどこで も仕事がで きる働 き方 で,

働 き方の形態 として 「在宅勤務」「モバ イル コン

ピュー テ ィ ング を利用 した勤務(モ バ イル勤

務)」「サ テライ トオ フィス勤務」「ホームオフィ

ス勤務(自 営)」な どがある。』 と定義 してい る。
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「採用 し,実 施 してい る」は全 産業 で見 ると,

132社(5.7%)と 前年 を大 き く上回 り,「 モバ イ

ル勤務」「在宅勤務」「サテ ライ トオ フィス勤務」

のそれぞれの形態別 では,94社,16社,22社 で

あ り,在 宅勤務 とサ テライ トオフ ィス勤務 は,

まだ まだ採用 してい る会社 は少 ない。 「採用 の

可能性 を検討 中」まで入 れる と「モバ イル勤務」

が24.4%,「 在 宅勤務」が8.9%,「 サ テライ トオ

フ ィス勤務」が8.7%と 徐 々に検討 が進 んでいる

と見 られる(図19)。

図19働 き方形態別 テ レワークの実施状況

3.10内 は回答社数 、社 数比

モバ イル勤務

(523)

在宅勤務

(250)

サテライトオフィス
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2綾
羅羅羅羅羅

3.92薩
羅麗麗羅 躍轟轟羅 魏
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ロ既に採用し、実施している

■採用に向けて具体的な計画を進行中

国採用の可能性を検討中

口検討したが、現在採用を見送っている

ロ検討していない、不明

9.EC(電 子 商 取 引)の 状 況

21世 紀 を迎 え,通 信の高速 ・大容量化 を実現

するブロー ドバ ン ド ・サービスが展 開 されよう

としている。 これによ り企業 間 にお けるネ ッ ト

ワーク環境 は劇 的 な進化 を遂 げ,BtoBお よび

BtoCのEC(電 子商取引)の 進展が さらに加速化

される もの と予測 されている。 ここでは,ECの

現状 とこれか らの方 向 について,調 査結 果 を示

している。

(1)企 業一消 費者 間のEC(電 子商取 引)の 状況

と3年 後 予定

「企業 一消 費者」間 にお けるECを 「行 って

いる」との回答は全体の&9%(67社)で あった。

また,売上高(年 商)に 占め るECの 割合 では,

「1%未 満」(41.9%)と 「1～3%未 満」(44.2%)

が他に比 して多 く,平均は1.16%で あった。

3年後 に「企業 一消費者」間 におけるECが

売上 高 に占め る割合 の予測 は,平均5.68%と

現在 の約5倍 に拡大 す る と見 込 まれてい る

(図20)。

(2)EDIを 含 む企業 間のEC(電 子 商取 引)の 状

況 と3年 後予定

「企業 一企業(EDIを 含 む)」間におけるEC

を「行 ってい る」との回答 は36.2%で,総 取 引

に占めるEC取 引の割合 は,「1%未 満」(33.7%)

が最 も多 く,全体 で の平均 は1652%と 前年

の5.43%を 大 き く上回 っている。3年 後の総

取引 に占め るEC(EDI含 む)の 企業207社 の

分布 を全産業 で見 る と,「1%未 満」31.4%,「1

～3%未 満」2.4%,「3～5%未 満」0.5%,「5～

10%未 満」2.9%,「10～20%未 満」10.6%,「20～

30%未 満 」8.2%,「30～50%未 満」12.1%,

「50%以 上」31.9%と 「1%未 満」と「50%以 上」

の両極 に回答が集中 してい るが,「10%以 上」

の4区 分 を合 わせ る と企業 の割合 は62 .8%

に達 し,企 業 間ECへ の取組 はます ます拡
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図20企 業一消費者間ECの 総売上高に占める割合分布の現況と3年後予定

現況(43)

平均割合

1、16%

3年 後(36)

平均割合

島遺 精ヂ%
10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

■1%未 満 口3%未 満Pt5%未 満 ロ10%未 満

■20%未 満 ■30%未 満 〔150%未 満

大す る ことが予想 され る。 さらに総取引 に

占め るEC(EDI含 む)取 引の割合 も平均 は

30.23%と 見込 まれ,こ れは前年度の2397%

を大 き く上 回 ってお り,EDIを 含 む企業 間

ECは 大 きく進展 し,企 業の売上高 の3割 は

ECに 関わ りを持 つ もの と予測 される(図21)。

図21企 業間ECの 総取引高に占める割合分布の現況と3年後予定

現 況(255)

平均 割合

16.52%
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0%()内は 社 数比
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■1%未 満 ロ3%未 満 ■5%未 満 囮正0%未 満
■20%未 満 ■30%未 満 ■50%未 満 ■50%以 上

10.CRMの 動 向

顧 客接 点業務 の情報 システム化が現在 注 目

を浴 びてい る。ITを 活用 して顧 客接点業務 を

高度化す るため には,顧 客接 点業務 の基 盤 と

な る仕 組 み と して顧 客 情 報DBや 顧 客情 報 分

析機 能,顧 客サ ー ビス機 能が必要 とな り,そ

れ らを効果 的 に連携 させ て顧 客接 点業務 の高

度化 が実現 で きる。

この ような顧客接 点業務 の諸要 素 を総括 し

てCRM(CustomerRelationshipManagement)

と して捉 え,企 業 が どの よ うにCRMを 進 めて

いるか把握することを目的 として調査 を行 った。

こ こで は,シ ステ ム対応 されたチ ャネル と

して どの ような もの を提供 じてい るか,ま た

基 盤 とな る顧客 情報 デ ー タベ ー久 の企 業全 体

と して の整 備状 況の結 果 を示 してい る。

(1)情 報 システムが対応 しているチ ャネル状況

顧 客 とのチ ャネル にお い て情 報 シス テ

ムが何 らか の対応 を して い る状 況 を,産

業 別 に見 る と,図22の よ うにな る。 また

イ ンター ネ ッ トに よる顧 客 チ ャネル を持

つ と回答 した企 業 は非製 造 業 で35 .1%と

最 も高 く,全 ユ ー ザ ー で 見 る と32.5%

(738社 中240社)と なって お り,我 が 国 に
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お いて も既 に3社 に1社 は何 らかの形 で イ

ン ター ネ ッ トを ビ ジネス に取 り入 れ てい

る ことが わか る。

図22産 業別CRM:顧 客対応チャネルの利用状況
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(2)顧 客情報の システム整備状況

企業における顧客データの一元管理化

は,企 業 として"顧 客 を知 る"こ との重要

性が認識 されることと相侯って近年進め

られてきている。顧客接点ビジネスにお

いては顧客について企業が持つすべての

情報を踏まえて,そ の顧客 に最 もマ ッチ

した情報やサービスを提供することが有

効である。

顧客情報の整備 ・統合状況について,

回答があった617社 の内訳 は,「1顧客対応

に必 要 な情 報 は業 務毎 にバ ラバ ラにデ ー

タベ ー ス と して保有 されて いる」が50.7%

(313社),「2.顧 客対応 に必要 な情 報 は,顧

客 ご とにデ ー タベ ー ス化 され て ない が,

あ る程 度顧 客 ご とに総 覧 で きる仕組 み に

な って い る」が28.7%(177社),「3顧 客 対

応 に必要 な情 報 は顧 客 ご とにデ ー タベ ー

ス化 され てい る」が20.6%(127社)と な っ

てお り,企 業 の"顧 客 を知 る"仕 組 み と

して は まだ まだ十分 な状 態 で は ない こ と

が多 い と考 え られる(図23)。

図23産 業別CRM=顧 客情報整備 ・統合状況
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金業における情報佃動向に鴎宇る綱査研究報留書(平成縛年度)

調査概要

平成12年 度の コンピュー タ利用状況調 査は,平 成12年9月30日 現在 を調査時点 とし,平 成12年10月17
日か ら11月16日 まで を調査期 間 とした。
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(2)中 小 ・中堅規模 ユーザ ーと大規模ユ ーザ ーの区分

平成8年 度 の調査か ら集計分析 にあた り,回 答企業 の事業規模 に よる比較 を鮮 明に表す ために,「中小
・中堅規模ユーザー」と「大規模 ユーザー」の二 区分 を設 けて

,次 の ように定義 している。

区 分 定 義

中小 ・中堅規模

ユ ーザー

(回答企業275社)

・資本金lo億 円未満で
,

従業員500入 未満の事業体
・資本金の ない非営利法 人につ いては

,

従業員500人 未満の事業体

大規模ユ ーザ ー

(回答企業538社)
・中小 ・中堅規模ユ ーザ ー以外の事 業体

(3)調 査項 目

今 回の調査 では,次 の内容 でア ンケー ト調査票 を作成 し,調 査対 象先 の情 報 システ ム部門 に郵

送 して回答 を得た。

① 回答社属性(業 種,資 本金,年 商,従 業員 数規模)

②情報 システム部 門規模

情報 システム部 門の年間情報化 関連支 出の状況,情 報化投資の動向,情 報化投資3年 後の予 想規

模,コ ンピュー タ2000年 問題対策費用,情 報 システ ム部門の要員数規模,ITガ バナ ンス ,情 報 シ
ステム部門要員の平均給与

③情 報 システム利用環境

1人 当た り派遣要員費用,情 報 システム部門要員,一 般社 員用 の関連教育費用 ,ア ウ トソーシ ン
グの利用状 況,情 報化の重要 な関連課題

④通信 回線 サービス等

通信回線サ ービスの利用状況/3年 後予定,国 際 通信 サ ー ビスの利用状況/3年 後予 定,IPネ ッ

トワー クの導入状況

⑤ コン ピュータネ ッ トワーク

ネ ッ トワー クの機器構成/利 用処理形態/利 用 内容,オ ープ ンシステム化/ダ ウンサ イジ ング

の評価,ク ライア ン ト/サ ーバ ー機の構 成/台 数前年比較,ECの 利用状況/3年 後予 定 ,テ レワ
ー クの利用/採 用状況

,モ バ イル コ ンピユーテ イ ングの利用状 況,CRM(Customer,Relationship

Management)の 動 向

L

報告書等のお申込みおよび内容についてのお問合せは,下 記 にお願 い します。

〒105-OOI1東 京 都 港 区芝 公 園3-5-8機 械 振 興 会 館3階

財 団 法 人 日本 情 報 処 理 開 発 協 会 調 査 部 普 及振 興 課

電 話:03-3432-9381

FAX:03-3432-9389

ホ ー ム ペ ー ジURLhttp://www.jipdec.or.jp/
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REPORT 情 報化 人材 育成 の現状

一「平成12年度情報処理教育実態調査」の実施及び結果概要一

中央情報教育研究所

昭和62年 度か ら継続的に実施 している経済

産業省からの受託調査である「情報処理教育実

態調査」の平成12年 度の概要 をご紹介 します。

1.調 査概 要

本調査は,わ が国の情報化人材に対する産業

界のニーズ及び情報化人材育成の現状を明らか

にするためにデータを収集 ・分析 し,情 報化人

材育成の施策や実施形態に対 して,よ り現実に

即 した人材育成環境の実現を支援するための情

報提供を行うことを目的に実施した。

(財)日本情報処理開発協会の賛助会員企業

および(社)情 報サー ビス産業協会会員企業の

ほか,当 協会で調査 ・整理 している企業の情

報システム部門(社内 システム担 当部署)ま た

は社内の情報化 人材育成 を担当 している部

門,上 記企業 ・組織 に勤務する技術者,お よ

び,情 報系学部学科 を有する大学(理 系,文

系)お よび情報系 の専 門学校 を対象 にアンケ

ー ト調査を実施 した。調査期間は,2000年11

～12月 。回答状況 ・回答属性の詳細は1.2参照。

1.t骨 子

企業 と技術者個人の調査結果から,個 人で

のスキルアップが物理的な阻害により進まない

一方
,企 業での人材育成体系 も不十分である

という状況がうかがえた。学校教育機関におい

ては,お おむね産業界の人材ニーズを教育に取

り入れることに積極的であるが,企 業側では

必ず しもニーズが満 たされてない結果もあった。

調査結果の骨子は以下のとお りである(具

体的な数値,図 表は,2.以 下参照)。

(1)企 業 にお ける情報 化人材 の現状 とニーズ

① ソフ トウェ ア開発 系 の 人材 が多 く,情

報 セ キュ リテ ィ,ECな ど現 在注 目され

る技術 分野 の人材 は,現 状 は少 な い。

② 企 業 にお け る現 状 の 技 術 ニ ー ズ は,

「情報 セ キ ュ リテ ィ技 術 」,「デ ー タベ ー

ス技術 」が高 く,次 いで 「Web関 連」,「プ

ロジェ ク ト管理 」,「ネ ッ トワー ク」。

③ システ ム開発 系技 術 の 必要 度 は50%を

下 回 る一 方,IT以 外 の技 術(「 教 育 ・

指 導 」,「ヒュ ー マ ンス キル」,「営 業 ・マ

ー ケ テ ィ ング」)へ の必 要 度 が比 較 的

上位 にあが ってい る。

(2)企 業内 にお ける情報化 人材 育成 の取 り組 み

① 全般 的 にベ ンダー企業 の方が,人 材 育

成 に積 極 的 な傾 向。

② 研 修 実施 形態 は,研 修 形態 と して集合

教 育 とOJT(OntheJobTraining)と が 主

流 。WBT(WebBasedTraining)の 導

入 は,現 状 よ り今後 の期待 の方が 高い。

③ キ ャ リアパ ス,社 内評価 基準 を設 定 し

てい る企業 は全体で3割 に満 た ない。

④ 人材 育成 の改 善点 は,教 育企 画 の問題

(技術変 化へ の対 応,育 成体 系 づ く り),

費用対 効 果(効 果測 定 ・費用確 保)の

問題,ア ウ トソースの 問題,指 導 者 の

確保 等が挙 げ られる。

(3)技術者 の スキル向上 への取 り組 み

① 技術者 の学習動機 は,個 人 の 自発性 よ り

も,職 場 ・上司の指示 による ものが多 く,

自分の意志 ・自費で行 った学習方法 のほ
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とんどは「書籍やビデオ教材等の学習」。

② 職場 ・上司の指示で行った学習につい

て,「 研 修参加 に関す る組織 の姿勢」,

「研修内容の ミスマ ッチ」,「物理的要因」

に不満が上がっている。

③ 技術者は,主 に物理的な要因か ら,自

発的な学習 に消極 的な傾向がある。 し

かし一方では,社 内研修や 自己研讃は

不十分 と認識 している。

(4)産業界 と学校教育 との関係

① 専門学校で,シ ステムの設計 と開発など

企業 の行 うシステム構築に直接かかわ

るカリキュラムを重視。大学のカリキ

ュラムにもインターネット普及の影響。

② 産業界の人材ニーズを,大 学,専 門学校

の9割以上が把握。ニーズを教育に反映す

るのは,大 学の約7割,専 門学校の約6割。

③ 産学連携の実施状況について,大学におい

ては全体の約8割,専門学校では約半数の

学校が実施。一方,企業での実施状況は,回

答企業全体の2割 弱程度でユーザ企業は

特 に消極的。「人材確保⊥「就職先の確保」,

「新たな人脈形成」が産学共通のメリット。

情靴 人材育=

1.2回 答 状 況 ・回 答 属 性

(1)回 答状 況(図 表1参 照)

(2)組 織 の回答属性

回答組織 の内訳 は図表2の とお りであ る。ベ

ンダー企業 は,民 間の情 報サービス業 とコンピ

ュータメーカを指す。

(3)技 術 者

回答 技術 者 の所 属 業 種 は,ベ ン ダー企 業

49.3%,ユ ーザ企業46.6%と ほぼ半 々 となった。

年齢 は技術 者全体 で は30代 が最 多で,以 降

は20代,40代,50代 と続 く。 業種 別で は,ベ

ンダー企 業 では20代 が比 較 的多 く,30代 まで

の技 術 者 が8割 弱 を占め るの に対 し,ユ ーザ

企業 で は30代 までの技術者 の 占め る割合 は半

数程 度で あ る。(図 表3)

担 当業 務 は 図表4の よ うに な った。ユ ーザ

企 業 の役 割 の主力が 「システ ム運 用管理」,ベ

ンダー企業 で は 「ソフ トウェ ア設 計」,「プロ グ

ラ ミング」とな り,予 想通 りの構成 といえ る。

(4)学 校

回答大学 の学部 ・学科構成 は,図表5の とお り

であ る。また,回答専 門学校 の履修 年数 は図表6

の とお りである。「その他」は,4年制 と思われる。

図表1平 成12年 度情報処理教育実態調査 発送数/回 答数

依頼方法 実施方法 送付数 回収数

へ

騒騒 数
四捨五人

組織票 郵送 紙面調査票 1,906 607 31.8%

個人票 E-mail Web 1,160 235 20.3%

学校票

郵送 Web

366 97 265%

大学 225 48 21.3%

専門学校 141 49 34.8%

図表2回 答組織の内訳

ベ ンダー企業 ユ ーザ企業 公的機関 その他 全体

回答数 195 361 30 3 589

割合(%) 33.1 61.3 5.1 0.5 100
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図表3回 答技術者の年齢

技 術者全体(n=227)

公 的 機 関(n=6)

ベ ン ダー企 業(n=112)

ユ ー ザ企 業(n・106)

そ の他(n=2) 1

0.9

1.8

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

口20代 ■30代 口40代 ■50代 ■60代 以上 ■不明

コンサルティング・業務分析

プロジェクト管理

ソフトウエア設計

プログラミング

テス ト・品質評価

システム運用管理

テクニカルエンジニア

Web関 連 エンジニア

セールスエンジニア

ユーザサポー ト

教育エンジニア

その他

図表4回 答技術者の担当業務

01020304050 60

図表5回 答大学の学部 ・学科構成

情報工学
情報システム系

その他
理工系 経済 ・商学系 その他 全体

回答数(校) 15 8 14 9 46

割合(%) 32.6 17.4 30.4 19.6 loo

図表6回 答専門学校の履修年数

2年 制 3年 制 その他 全体

回答数(校) 31 14 3 48

割合(%) 64.6 29.2 6.3 100

一32一



2.調 査 結 果 概 要

2.1情 報 化 人 材 の 現 状 とニ ー ズ

(1)情報 化人材 の配置 状況

企 業 ・組 織 に対 して21種 類 の 業 務 に お

け る 人 材 の 配 置 状 況 を調 査 した(図 表7)。

全 産 業 で は,「 基 本 情 報 技 術 者 」(平 均33 .4

人),「 ソ フ トウ ェ ア 開 発 技 術 者 」(平 均

21.5人),「 ア プ リケ ー シ ョ ンエ ンジ ニ ア」

(平 均16.2人)の 業 務 に従 事 す る人 材 が 特

に 多 く,ソ フ トウ ェ ア 開 発 が 主 流 に な っ

て い る こ とが わ か る。 情 報 セ キ ュ リテ ィ,

ECな ど注 目 さ れ る技 術 分 野 につ い て は ,

広 く こ れ ら に 関 連 す る技 術 者 の 存 在 が 予

想 され た が,全 体 で は 平 均1人 に満 た ない

もの も多 い 。

産 業 別 で は,ベ ン ダ ー 企 業 もユ ー ザ 企

業 もパ タ ー ン と して は 似 た 傾 向 を 示 して

い る が,業 務 内 容 別 平 均 在 籍 数 の 違 い か

ら,ベ ン ダ ー 企 業 が シ ス テ ム 開 発 に注 力

して い る様 子 が うか が え る。

主 要 な 人 材 に つ い て,1996年 度 か ら

2000年 度 ま で の 経 年 変 化 を見 る と(図 表

8),ベ ン ダー 企 業 の場 合 で は,特 に 「ソ フ

トウ ェ ア 開 発 技 術 者 」,「基 本 情 報 技 術 者 」,

「ア プ リケ ー シ ョ ンエ ン ジ ニ ア」,「プ ロ ジ

ェ ク トマ ネ ー ジ ャ」に 関 す る 増 加 が 顕 著

で,シ ス テ ム構 築 関 連 の 業 務 増 加 に起 因

す る もの と考 え られ る。

ユ ー ザ企 業 で は,「 ア プ リケ ー シ ョンエ ン

ジニ ア」,「プ ロジ ェク トマ ネー ジ ャ」,「テ クニ

カルエ ンジニ ア(ネ ッ トワー ク)」 ,「テ クニ カ

ル エ ンジニ ア(シ ス テム管理)」 ,「システ ム ア

ナ リス ト」が 減少 傾 向 にあ り,ア ウ トソー シ

ングやASP(ApplicationServiceProvider)

な どの 活 用 の影 響 が うか が え る 。

(2)技 術 ニ ー ズ

企 業 ・組 織 に お け る技 術 ニ ー ズ に つ い

て,現 在 求 め られ る技 術 と して ,「 情 報 セ

キ ュ リテ ィ技 術 」,「デ ー タベ ー ス 技 術 」の

必 要 性 を あ げ る企 業 が7割 強 と最 も多 く,

次 い で 「Web関 連 」,「プ ロ ジ ェ ク ト管 理 」,

「ネ ッ トワ ー ク」が あ げ られ て い る 。 シ ス

テ ム 開発 系 技 術 の 必 要 度 は50%を 下 回 り ,

相 対 的 に下 が っ て い る こ とが 特 徴 的 で あ

る 。 一 方,直 接 的 な 情 報 技 術 以 外 で は

「教 育 ・指 導 」,「ヒ ュ ー マ ンス キ ル」,「営

業 ・マ ー ケ テ ィ ン グ」へ の必 要 度 が 比 較 的

上 位 に あが って い る。(図 表9)

(3)技 術 ・人 材 不 足 時 の 確 保 方 法

「教 育 ・研 修 に よ る 既 存 社 員 の 能 力 向

上 」が 最 も多 く,次 が 「必 要 技 術 を ア ウ ト

ソ ー ス」で あ った 。 「新 卒 者 の採 用 と訓 練 」

も 「必 要 技 術 を ア ウ トソ ー ス 」と 同程 度 の

位 置 を 占 め た 。

産 業 別 で は,ベ ン ダ ー 企 業 は 内 部 の ス

キ ル ア ッ プ を行 い な が ら,採 用 も積 極 的

に行 い,ユ ー ザ 企 業 は ア ウ トソ ー ス と内

部 の ス キ ル ア ップ を 中 心 に技 術 ・人 材 不

足 に対 応 して い る様 子 が うか が え る 。(図

表10)

中途 採 用 で 求 め られ て い る 人材 は,「 ア

プ リ ケ ー シ ョ ン エ ン ジ ニ ア」が 圧 倒 的 に

多 く,次 い で 「第 一 種 情 報 処 理 技 術 者(現

ソ フ トウ ェ ア 開 発 技 術 者)」 ,「ネ ッ トワ ー

ク ス ペ シ ャ リス ト(現 テ ク ニ カ ル エ ン ジ

ニ ア(ネ ッ トワ ー ク))」
,「プ ロ ジ ェ ク トマ

ネ ー ジ ャ」,「第 二 種 情 報 処 理 技 術 者(現 基

本 情 報 技 術 者)」 とな っ た。(図 表11)
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図表7業 務内容別在籍平均人数
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情報化人材育成の現状

図表9現 在求められている技術(全産業)

情報技術 コンサルタン ト・業務分析

情報 セキュリティ

データベース

Web関 連

プロジェク ト管理

ネッ トワーク

タン ト・業務分析

教育 ・指導

システム開発
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EC関 連
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・マーケティング
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図表10現 在実施中または検討中の人材 ・技術の確保方法
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図 表11中 途 採 用 す る人 材(全 産 業)

アプリケーションエンジニア

第一種情報処理技術者

ネットワークスペシャリス ト

プロジェクトマネージャ

第二種情報処理技術者

システムアナリスト

データベLス スペシャリスト

Webエ ンジニア

Webマ スター ・Webデ ザイナー

システム運用管理エンジニア

ECコ ンサルタント

上級システムア ドミニストレータ

初級システムア ドミニストレータ

セールスエンジニア

情報セキュリティア ドミニス トレータ

テクニカルサポート・カスタマーサポー ト・ヘルプデスク

マルチメディア開発者

=]ンテンツ制作者

システム監査技術者

エンベデッソシステムエンジニア

その他

教育エンジニア ・インストラクタ

0.05.010.015.0

回答率

20.025.0

2.2企 業 に お け る情 報 化 人 材 育 成 へ の 取

り組 み

(1)育 成 費用 の増 減

来年度予算 を増額すると答 えた企業 は約40%

となっている。一方,減 額する と答 えた企業 は

8%に とどまり,全 体 としては企業が人材育成 に

投資 を進めつつある姿勢が うかがえる。(図表12)

(2)研 修 形態 と研修 日数

研修 実施形 態で は,ユ ーザ企業 ・ベ ンダー

企業 ともに,研 修形態 と して集合 教育 とOJT

(OntheJobTraining)と が2本 柱 とな ってい る。

WBT(WebBasedTraining)の 導入状況 は,現

状の実施 よりも今後 の期待 の方が高 いよ図表13)

従業 員一人当 た りの年 間平均受講 日数(OJT

を除 く)は 図表14の とお りであ り,ベ ンダー企

業 とユ ーザ企業 の差が顕著 で ある。 なお,受

講 日数0日 と回答 してい る企業が全体で約30%

存在 してお り,育 成風土 が醸成 で きていない

企業がいまだ多く存在することを示している。

(3)キャリアパス ・社内評価基準

キャリアパスがある企業,社 内評価基準 を設

定 している企業はそれぞれ3割 に満たず,全 般

的 に企業ではキャリアパスおよび社内評価基

準を設定 している割合が低いことがわかる。

産業別では,キ ャリアパス,社 内評価基準の

設定状況 とも,ベ ンダー企業の方が圧倒的に積

極的な姿勢を示している。(図表15,図 表16)

社内における人材評価項 目についても,ユ ー

ザ企業 よりもベンダー企業が熱心に評価項目を

適用している。ベンダー企業は業績を第一優先

にするが,技 術知識の裏付けとしで情報処理技

術者試験やベンダー認定の資格取得 も重要な評

価項目としていることがうかがえる。(図表17)

(4)人材育成における改善点

自社の人材育成についての改善点としては,

図表18の ようになった。技術変化への対応や人
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材 育成体系 の検討 な ど,教 育企画 についての改

善点が上位2つ に挙 が っている。 また,費 用対

効果(効 果測定 ・費用確保)の 問題,ア ウ トソー

情報化人材育成の現状

スの問題も比較的上位に挙がっている。指導者

の確保が4位 に挙がっている点 も興味深い。

図表12育 成費用の増減(平成13年 度予測)

100%

(%)
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20

0

図表13研 修形態

集合教育 CBT WBT OJT その他

日境 土実施 してい る ■-7後 採 用 したい

図表14従 業員一人当たりの年間平均受講日数

ベ ンダー企業 ユ ーザ企業 公的機関 全体

平均受講日数 8.2 3.1 39 4.7

図表15キ ャリアパス設定の現状

全 体(n=589)

ベ ン ダ ー 企 業(n=195)

ユ ー ザ 企 業(n=361)

公 的 企 業(n==30)

そ の 他(n=3)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

、

口ある ■ない ロ無回答
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図表16社 内評価基準設定の現状

全体(n=589)

ベ ン ダ ー企 業(n=195)

ユ ー ザ企 業(n=361)

公的企業(n=30)

その他(n=3)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

口設定している ■設定していない 口無回答

図表17情 報化人材の評価項目

評価項目の
認識度

ユーザ企業

主な評価項 目

ベ ンダー企業

主な評価項 目

75%以 上
一 一 業績 85%

一 一 情報処理技術者試験 77%

業績 74% スキル達成度 69%

業務知識 68% 業務知識 68%

スキル達成度 54% ベンダー認定の資格取得 52%

業務に対する意欲 49% 業務に対する意欲 49%

15～34%
情報処理技術者試験 26% 研修受講歴 21%

一 一 社内認定資格 17%

図表18人 材育成の改善点

改善点 回答率

技術変化に対応 した教育の実現 60.1%

人材育成体系の内容 ・方法の検討 47.2%

研修効果の測定 41.3%

指導者 ・教育担当者の確保 39.4%

外部研修プログラムの選択 385%

研修費用の確保 34.0%

外部研修効果の測定 28.7%

OJT活 動の評価 25.8%

受講対象者の日程調整 24.1%

教材の整備 20.5%

研修方法 19.7%

研修実施のための設備 ・場所の確保 12.7%

外部研修派遣人員の確保 8.7%

特になし 3.6%

その他 0.7%

無回答 8.3%
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情報化人材育成の現状

2.3技 術 者 の ス キ ル 向 上 へ の 取 り組 み

(1)学 習動機 と学 習形態

学 習動 機 は,学 習活 動 の 自主性 を主 眼 に,

職場 ・上 司 の指 示 で行 った もの,職 場 の経 費

で 自分 の希望 の教 育 を受 けた もの,自 分の意

志 ・自費で行 った もの につい て調 査 した。

技 術者 の学習 の主体 は,職 場 を通 じての学

習 方法 は,「 短 期集 中型の研 修」が 主体 であ っ

た。「自己意志 で かつ 自費」の学習 につ いて は,

ほ とん どが 「書籍 や ビデ オ教 材等 の学習」であ

った。(図 表19)

(2)学 習場所 と学習 時間

学習場所 につい ては,全 体 と しては,職 場

(勤務 時 間 内 ・外,休 日)で の学 習 が44%で,

職 場 以 外(勤 務 時 間 内 ・外,休 日,移 動 ・通

勤 時 間)が43.1%と なった。

場所 と時 間で は,「職場 で勤務時 間内」が最 も

多 く,ついで「職場 以外 で休 日」となった。前者

が社 内研 修 とOJT,後 者 の多 くは 自費 による 自

己研鐙,ま た は個 人の時 間 を職場 の指示 で学

習時 間 と して割い たケース と考 え られ る。

また,「 移動 ・通 勤 時 間」とい っ た短 い 時 間

帯 の利 用 が11.6%で あ る点 も興 味深 い。 この

回答 は,特 に20代,30代 で高い傾 向 にあ った。

(図表20)

(3)学 習 阻害要 因

職 場 ・上 司 の 指 示 で行 った学 習 の 問題 点

は,① 研修 参加 に関す る組織 の姿勢 ②研 修

内容 の ミス マ ッチ,③ 物 理 的要 因の3つ が そ

れ ぞれ3割 程度 を占める結 果 となった。

① は,「 研 修 参加 の指 示 はある ものの,実

際 の参 加 に対す る配慮 が されない」,「研 修 の必

要 性 がわか らないまま,研 修 参加 を指 示 され

た」,② は 「参加指 示 された研 修 内容が業務 に

役 立 たなか った」,「参加指 示 された研 修 内容 が

自分 のス キル に合 わなか った」,③ は 「研 修 場

所 が 遠 い」,「研修 期 間が 長 い」,「社 内の研 修環

境 が充実 していない」の選択 肢 に該 当す る。

特 に,20代 では,組 織 の姿勢 につ いての問

題 が41.3%を 占め,職 場 に対 す る不満 が他 の

年代 よ り高 い こ とが分 か る。(図 表21)

職場 の経 費で 自分の希望 の教育 を受 けた場

合 の 問 題 点 は,① 社 内研 修 に対 す る不 満 が

42.9%と か な りの割合 を占め た。 つ いで,②

外 部研修 に対 す る不満 が37.7%で あ った。

① は,「 社 内研 修 に望 むカリキュラムがない」,

「社 内研修 の設備環境 が充実 していない」,「社 内

研修の 日程が合 わない」等,② は「外部研修 に望

む コースが ない」,「外部研修 の機 関が近 くにな

い⊥「外部研修 の 日程が合 わない」等である。

20代 の技 術者 につ いては,先 の職場 ・上司

の指示で行 った学習 の問題点 と同様 に,「 研修

受 講 に対 す る職場 の理解 が ない」,「社 内研修 で

は,受 講 の 自己選択が で きない」,「外部研 修 を

受講 す る際,希 望す る研 修受 講 を申請す る こ

とが で きな い」とい った組織 に対 す る不満 が,

他の年代 よ り高い ことが分 かる。(図表22)

自分 の 意志 ・自費 で行 った学 習 につ い て

は,物 理的要 因が最 大 の学 習 阻害 要 因 となっ

てい る。 「価格 や場所 の問題 」,「時 間的 な問

題」,「受 けたい コースが ない」 の合計 は,回

答者 の全体 の延べ7割 とな った。

一 方
,「 公 私 を問 わず 積 極 的 に参 加 」 は

145%に 過 ぎず,「 会社 の研 修 が不 十 分 なの

で参加せ ざる をえない」が12.3%で あ った。

「社 内研 修 や 自己研 鐙 で足 りてい る」 との

回答 は極 め て 少 数(3.5%)で あ り組 織 が 行

う教 育 だけで は不 十分,と 感 じて いる こ とが

分 か った。

また,IT以 外 の スキ ルは,ヒ ューマ ンスキ

ルや外 国語 の ス キル を指 し,47 .6%が 重 要視

してい る。(図 表23)
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図表19学 習動機 と学習形態

職場・上司の指示

自分の希望(経費)

自費

0 50 100 150 200 250 300

自費
自分の希望
(経費)

職場・上司
の指示

口勉強会 ・ゼ ミ 8 27 44

■OJT 1 14 34

口通信講座(郵送) 12 16 11

zWBT 5 6 2

■CBT 2 11 10

■通学研修 4 6 2

■短期研修 4 88 105

囲書籍・ビデオ教材 133 54 58

回答者数(人)

|1

…

}

図表20学 習場所と学習時間

40代 以上

30代

20代

合計 19彪 彩

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%400%

ロ職場/勤 務時間内

●職場以外/勤 務時間内

■移動 ・通勤時間

■職場/勤 務時間外 ロ職場/休 日

■職場以外/勤 務時間外 ■職場以外/休 日

■特 に決 まっていない・その他
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情報化人材青駒 現状

図表21組 織・上司の指示での研修の問題点(複 数回答)

40代 以上

30代

20代

ユ ーザ企業

ベ ンダー企業

全体

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

口研修参加の指示はあるものの、実際の参加に対する配慮がされない
■研修の必要性がわからないまま、研修参加 を指示された

口参加指示された研修内容が業務に役立たなかった

躍参加指示された研修内容が自分のスキルに合わなかった
■参加指示された外部研修期間が遠 く、参加に負担を感 じる
■参加指示された研修の研修期間が長 く、参加に負担 を感 じる
■社内研修設備環境が充実していない
㎜その他

図表22職 場の経費で自分の希望の教育を受けた場合の問題点(複 数回答)

40代 以上

30代

20代

ユ ーザ企業

ベ ンダー企業

全体

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

口研修受講に対する職場の理解がない

■社内研修では、受講の自己選択ができない

口社内研修には、自分の望むカリキュラムがない

幽社内研修設備環境が充実していない

■社内研修の日程が自分のスケジュールと合わない

■外部研修を受講する際、希望する研修受講を申請することができない

■外部研修には、自分の望むカリキュラムがない

皿外部研修機関が近 くにない

■外師 刑彦の日程が自分のスケジュールと合わない

圏その他
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図表23年 代別の「自己意志でかつ自費での学習」の状況 と問題(複 数回答)

100

;:

回;:

薯5・
数19

i;
0

咽

'

3
[

`3
[

`、

そ
の
他必要な

いlT以外
の
ス
キ
ル
も
重
要社内研修、自己研讃で十

分書籍が向いている通信講座が向いている書籍等で間に合わせる通信講座で間に合わせるコースがないので不参加時間的な問題で不参加価格・場所の問題で不参加会社の研修不足を補うために参加公私を問わず積極的に参加

8

`

[
`

25
一

`

6
[i

96一

1010

川■川
1

99

66一

=
一

一

二

ー

28

二

-

一

3

'3

1

一

一

一

2.4情 報 化 人 材 育 成 推 進 の た め の 産 業 界

と学 校 教 育 の 関 係

(1)学校教 育 にお ける情報 教育 の現状

大学 で は,プ ロ グラ ミング言語 につ い ての

教 育 で は,「COBOL」 を教 える ところ は約1

割 と少 な く,情 報系 の大学 であ るか否 か を問

わず 「C言語 」 を扱 ってい る大 学 が8割 以 上

となって い る。 また,「 ネ ッ トワー ク技 術 」,

「Web関 連 」,「マ ルチ メデ ィア技術 」 の教 育

も多 く,イ ンターネ ッ トの普及 の影響が如 実

に現 れ てい る。一方 で,ネ ッ トワー クに関連

が深 い 「セ キュ リテ ィ」 の教育 は約 半数 の大

学 で カ リキ ュ ラムに組 み込 まれてい る に過 ぎ

ない こ とが 明 らか となった。

専 門学校 で実施 され てい るカ リキ ュラム を

全体 でみ る と,最 も実施 されて い るのが 「プ

ロ グラム設 計」,つ いで,「 コ ンピュー タシス

テ ム」 と 「C言 語 」 が と もに並 び,さ らに

「プ ログラム実装」,「コン ピュー タ基礎科 学」,

「ネ ッ トワーク技術 」 の3科 目が つづ く。 プロ

グ ラム言 語 につ い て み る と,「C言 語 」 が 圧

倒 的 に高 く,次 いで,「VisualBasic」 が続 き,

「COBOL」 も4割 強実施 されてい る。(図表24)

大学 と専 門学校 の カ リキ ュラム内容 の差 異

か ら,即 戦 力の あ る人材 の育成 を要求 され る

専 門学 校 にお いて は,シ ス テムの設計 と開発

な ど企業 の行 うシステ ム構 築 に直接 かか わる

分野 を重 視 して いる こ とが わか る。

(2)産 業 界 の 人材 ニ ー ズ に対 す る学 校 教 育 の

対応

大学,専 門学校 の9割 以上が,何 らか の形 で

産業 界 の 人材 ニ ーズ を把 握 してい る。 また,

大学 の約7割,専 門学校 の約6割 が それ らの

ニーズ を教育 に反映 して いる とい う結 果 とな

った。(図 表25)

産業界 のニ ーズの反映方 法 につ い ては,大

学 で は,「カ リキ ュラムの更新 」,「教 材 の更新 」,

「設 備 の更新 」,「産学 連携 」の順 で あ り,最 も



多 い カ リキ ュ ラムの 更新 は「ニー ズ を教 育 に

反映 して い る」と答 え た34大 学 の うち31大 学

が反映方 法 と して挙 げてい る。

専 門学 校 で は,「カ リキュ ラムの更新 が32校

中30校(全 体 の93.8%)と 最 も多 い。 これ につ

いで,教 材 の更新,設 備 の更新,教 員 の レベ

ル ア ップの順 とな ってい る。 以上 の4つ の 反

映方 法 は いず れ も7割 を上 回 ってお り,教 育

内容(カ リキ ュ ラ ム,教 材)と 人(教 員),も

の(設 備)す べ て に渡 って ニー ズ を反 映 させ

る とい う積極 的な姿勢が うかが える。

ニーズ の反映方法 につ いて
,専 門学校 全体

と大学 とを比 較す る と,教 員 の レベ ル ア ップ

が最 も大 きな差 が 認 め られ る。専 門学 校 が

71.9%と7割 を超 える の に対 して,大 学 で は

14.7%に 過 ぎず 約56ポ イ ン トの 差 が あ る 。

(図表26)

(3)産 学連 携 の実施状況 とメ リッ ト

産学 連携 の実施状 況 につ いて,大 学 にお い

て は全体 の約8割,専 門学 校 で は約半 数 の学

校 が実施 してい る。(図 表27)

大 学,専 門学校 の実施 内容 の 大 きな差 は,

「共 同研 究 ・開発」 であ り大学 で は66.7%で

あ るの に対 し,専 門学校 で は12.5%に 過 ぎな

い。 また,こ れ に関連 して 「企業 か らの研 究

資 金 ・設備 の 受 け入 れ ・借 用 」 で も大 学 の

41.7%に 対 し,専 門学校 では3.1%と な ってい

る。大学 に比較 し,専 門学校 では 「企業へ の

講 師派遣」 の割 合が 高 く,社 会 人教 育へ の展

開 を うかが うことが で きる。(図 表28)

産学 連携 の メ リ ッ トは,大 学 で は,「 実務

体験 に よ る実践 的教 育 の実 施」が最 も多 く,

次 に「実務体験 に よる学習 意欲 の向上」,「産業

界 の ニ ー ズ把 握 と新 しい研 究 テー マ等 の発

一43一

・傭 鑑人材蒋翻 状

展 」が 並 ぶ。 専 門学 校 で は,「学生 の就職 先 の

確 保」との 回答 が最 も多 く,つ いで 「実務体験

に よる実 践 的教 育 の 実施 」が,「実 務体 験 に よ

る学 習 意 欲 の 向上」と続 き,以 下,「学 習 募 集

時 の ア ピー ル」,「先 端 技 術 の 修 得 」の順 で あ

る。2年 制学科 で は,「学 生 の就 職 先 の確 保」に

重 点 が置 か れ,3年 制 で は,学 校 側 の メ リ ッ

トが多岐 に平 均化 している。

大学 ・専 門学校 の差異 につい てみ る と,専

門学校 が 「学 生 の就職 先 の確 保」,「先端技 術 の

修 得」や 「学 習募 集 時 の ア ピール」に効果 を認

め て い る(期 待 して い る)の に対 して,大 学

で は「産 業 界 のニ ーズ把 握 と新 しい研 究 テ ー

マ等 の発展 」と「人脈 の形 成」に も多 くの効 果

を認 めて いる。(図 表29)

一方
,企 業 で の産学 連携 の実施状 況 は,回

答企 業 全体 の18.5%が 実施 してい る。 産業別

で はベ ンダー企業 の実施割 合が34.9%と 高 い

の に対 して,ユ ー ザ企 業 で は9.7%と 低 い 。

(図表30)

企 業 ・組織 の産学 連携 の実施 内容 につ いて

見 る と,「 学 生 の企 業実習 」が最 も多 く,つ い

で,「共 同研 究 ・開発」,「学校 へ の講 師派遣」,

「研 究資金 ・設備 の提供 」の順 となってい る。

実 施上 の メ リ ッ トは,「 優 秀 な学 生 の 人材

確 保 」が 最 も多 く,つ いで 「新 た な人 脈 の 形

成」が多 い。 その他 の メ リ ッ トと して,「 新 製

品 開発 」と「社 内 の 人材 不 足 」が あ げ られ た。

(図表31)

企 業 と学校 全 体 と を対 比 す る と,「 人材確

保 」と「就 職先 の確 保」,お よび「新 たな人脈 形

成 」で は対応 関係 が認 め られ,特 に学 校 側 で

は教 育 的効 果 に対 す る期待 が強 い。(図 表32)
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図表24

カ
リ
キ

ュ
ラ
ム

内部設計

プログラム設計

プログラム実装

外部設計
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0 10203040

79

100

8

tOO

100

5060708090100

実施割合(%)

ロ大学全体■大学情報工学・システム粟専門学校
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図表25産 業界の人材ニーズへの対応

情報化人材育成の現状

73.9

66.7

29.2

」7.4

87

一 一
大学 専門学校

口ニーズを把握 し、教 育 に反映 している ■ニーズ把握 しているが、教育に反映できない □反映 していない

学科の新設

カリキュラムの更新

教材の更新

設備の更新

教員のレベルアップ

産学連携

図表26産 業界ニーズの反映方法(複 数回答)

0 1020 30405060708090100

実 施 率(%)
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目 子 言 ロ 門 学x計 ■2制 ■3制

図表27産 学連携の実施状況(学 校教育機関)

実施 している 過去に実施していたが 今後実施 を 実施 しない
現在はない 検討 したい

ρ大学 ■専門学校1
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図表28

学生の企業実習

教員の企業実習

企業からの研修生の受け入れ

企業への講師派遣

企業からの講師受け入れ

企業への研究資金・設備の提供

企業からの研究資金・設備の受け入れ・借用

共同研究・開発

その他

産学連携の実施内容(複 数回答)

0102030 405060708090100

実 施 率(%)

圏大学 計 ■専門学校 計 口2年制 ■3年制

一46一

「



情報化人材育成願 状

図表29

学生の就職先の確保

実務体験による学習意欲の向上

実務体験による実践的教育の実施

実務体験による職業の向き ・不向きの確認

企業からの謝金等の収入

先端技術の習得

産業界のニーズ把握 と新 しい研究テーマ等の発展

費用 ・設備負担の軽減

新拉術や新製品の開発

.人 脈の形成

学生募集時のアピール

特にメリッ トはない

その他

0

産学連携のメリッ ト(学 校教育機関 複数回答)

》33

S5.6

50

1;63

-,ll・'

41.7

,特.特

41.7
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9.4
11.1
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52.

52.8

8.3

2.8
3.1
5.6

Q`1
2.s
61.1

83
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77.8

1020304050607080

(%)

■大学 計.専 門学校 計 口2年制 ■3年制
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図 表30

全 体

(n;589)

公的機関
(n=30)

ベ ンダー企業

(n=195)

ユ ーザ企業

(n;361)

その他

(n=3)

産学連携の実施状況(企 業 ・組織 業種別)

18.5 ■ ■■ 1t5

一

16.7 6.7

一

34.9 17.4 一 1

一

9.7
一 一

8.9
一 1

33.3
　 　

0

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ロ実施 している ■過去に実施したが現在はない ロ今後実施を検討したい ■実施しない ■無回答

図表31

学生の企業実習

学校教育の企業実習

社員の研修

学校への講師派遣

学校からの講師招膀

研究資金 ・設備の提供

研究資金 ・設備の借用

共同研究 ・開発

0

産学連携の実施内容(企 業 ・組織 複数回答)

10 20 304050

実施率(%)

60 70 80

口全体 ■ベ ンダー企業 ロユーザ企業

図表32産 学連携の実施内容の比較

順位 1位 2位 3位 4位 5位

企業 学生の企業実習 共同研究 ・開発
学校への講師
派遣

研究資金 ・
設備の提供

社員の研修

学校 学生の企業実習
企業からの講師

受入れ
共同研究 ・開発

企業への講師
派遣

研究資金 ・
設備の受入れ

当調 査 の 詳 細,報 告 書 の 配 布 に つ き ま して は,中 央 情報 教 育研 究 所 調 査 企 画 部 調 査 企 画 課

(Tel:03-5531-0173E-Mail:jittai@cait.jipdec.or.jp)ま で お 問 い 合 わせ くだ さい 。
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熟鰹 預瞬璽 「ISMS事 務局」の設置 につ いて

情報セキュリティ対策室

1.ISMS事 務 局 の 設 置

情 報 セ キ ュ リテ ィマ ネ ジ メ ン トシス テ ム

(ISMS:1・f・ ・m・ti・・Secu・ityM・n・g・m,nt

System)適 合 性 評価 制度 は,情 報 システ ムの

セ キュ リテ ィ管理 に対 す る第三者適合性 評価

制度 であ り,国 際 的 に整合性 の とれた認 証制

度 を確 立す る こ とを 目的 としてい ます。また,

本 制度 の創 設 は,わ が 国の情報 セキ ュ リテ ィ

レベ ル全体 の向上 を図 る と ともに,そ の情報

セ キ ュ リテ ィ レベ ルが諸外 国か らも信 頼 を得

る制度 にす る必要が あ ります 。そのため には,

十分 な準 備 と評価 の実 証 を踏 まえてか ら本格

運用 を実 施す る こ とと してい ます 。平成13年

度 実施 事 業 をISMSパ イ ロ ッ ト事 業 と位 置付

けて,パ イ ロ ッ ト審査 等 に よ り事業者 認証 を

行 い,パ イロ ッ ト事業 を通 じての審査 ノウハ

ウ等 を蓄積 し,平 成14年 度 か らの本格運 用 に

役 立 て るこ とと してい ます 。 なお,本 パ イロ

ッ ト事業 にお い ては,安 対認 定取得 者が本制

度ヘ ス ムーズ に移行 で き,安 対 制度 の継 続性

が確 保 で きるこ と も実証 す る予 定です 。

このような状 況か ら,(財)日 本 情報 処理 開発

協 会 では,平 成13年6月1日 付 けで情報 セキュ

リティ対 策室 内 にISMS事 務 局 を設置 いた しま

した。

本 パ イロッ ト事 業 を円滑 かつ効果 的 に実 施

す るた め,当 協 会 内 にパ イロッ ト事 業 運 営 委

員会 及 びパ イロ ット事 業 技術 委 員会 を設 置 す

ること としま した。 なお,両 委員 会 とISMS事

務 局 の業務 内容 は,図1の 通 りです。

図1パ イロッ ト事業運営体制図

運営委員会 技術委員会
業務内容 業務内容

① パイロッ ト事業実施に関する基本方針の決定 ①ISMS認 証基 準(VerO.8)の 改7丁

② パイロッ ト事業実施の全体統括 ②ISMSに 関するガイ ド等の作成 ・公開

③ パイロッ ト審査登録機関の指定 ③ パイロット事業実施に関する指導 ・助言

④ パイロット事業者の選定 ・決定 ④ パイロット審査の運用 ・管理

⑤ パイロット審査結果の評価,及 び勧告案の策定 ⑤ パイロット審査結果の分析 ・評価

⑥ 審査員資格の基準策定 ⑥ パイロット審査結果にISMSに 関するガイ ド等への

⑦ 技術委員会の業務の事前承認 ・事後了承 フ ィー ドバ ック

⑦ その他 パイロット事業運営委員会から指示された業務

lSMS事 務局

業務内容

① 普及研修会,セ ミナー等の開催 ④ 委員会等の運営管理

② 内外関係機関との交流及び協力 ⑤ 運営委員会.及 び技術委員会から指示された業務
③ 苦情受付窓ロの運営 ⑥ その他,業 務全般に係る事項
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2.ISMS制 度 の ス キ ー ム

ISMS制 度 が 立 脚 す る 規 格 は,国 際 規 格 の

ISO/IEC17799:2000(Codeofpracticefor

informationsecuritymanagement)情 報 セ キ ュ

リ テ ィマ ネ ジ メ ン ト実 践 規 範 」 で あ り ます 。

この 国 際 規 格 は,組 織 の 規 模 を問 わ ず 情 報 資

産 を保 護 す る 必 要 が あ る場 合 の 情 報 セ キ ュ リ

テ ィの 範 囲 を明 確 にす る 際 の 規 範 ・基 準 を ま

とめ た もの で あ り,情 報 セ キ ュ リテ ィマ ネ ジ

メ ン トに対 す る普 遍 的,包 括 的 な ガ イ ド,基

準 を示 して い ます 。

ISMS認 証 基 準 は,ISO/IECl7799:2000及

び英 国規 格BS7799-2:1999(Specificationfor

informationsecuritymanagementsystems)を 参

照 し,第 三者 であ る審査 登録機 関が本 制度 の

認証 を希 望す る事 業者 の適合性 を評価 す るた

め の基準 で あ ります 。

ISMS制 度 の ス キー ム は,国 際 的 な流 れで

あ る民 間評価 制度 を導 入 し,民 間の競 争 原理

に基 づ く第三 者適 合性 評価 制度 です。

また,ISMS制 度の 国 際的 な整 合 性 を図 る

ため に,国 際規格 や ガイ ド等 に準 用 して審査

登録機関等 を整備することとしてい ます。ISMS

制 度 のスキームの概 略 は,図2の 通 りです。

図21SMS適 合性評価 制度 の スキーム

羅頴壕鷺
1v

　こ
藩
(i)指 定

一
'(iii)届 出(審 査報 告)

③認証

巨](財)日 本情報処理開発協会(JIPDEC)

・ISMS制 度 の維持管理

・審査登録機関の登録管理

・必要 に応 じて審査登録機関の審査をオブザーブ

・審査登録機関か らの審査結果の報告 と事業者の登録公表

・段階的にJISZ9361(ISOllECガ イ ド61)の 要 求事項を準用

国 審査登録機関

・指定基準の(JISZ9361(ISO/IECガ イ ド62))の 要 求事項 を準用

・評価希望事業者からの申請の受付とISMS認 証 基準による審査の実施

・審査結果による評価希望事業者の認証

・審査結果の届出(審 査報告)

函 第三者評価希望事業者

・申請する適用範囲のISMSの 確立

・審査登録機関に対する申請

・ISMS認 証基準に基づく審査の受容

・審査結果に基づ く認証登録

・認証 を受 けた場合のISMSマ ー クの付与
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3.パ イ ロ ッ ト事 業 実 施 手 順

パ イ ロ ッ ト事 業 の実 施 に当た っては,情 報

セキ ュ リテ ィマ ネジメ ン トシステ ム適合性 評

価 制 度運 営 要 領(Ver.O.8)に 定 め る もの の ほ

か,ISMSパ イ ロ ッ ト事 業実 施要 領 に基 づ き

実施 します。 パ イ ロ ッ ト事 業 の実 施期 間 は,

平 成13年8月 ～平 成13年12月 まで と します 。

認 証 を希 望す る事業者 は,こ の期 間のパ イ ロ

「ISMS事 務局」の設置について

ッ ト審査 に合格 す る と,パ イ ロ ッ ト審 査登録

機 関 よ り仮 登録文書,仮 認証 マー クが付 与 さ

れ ます。登録 されたパ イ ロ ッ ト事 業者 の仮認

証 については,パ イロッ ト事業 終了 後,再 審査

(Ver.0.8か らVer.1.0の 差 分審査)を 実施 した後

に本認 証 とするこ ととしています。

パ イ ロ ッ ト事 業審 査 に係 る手 順 は ,図3の

通 りです 。

図3パ イロッ ト事業実施手順

璽

畠 ・・
登録{:1蒜 曝 撒

④予備審査※

⑤本審査の通知

図

▼

函

登 録 文 書

(マ ー ク付 与 含 む)

※:審 査登録機関の事情により省 くことができる(事業者のオプション)。また実施 されるタイミングは審査登録機関によって異なる。

連 絡先

(財)日 本 情 報 処 理 開 発 協会 情 報 セ キ ュ リテ ィ対 策 室1SMS事 務 局

Tel:03-3432-9386Fax:03-3432-6200

E・mail:info@isms.jipdec.or.jp

Web:http://www.isms.jipdec.or.jp/
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REPORTア ジ アPKIフ ォ ー ラ ム に つ い て

ア ジアPKIフ ォー ラム推 進協議 会

1.ネ ッ トワ ー ク 社 会 とPKI

イ ンター ネ ッ トに代 表 される ネ ッ トワー ク

の 普 及 に よ っ て牽 引 され るIT(lnformation

Technology)革 命 は産業 や社 会 の姿 を大 き く

変 え よう としてい ます 。 イ ンターネ ッ トの持

つ特徴 は オー プ ン性 とボ ー ダー レス性 に代 表

され ます。世 界中 の人や企業 が,組 織 や 国の

境 界 を超 えて情 報 をや り取 りす る こ とが で

き,そ の結果個 人の生活環境 が一変 し,ま た

企業 にお いて は国際的 な部 品調達 や貿易業 務

の電 子化,電 子マ ー ケ ッ トブ レースの発展 な

ど,新 しい ビジネス の仕組 みが生 まれ て きて

い ます。 これ は大 い な る経済発展 の可 能性 を

持 って いる もの と言 え るで し ょう。

い っぽ うで,イ ンター ネ ッ トを もっ と使 い

こな し,そ の可 能性 を引 き出す ため には,解

決 しなけれ ばな らない課 題が あ ります 。 それ

は イ ンター ネ ッ ト上 での取 引 の信 頼性 の確 保

です。PKI(PublicKeyInfrastucture)は そ の解

決 策の一 つ であ り,ネ ッ トワー ク上で,安 全

に,か つ安心 して取 引 を行 うため には欠 かせ

ない もの なのです 。 このイ ンフラの確 立 はネ

ッ トワーク社 会 で電子 商取 引 を活 性化 し,豊

か な社会 を実現 す ることにつなが ります。

2.国 を超 えた共 通化 の 活動

PKIに 関連するネ ットワーク技術 はいろい

ろな面で研究開発が行われ,世 の中で利用 さ

れています。 しか し,こ れまでの ところPKI

は一つの企業の中とか,あ る応用分野の中 と

かに限られた運用 しか行われていないのが実

情 です 。 しか し電子商 取引 の グローバ ルな発

展 のた め に は,応 用 分 野 や国 を またが った,

技 術,制 度,運 用 の共 通化 が必要 となって き

ます 。

す で に,PKIの 相互 運用 性 を確保 し,利 用

を拡大 してい こ うとす る活 動が始 まってい ま

す。 米国 では,連 邦 政府機 関 ご とに導入 して

い るPKIの 相互 運用性 を確 保す るため,FPKI

(FederalPKI)と い うプロ ジェ ク トの下 での活

動 が行 わ れて い ます。 また,PKIの 普 及 と相

互運 用性 の確 保 を民 間企 業 の協 力で進 めて い

くため,PKIフ ォー ラム が設 立 され ま した。

この フ ォー ラム は米 国企 業が 中心 にな り,日

本 や ヨー ロ ッパ の企業 も参加 して結成 され た

もの です。 また,ヨ ー ロ ッパ で のEESSI(The

ElectronicSignatureStandardizationInitiative)

や,日 本 の電 子政府 プロジ ェク トにお いて も,

PKI共 通 化 を 目指 した活 動 が 行 われ て い ま

す。 これ らの活動 の 中で取 り上 げ られ ている

こ とは,相 互運 用性 を確 保 す るため,暗 号化

方式や 認証書 の標 準化 とい っ た技術 的課題 だ

けで はな く,制 度 的な課題 も含 んでい ます 。

いっぽ う,こ ういった欧米 の動 きに対 して,ア

ジア ・オセアニア圏 内で も,PKIの 共 通化 のた

めの活動 が求め られてい ます。PKIの 共 通化 は

電 子 商取 引 の活 性化 を促 し,こ れによる新 た

なアジア経 済 圏の発展 が期 待 されるか らです。

こう した期 待 の もとで,ア ジ ア ・オセ アニ

アの 国や地 域 が協力 して,PKIの 相互 運用 性

の確 保 や普 及活 動 を行 うため の アジ アPKIフ

ォー ラムの設立 に向 けた活動 を推 進 して きま
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アジアP組 フォーラムについて

した。 また,ア ジア にお け る一 連 の活 動 は,

欧米 におけ る活 動 と互 い に連携 し,グ ローバ

ル なPKIの 共 通化 に向 けた活動 に なって い く

こと も期 待 されて い ます。

●'

欧米 の動 向 とアジ アPKlフ ォー ラム

3.ア ジ アPKIフ ォ ー ラ ム 推 進 協 議 会

ア ジ アPKIフ ォー ラム 推 進 協 議 会(Japan

PromotionalAssociaticmforAsiaPKIForum-一 －AP虹.

J)は,ア ジアPKIフ ォーラム を設立 し,こ れ を

支 えるための 日本国内の組織 として昨年12月15

日に設立 され ま した。 アジアへ のPKI普 及 とイ

ンタオペ ラ ビ リテ ィの確 立 を目標 として活動

を開始 してい ます。現在 の ところ,情 報 シス

テムベ ンダー,認 証サ ー ビス会社,商 社,金

融機関,製 造業 など多 くの分野 にわたる約80社

の会員会社 で講成 されています。

APKI-Jに は3つ の検 討部 会が 設置 され,法

制度 な どビジネス環境 の検討,認 証局 間の イ

ンタオペ ラ ビリテ ィの検 討,普 及促 進面 の検

討 な どを行 ってい ます 。 また,韓 国,シ ンガ

ポー ル と協 力 して国際 的 な相互運用 性 の実 証

実験 も行 ってい ます 。 また,月1回 の セ ミナ

ー な どを通 して
,PKI技 術 の啓 蒙 活動 に も注

力 してい ます 。

APKI-Jは 設 立 以 来,ア ジ ア ・オセ アニ ア

の各 国 ・地域 に対 して ア ジアPKIフ ォー ラム

の設立 を呼 び かけ て きま した。そ れぞれ の国

に高 い関心 を持 って迎 え られ,日 本 の呼 びか

け に応 じて,韓 国,シ ンガポ ール,台 湾 で は

す で に 日本 と同様 に,そ れぞれ の国内 に推 進

組織 が作 られ て きま した。そ して この こ とが,

今 年6月 の ア ジ アPKIフ ォー ラムの 設立 につ

なが りま した。

4.第1回 ア ジ アPKIフ ォ ー ラ ム

アジ アPKIフ ォー ラム はア ジア ・オ セ アニ

ア圏 にお け るPKIの 共通化 と普及促 進 を 目指

して,各 国/地 域 の民 間企 業 を中 心 に した

PKI推 進組 織 が参加 して情 報 を交換 し,討 議

す る場 です。

2001年6月12日 ～14日 の3日 間,東 京 の新 高

輪 プ リンス ホテル ・パ ミール館 で経済 産業省

の後 援 の も とに第1回 ア ジアPKIフ ォー ラム
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の 国際 コ ンファ レンス を開催 致 しま した。11

の ア ジア ・オ セ アニ ア各 国 ・地域 のPKI関 係

者,及 び世 界 の4つ の 関連機 関代 表 者 な ど合

計75名 が 出席 し,日 本 国内 か らも300名 を超

え る参加者 が集 ま りました。

ここで は,PKIを 中心 とす る電子 商 取 引,

電子政府 の普 及促 進 に必 要 な活動 につい て活

発 な情報 交換 と討議 が 行 われ ま した。 また,

この国際 コ ンフ ァ レンスの 中で ア ジアPKIフ

ォー ラム総 会が行 われ,ア ジア ・オセ アニ ア

圏内8カ 国 ・地 域 のPKI推 進 組織 の参 加 に よ

って ア ジアPKIフ ォー ラム が正式 に設 立 され

ま した。

この国際 コンフ ァレンスの内容 を以下 に簡

単 に説 明 します。

(1)第1日 目(6月12日)

第1日 目は「PKI利 用 の現状 と普及 に向 け た

課 題 」とい うテ ーマ で の,ヨ ー ロ ッパ のPKI

標 準 化 イニ シ アテ ィブで あ るEESSIの 活動 に

関 す る講演 に始 ま り,「 ア ジア ・オセ アニ ア

圏 に お け るPKI普 及 の た め の 課 題 」と して,

オース トラ リア,中 国,韓 国,シ ンガポール,

日本,e-ASEAN代 表 に よ る講演 が 行 われ ま

した。各 国 とも,電 子 商取引 に関す る市場拡

大 に熱心 で あ り,ア ジ アPKIフ ォー ラムへ の

大 きな期 待が 感 じられ ま した。

(2)第2日 目

第2日 目はAPKI-Jの 金 井務 会 長(㈱ 日立 製

作所 代 表 取締 役 会 長)の あ い さつ で始 ま り,

平 沼経 済 産業大 臣,韓 国PKIフ ォー ラムの李

会 長,PKIフ ォー ラムシ ンガポー ルのChow会

長 に よる来 賓挨 拶 に続 き,「 ア ジアPKIフ ォ

ー ラム設立 に向 けて」とい うテーマ の も とに,

講演,デ モ ンス トレー シ ョン,パ ネルデ ィス

カ ッシ ョンな どが行 われ ま した。

基 調 講 演 はGIIC(世 界 情 報 基 盤 委 員 会)ア

ジ ア地 区 共 同 議 長 及 びGBDe(GlobalBusiness

DialogueonElectronicCommerce)共 同議 長 の

鳴戸道郎氏による「電子商取引のグローバル

展開と普及のための課題」というテーマで行

われました。特別講演として,「 世界 におけ

一54一

口



るPKI利 用 の現 状 と展 望」とい うテ ー マ で ,

IETF(InternetEngineeringTaskForce)/PKIX

共 同 議長 のStephenKent氏 に よ るIETFの 活

動,PKIForum議 長のLisaPretty氏 に よる米 国

PKIフ ォー ラムの活動 が報 告 され ま した。

また,APKI-Jか らは,「 ア ジアPKIフ ォー

ラ ム設 立 に向 けた 活動 につ い て」と題 して,

ア ジアPKIフ ォー ラ ム設 立へ 向 けての基 本 的

なア イデア とこれ まで の活 動の経過 を報告 し

ま した。

午後 に行 われ た映像 とデモ ンス トレー シ ョ

ン「PKIが 実 現 す る未来社 会 の イメー ジ」の ビ

ジ ュア ル なプ レゼ ンテー シ ョンはPKIの 有 効

性 を訴 え聴 衆 の注 目を浴 びま した。 また,東

京大 学 の須 藤教授 をモ デ レー タ とす るパ ネ ル

デ ィス カ ッシ ョン「ア ジア にお け るPKI普 及

の シナ リオ」で は,韓 国,マ レーシア,シ ンガ

ポール,チ ャイニーズタイペイ,日 本 の代 表が

そ れぞれパ ネ ラー として各 国 のPKI推 進 状 況

とその問題点 につ いて討論 を展 開 しま した。

(3)第3日 目(6月14日)

第3日 目は海外 か らの来 訪者 向 け に フ ィー

ル ドビジ ッ トが行 わ れ,約40名 が電 子政府 シ

ョー ルーム な どの見学 を行 い ま した。

3日 間全体 の講演 や討 議 を通 して,

・ア ジア ・オセ アニ ア圏の経 済発展 の ため に

は電 子商取 引 を ます ます活性 化 させ る必要

が あ る

・PKIは イ ンター ネ ッ ト上 での安 全 な取 引 を

実現 す るため に欠 くこ とので きないイ ンフ

ラで あ る

・アジア ・オセアニア圏 でのPKIの インタオペ

ラビリテ ィ,電 子 商取 引 の活性 化 のため に

はアジアPKIフ ォーラムの設立が重要 であ る

とい う共通認 識 に至 りま した。

ア ジアPKIフ ォ'一ラムにつ いて

5.ア ジ アPKIフ ォ ー ラ ム の 設 立

第1回 ア ジ アPKIフ ォー ラム 国際 コ ン フ ァ

レンスの中で,講 演 プ ログラム と並行 してア

ジアPKIフ ォー ラム総 会が ア ジア ・オセ アニ

ア圏8カ 国 ・地 域 のPKI推 進 組織 代 表 の参 加

に よって行 わ れ,ア ジアPKIフ ォー ラム設 立

に関す る共 同 コ ミュニ ケ を採択 しま した。総

会 に参 加 した の は,オ ー ス トラ リア,中 国,

香港,韓 国,日 本,マ レー シア,シ ンガポー

ル,そ してチ ャイニ ーズ タイペ イのPKI推 進

組 織 です 。 日本 はAPKI-Jが メ ンバ ー と して

参加 しま した。

共 同 コ ミュニ ケの 中 で は,8カ 国 ・地域 が

ア ジ アPKIフ ォー ラム の 設 立 に合 意 した こ

と,そ の行 動 原 理 を決 め て い る 「ア ジ アPKI

フ ォー ラム憲 章」の 内容 に合 意 した こ とを述

べ てい ます 。 また,ア ジアPKIフ ォー ラム の

目的 と して,ア ジ ア ・オセ アニ ア圏にお ける

PKIの イ ン タオペ ラ ビ リテ ィの推 進 と電子 商

取 引の活性 化 を上 げてい ます。今 後,今 回の

国際 コ ンフ ァレ ンス に参加 したア ジア ・オセ

アニ ア圏の国 ・地域 を始 め と して,他 の 国や

地域 に も協調 を求 め て行 くと共 に,ワ ー キ ン

ググル ー プ活動,実 証実験 な どを行 い,PKI

の共通化 と普 及 を進 めて行 くこ との決意 を述

べ て い ます。 また,欧 米 のPKI推 進 組織 と も

連携 し,世 界 的 に相 互運 用 可能 なPKIの 実現

を 目指 して活動 して行 くこ とと して い ます 。

今 回 の第1回 ア ジ アPKIフ ォー ラム 国 際 コ

ンフ ァレ ンス に よって,正 式 にア ジ アPKIフ

ォー ラムが設 立 され,今 後具体 的 な活動 を通

じて,大 きな成果 をあげ るべ くAPKI-Jと し

て も努力 してい きたい と決意 を新 た に してい

ます。なお,ホ ームペ ージ(hUp:lwwww.apki-j.grjp/)

で もご紹介 してお りますのでご利用下 さい。

一55一



一
旦部顯1翌ン無 縁 撒

総 務吾区 企 画室一

1.理 事会 の 開催

平成13年6月19日(火)に 平成13年 度第1回理

事会が開催 され,次 の議案が審議 ・承認 され

ました。

・平成12年 度事業報告書 について

・平成12年 度収支計算書 ,正 味財産増減計

算書,貸 借対照表および財産 目録について

・平成13年 度補助金の受入れお よびこれに

伴 う補助事業の実施について

・従たる事務所の業務の変更について

・評議員の交替について

平成13年7月10日(火)に 平 成13年 度第2回 理

事会が 開催 され,次 の議案 が審 議 ・承 認 され

ま した。

・役員の 人事 につ いて(会 長 の互選)

2.評 議 員会 の開催

平成13年6月21日(木)に 平成13年 度第1回 評

議員会が開催 され,次 の議案が審議 ・承認 さ

れました。

・平成13年 度補助金の受入れお よびこれに

伴 う補助事業の実施について

・従たる事務所の業務の変更について

・理事の選任について

当協会では,賛 助会員サー ビスの一環 とし

て,当 協会の事業成果や情報化にかかわる最

新の動向等をテーマに取 り上げ,賛 助会員研

究会を開催 しています。

本年度第1回 目の賛助会員研究会 を次の と

おり開催 しました。

日 時:平 成13年6月18日(月)

場 所:機 械振興会館6階67号 室

テーマ:「 次世代移動通信 の動向 と情報活用

の将来」

講 師:藤 澤 一郎

株式会社 情報通信総合研究所

移動 ・パーソナル通信研究グループ

チーフリサーチャー

参加者:33名

情報セキュリティ対策室 ・

1.セ キ ュ リテ ィ対 策 の 普及 促 進

(1)情報 セキュリティマネジメン トシステム

(lSMS)適 合性評価制度の運用

本制度は,従 来の技術系のセキュリテ ィ対

策に加え人間系の管理技術に重点を置いたも

のであ り,国 際標準ISO/IEC17799を ベース

とした情報 システムのセキュリティ管理に対

する第三者適合性評価制度です。

本制度の創設によりわが国の情報セキュリ
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テ ィレベ ル全体 の向上 を図る と ともに,そ の

情 報 セキ ュ リテ ィレベルが諸外 国か らも信頼

を得 る制 度 にす る予定 です。

本 制度 の創 設 のた め には,十 分 な準備 と評

価 の実証 を踏 まえてか ら本格 運用 を実施す る

ため,平 成13年 度 の実施事 業 をパ イ ロ ッ ト事

業 と位 置付 けて,パ イロ ッ ト審査等 に よ り事

業者認 証 を行 い,パ イロ ッ ト事 業 を通 じての

審査 ノ ウハ ウ等 を蓄積 し,平 成14年 度 か らの

本格 運営 に役立 て る ことを 目的 と して実施 す

る もの です。 なお,本 パ イロ ッ ト事 業 にお い

ては,安 対 認定取 得者が本 制度ヘ スムーズ に

移 行で き,安 対 制度 の継続性 が確保 で きる こ

とを実証 す る こと も目的 と してい ます。

本パ イロッ ト事業 の円滑 かつ効 果 的 な実施

を期 す ため,当 協 会 内 にパ イ ロ ッ ト事 業運営

委員 会(以 下,運 営委 員会 とい う)を 設 置 し,

運 営委 員会 内 に,パ イロ ッ ト審査 の ための基

準 ・ガ イ ド等 を作成 し,か つ,パ イロ ッ ト審

査結 果 の評価 を検 討 す るためのパ イロ ッ ト事

業技 術 委 員会(以 下,技 術 委 員 会 とい う)を

設置 しま した。

本パ イロ ッ ト事業 実施 ス ケ ジュールは,図

1に 示 す通 りで す。

図1パ イロ ッ ト事業 実施 スケ ジ ュール
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本 パ イ ロ ッ ト事 業へ の公募 が平成13年5月

22日(火)～6月5日(火)で 行 われ ま した。6

月29日 に開催 され たISMSパ イロ ッ ト事 業 運

営 委員 会 で最 終 決定 を行 った結 果,ISMSパ

イ ロ ッ ト事 業 に 申請 され た40事 業 者 中39事

業 者 がパ イ ロ ッ ト事 業 者 と して決 定 され ま

した。 なお,申 請事業 者 の8割 以上 は安対 認

定取得事 業者 で した。

申請事 業者 の地 区別応 募 者数 は,図2に 示

す通 りです。

本 パ イ ロ ッ ト事 業 の実 施 期 間 は,平 成13

年8月 ～平成13年12月 まで と し,事 業 者 は,

この期 間 の パ イ ロ ッ ト審 査 に合 格 す る と,

パ イ ロ ッ ト審 査 登 録 機 関 よ り仮 登 録 文 書
,

仮 認 証 マ ー クが付 与 され ます 。登 録 され た

パ イ ロ ッ ト事 業 者 の仮 認 証 につ い て は
,パ
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図2申 請事業者地区別応募者数

懐道

全体の6割 を関東が占めている。

1.北 海 道 2件(5%) 5.近 畿 5件(12%)

2.東 北 豆件(3%) 6.四 国 1件(3%)

3.関 東 24件(59%) 7.九 州 4件(10%)

4.中 部 2件(5%) 8.沖 縄 1件(3%)

イ ロ ッ ト事 業 終 了後,再 審 査(Ver.0.8か ら

Ver.1.0の 差分 審査)を 実 施 した後 に本認 証 と

す る予定 です。

なお,本 制度の認証範囲は,情 報処理 サー ビ

ス業 を営 む事業者 を対 象 としてい ますが,将 来

的にはニーズ に応 じて情報処理 サービス業以外

の分野の事業者への適用 を検討する予定 です。

(2)リ ス クマ ネ ジ メン トシステ ムの あ り方 に

関す る調 査 ・研究

情報 シス テムは,多 くの リス クを内在 して

い る こ とか ら,そ の脆弱性 が危惧 され てい ま

す 。その ため に リス クの顕在化 を未然 に防止

し,ま た,顕 在 化 した場 合 その影響 範 囲 を最

小 に留 め るセ キュ リテ ィ対策 が求め られてい

ます が,そ れ には情 報 システムの リス クを適

正 に把握 す る こ とが必 要 です 。 さ らには,把

握 した リス クが どの程 度顕在化 す る可 能性が

あ るのか,ま た,顕 在 化 した場 合の損 害が ど

の程度 なのか等 の分析 が不可 欠です。

この ような認識 か ら,当 協会 内 に情報 シス

テ ム に関す る リス ク分析 手法 を含 む リス クマ

ネ ジ メ ン トシス テムの あ り方 を検討 す る「リ

ス クマ ネ ジ メ ン ト委 員 会」(委 員 長 森宮 康

明治大 学 商学 部教授)を 設 置 し,調 査 ・研 究

を進 めて きま した。

そ の結 果,平 成2年 に発表 した リス ク分析

手 法(JRAM;JIPDECRiskAnalysisMethod)

を参考 と し,情 報 システ ムの計 画,開 発,運

用,レ ビュー,改 善 のア クシ ョンに至 るマ ネ

ジ メ ン トサ イ クル全般 につ いて,リ ス クの特

定,リ ス クの原 因究 明 ・影響分析 のための 質

問項 目を作 成 し,こ れ に基づ き内容 の検 討 を

行 い,こ の作業 に基づ く考察 の一部 を中 間報

告 「情 報 リス ク に関 す る リス クマ ネジ メ ン ト

研 究報 告書」として とりまとめ,公 表 しました。

なお,本 調査 ・研究 は平成13年 度 も引 き続

き検 討 を行 ってい ます 。

(3)シ ステム監査 に関す る調査 ・研究

システ ム監査 は,情 報 シス テム の信 頼性,

安全性 等 のセキ ュ リテ ィ対 策 の向上,更 には

有効性 の確 認等 の ため に不 可欠 な仕組 み とし

て,情 報化 の進展 が進 んだ社会 にお いて重要
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視されています。

そのため,国 では情報処理技術 者試験 に

「システム監査技術者」の区分を設け,シ ステ

ム監査 に携 わる要員 の養成等を行っていま

す。更に,経 済産業省は,シ ステム監査の導

入 を促進する必要から,シ ステム監査を実施

す る事業者を広 く一般企業に紹介するための

「システム監査企業台帳制度」を設けています。

当協会では,シ ステム監査を実施 している

企業か らの申告を受けて台帳の編集 ・作成作

業を行い,同 台帳 を広報することを通 じて,

同制度を側面か ら支援する活動 を実施 してい

ます。昨年度の台帳については,経 済産業省

や地方の経済産業局並 びに県庁所在地の図書

館等で閲覧することができますが,経 済産業省

及び当協会のホームページでも公表しています。

なお,今 年度の台帳 については,7月 以降

に経済産業省及び当協会のホームページ上で

公表する予定です。

また,シ ステム監査 の普及状況 を把握 し,

新たな施策 に反映するための基礎 データの収

集する目的から,平 成12年11月 より平成13年1

月にかけて約4,800の コンピュータユーザ企業

に対 してア ンケー トによって調査しました。

調査 の分析 結果 につ いては,「 わが国 にお ける

シス テム監査 の現状 一システ ム監 査普及状 況

調査 一」 と して と りまとめ,公 表 してい ます。

併 せ て,シ ステ ム監 査 の実 態 お よびシステ

ム監査 技術 者試験 動 向 を と りま とめた 「シス

テム監査 白書2001-2002」(シ ステ ム監査 学会

との共 同編 集)の 発行準備 を進 め てい ます。

2.プ ラ イバ シ ー マ ー ク 制 度 の 運 用

引 き続 き,プ ライバ シーマ ー ク制度 の運 用

を行 ってい ます 。

プ ライバ シーマー ク認 定事業 者 は,平 成13

年6月 末 日まで に,247事 業 者(一 部 事 業部 単

位 で の認 定 を含 む)を 認 定 して い ます(認 定

状 況 の グラ フ参 照)。 また,認 定事 業者 の業

種 も拡大 傾 向 にあ り,平 成10年 度7業 種,平

成11年 度13業 種,平 成12年 度18業 種 とな り,

現在22業 種 とな って いる。

なお,最 新 の状 況 につい ては,当 協 会の ホ

ー ムペ ー ジhttp:〃www
.jipdec.or.jp/security/

privacy/certifylist.htm1を ご覧下 さい。

4

プライバシーマーク付与認定事業者数の推移
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平 成12年 よ り交渉 を重 ね て きた米 国BBB

OnLineと の相互承 認 プログラムに関 して,平

成13年6月1日 正 式 に契約 が締結 され ま した。

相 互 承 認 プ ロ グ ラ ム は,JIPDEC及 び

BBBOnLineの どち らか 一方 に よ って認証 さ

れ た事 業 者 を,他 方 にお い て も認 証 した も

の と見 な し,当 該 事 業 者 は相 互 承 認 用 の マ

ー クの利 用 が可 能 とな る もの です
。 相 互承

認 マー クは,JIPDECプ ライバ シーマ ー ク及

びBBBOnLineフ 。ライバ シー ・シー ル のデ ザ

イ ン を組 み合 わせ てい ます(下 図参照)。

相 互BBBOLマ ー ク

卜当
}認 定した機関{
}国 内の問合せ先{

JIPDECが マ ー ク を交

付 した事業者 に よる北

米向け ウェブサ イ ト用

相 互JIPDECマ ー ク

BBBOnlineが マー クを

交付 した事業者 に よる

日本 向けウェブサ イ ト

この相互承認プログラムは,既 存 のプラ

イバ シーマーク認定事業者からの申請に基

づ い て,一 定 の料 金 を徴 収 して使 用 許 可 す

る こ とにな ります。

事業者の規模 料金(税 別)

小規模事業者 5,000円

中規模事業者 25,000円

大規模事業者 50,000円

注 事業者の規模は,中 小企業基本法 によ

り区分 した小規模事業者,中 小企業 と

し,大 規模事業者 は中規模 事業者 を越

える事業者 とする。

3.JPCERT/CC(コ ン ピ ュ ー タ 緊 急

対 応 セ ン タ ー)の 運 営

JPCERT/CCで は国 内 のサ イ トに関す る コ

ン ピュー タセキ ュ リテ ィイ ンシデ ン トの報 告

を受 け,そ の情 報 か ら技 術 的 な対応 策 を検

討 し,関 連 す るサ イ トへ の連 絡 あ るい は情

報交換を行なっています。平成13年1月 か ら

3月 の最終 四半期 には766件 の報告 を受領 し

ました。これ により平成12年 度の総報告件

数は2,662件 となり,1年 間で開設以来平成11

年度 までの累計報告件数 に匹敵す る報告を

受けたことになります(対前年度では約3倍)。
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報 告の概要 は類型化 し,四 半期 毎の 「活動

概要」 として とりま とめてい ます。報告等 を

分析 して際立 った事象 については,広 く注意

喚起 を示す 「緊急情報」 を作成 してお り,平

成13年2月 ～5月 に か け て7件 発 行 し ま した

(「MicrosoftIISバ ー ジ ョン5.0の セキ ュ リテ ィ

上 の問題」な ど)。既存 の 「技術 メモ」も併せ て

JPCERT/CCの ホー ムペ ー ジ に掲 載 してい ま

す ので,是 非 ご覧下 さい。 また,メ ー リング

リス トで は上 記 公 開情 報 の他,6月 末 よ り

「JPCERT/CCレ ポ ー ト」と して,CERT/CCや

CIACな どセ キュ リテ ィ関係 諸機 関 の情報 を

毎週発信 す る ことにな りま した

(http:〃www.jpcert.or.jp/announce.html)。

啓 発 活 動 と して は,平 成12年 度 も公 共 性

の 高 い各 種 セ ミナ ー に講 師 を派 遣 して きま

した。 今 後 もコ ン ピュー タセ キ ュ リテ ィイ

ン シデ ン トの予 防 とい う趣 旨 に沿 って活 動

す る予 定 です 。

JPCERT/CCの 活 動状 況 や,コ ン ピュー タ

セ キ ュ リテ ィイ ンシ デ ン トに 関す る最 新 の

技 術 情 報 に 関 し て は,ホ ー ム ペ ー ジ

(http://www.jpcert.or.jp/)を 活 用 して 発 信 し

て い き ます の で ご利 用 くだ さ い 。

調査部

1.高 度 情 報 ネ ッ トワ ー ク社 会 に 関 す

る調 査 研 究

本事 業 は,ユ ー ザ ー ニ ーズ に応 え た情 報

通信 サ ー ビス の在 り方 につ い て検 討 す る こ

とを目的 に してい ます。

前 年 度 は,モ バ イ ルサ ー ビス の今 後 の 方

向性 につ い て専 門家 か らの ヒア リ ング を行

い,2001年 サ ー ビス 開始 予 定 の次 世 代 携 帯

電話 の動 向 を睨 みつ つ,ブ ロー ドバ ン ド時

代 にお け るW-CDMAの 位 置付 けや,ブ ラ ウ

ザ フ ォ ンの 進化 とい う観 点 か らみ たモ バ イ

ルサ ー ビスの可 能性,イ ン トラ ネ ッ トや テ

レワー クシス テ ムへ の応 用,マ ー ケ テ ィ ン

グへ の ア プ リケ ー シ ョン,デ ジ タル放 送 と

の係 わ り方 な ど につ い て検 討 し,そ の 結 果
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を「移 動 体通 信 に よる新 ネ ッ トワー クサ ー ビ

ス」と して と りま とめ ま した。 また,日 本 の

情報 通信 の現状 把握 に資す る ため,恒 常 的 に

整備 を進め てい る資料 ・文献 等 を基 に,海 外

諸 国の情 報通信 関係 の政策 ・制度等 を と りま

とめ た「世 界 の情 報 通信 の現 状」をとりまとめ

ました。

今年度 は,前 年度 か ら継続 し,ユ ーザ ーニ

ーズ の方 向 を見極 め なが ら
,モ バ イルサ ー ビ

ス をメ インに した新 しい ネ ッ トワー クサ ー ビ

スの在 り方 につい て検討 す る予 定 です 。

2.情 報 化 白書2001年 版 の 発 行

「情報 化 白書2001年 版 」が ま とま り,6月12

日プ レス発 表,20日 発行 に到 りま した。

21世 紀 の ス ター トを期 に,2001年 版 よ り,

内容構 成,装 丁等 を リニュー アル し,よ りコ

ンパ ク トな形で各分 野 のIT化 の実態 を紹 介す

る もの といた しま した。ユ ーザ ー動 向 を重視

して グローバル な視 点か ら国内動 向 を分析 す

るな ど,簡 略で わか りやす い内容 に努 め てい

ます。具体 的 には,各 論 の4編 構 成(情 報化 編,

情報産業編,環 境基盤編,国 際編)を 廃止 し,

10部 の部立 て に集約 したほか,昨 今 のIT化 の

潮流 を反 映 して,「マ クロ経 済 と情 報化」や 「IT

社会 の働 き方」を新 設,モ バ イルEC,消 費者

保護,電 子認 証,電 子 自治体,都 市 ・環境 ・

防災 な どの新 しい動 きも盛 り込み ま した。

2001年 版 白書 の副題 で もある総論 テーマ は

「rr社会の実現 に向けて」です。21世 紀 のn社 会

は利用者 主導 で進展 す る との観点 か ら,ITと

その イ ンパ ク トの革新性 を,こ れ までの歴 史

的 ブ レー クス ルー技術 と社 会変 革の流 れ を踏

まえて傭 撤的 に整 理 し,こ れか らのIT社 会 で

求 め られ る人 と社会のあ り方 に言及 しま した。

総べ ージ数 も削 減 して全512ペ ー ジ,価 格

も若干 値 下 げ を して4,500円(税 別)に いた し

ま した。一般 書店,政 府刊 行物 セ ンター等で

お求 めい ただ け ます。

(なお,詳 細 についてはJIPDECレ ポー トにて紹

介 してお りますので,合 わせ てご覧 くだ さい。)

3.主 要 国 に お け る 情 報 政 策 に 関 す る

調 査 研 究

米 国 に関 して次 の調 査 を行 い ま した。2001

年1月,米 国連邦 政府 の電 子 商取 引作 業 部会

は,第3回 年次 レポ ー トを発 表 しま した。 電

子 商取 引作 業部会 は,1995年12月 に初 会合 を

開催 し,1998年11月 に第1回 年 次 レポ ー ト,

1999年12月 に第2回 年 次 レポ ー トを発 表 し,

本 レポー トが最 終版 とな ります。今 まで の ク

リ ン トンーゴア政権(1993年1月 ～2001年1月)

の電子商取 引政 策 に関す る一連 の実績 を述べ

てい ます。

本 レポー トの結 論 と して,次 の3項 目を今

後 の課 題 と して い ます。

① すべ ての 国民 が イ ンターネ ッ トにアク

セス で き,情 報 革命 に参加 す るため に

必 要 な コ ン ピュ ー タ とイ ン ター ネ ッ

ト ・ア クセ ス を取得 す るこ とを手助 け

す る。

② 遠距 離 学習 や遠 隔 医療 とい った アプリ

ケ ーシ ョン を通 して市民 の生 活 を豊 か

にす る ように情報技術 の利用 に取組む。

③ 政府機 関の ア クセス可 能性,責 任,効

率,応 答性 を高め るため に情報技術 を

活用す る。

4.日 独情 報 技術 フ ォー ラム

日独情報技術フォーラムは,高 い技術 レベ

ル と経済力 を有するドイツ連邦共和国とわが

国が,情 報技術分野 における両国の相互理解
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と交流 を一層 深め,活 発 な産業,技 術協 力 の

展 開 を通 じて世 界 の情 報化 に寄 与 してい くこ

と を 目的 に1983年8月,通 商 産 業 省(現 経

済 産業 省(METI))の 宇 野宗 佑大 臣(当 時)と

ドイ ツ連 邦共 和 国研 究技術 省(現 連 邦教 育

研 究省)のDr.HeinzRiesenhuber(ハ イ ンツ ・

リーゼ ンフーバ ー)大 臣(当 時)と の間で,そ

の設置 が合 意 され た もので あ る。 当フ ォー ラ

ム は,両 国の情報 技術分野 にお ける第一線 の

学者,研 究者が一 堂 に介 し,最 新 の情 報技術

研究 の成果 について情報交流 を行 うと同時 に,

人的交流 を深めるこ とをね らい としています。

現 在 は,2002年 の6月 に ドイ ツで 開催予 定

の第14回 目独 情報 技術 フ ォー ラム に向 け て,

日独 情 報 技 術 フ ォー ラム推 進 委 員 会(議 長

菅野 卓 雄 東 洋大学 理事 長)に お い て,ド

イツ側 と意見 を調整 しつつ,メ インテーマ案

等 を検 討 中です。

また,日 本側 で は,こ れ までの 日独情報技

術 フ ォー ラム にお け る活動成果 につ いて各 委

員 の意見 を まとめ る予 定です。

5.情 報 化 に 関 す る 海 外 向 け 広 報 活 動

(JIQ)

わが 国の情報 通信産業 及 び情報化 一般 の最

新 の動 きを海外 に紹介す るため,英 文季刊誌

JIPDECInformatizationQuarterly(JIQ)を 発行

してい ます。

最 近 過去1年 で は,No.122で,こ れ まで の

電子 商取引推 進事 業の成果,No.123で は,当

協会 が2000年2月 に実施 し報道 発表 で大 きな

反響 を呼 んだ 『個 人 ユ ーザ ーの ネ ッ トワー ク

利 用 に 関 す る 調 査 』の 調 査 結 果 の 概 要,

No.124で は,1999年 度 の 日本 の情報通信 産業

につ いて,情 報サ ー ビス産業,電 子機器 製造

業,電 気 通信 事 業,放 送事 業 の各市 場規 模,

No.125で は,IT利 用推 進 に向 けて進 め られ

てい る法 制度 の整備 につ いて紹介 しま した。

次号No.126で は,当 協 会 が 毎 年実 施 して

い る「コ ンピュ ー タ利 用状 況調 査 」の結 果概

要 を紹 介 し ます 。No.127以 降 で は,情 報化

人材 育成 やPKI(PublicKeylnfrastructure:公

開鍵 基盤)等 で の 国際連携,モ バ イルサ ー ビ

ス を中心 と した 日本 の情 報 通 信 の 現状 な ど

を予 定 してお り,今 後 と も海 外 か らの 関心

が高 い と思 わ れ るテ ーマ を取 り上 げ て い く

予 定です 。

技術企画部

1.次 世 代 情 報 通 信 環 境 に お け る ヒュ

ーマンイ ンタフ ェー ス技術 に関す

る調査研究

有線 ・無線の多様な高速アクセス網とデジ

タル化した放送が普及し,パソコンや携帯電話,

携帯端末のみならず情報家電その他多様な機

器からインターネットにアクセスできる次世代

情報通信環境が実現 しようとしています。

このような環境下では,電 子商取引(EC)

特 にBtoCの 世界は大 きく変貌す ることが予

想され,ECを 利用する消費者が大 きく広が

る と同時に,イ ンターネッ トに接 続す る機

器 を使える人と使えない人の間には,社 会

的経済的なデジ タルデバ イ ド(情報格差)が

発生す る可 能性があ ります。消費者の間に

デジタルデバイ ドを発生させないためには,

消費者 との ヒューマンインタフェースをより

使いやすくすることが特に重要となります。

本調査研究では,現 行BtoCに お けるヒュ

ーマ ンイ ンタフェースの問題点やニーズを

ふまえた上で,次 世代情報通信環境 におけ

る新 しいBtoCの ための より使 いやすい ヒュ
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一マンインタフェースを実現する技術の検討

を行い,共 通 な要素技術や特 に重要 な技術を

抽 出し,技 術的視点か ら次世代 ヒューマ ンイ

ンタフェースの開発課題をまとめます。

2.産 学 官 研 究 開 発 コ ミ ュニ テ ィ に関

す る構築 ・運用

電子情報通信技術に関する自由な情報収

集 ・提 供お よび意 見交換 な どを行 う研 究開発

情報提供基盤 として,WWWサ ーバ による産学

官研究 開発 コ ミュニテ ィ(http:〃www.gipjipdec.

.or.jp/)の構 築 ・運 用 を引 き続 き行 っ て い ま

す。本 年1月 か ら6月 まで の アクセス数 と掲 載

情報件 数 は下 図 の とお りで,多 くの方 々 にご

覧 いた だいてお ります。

産学官研究開発コミュニティ アクセス数と掲載情報件数
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300.OOO
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この5月 よ り,よ り見 やす く,よ り情 報 を

得 や す いペ ー ジ を 目指 して,ペ ー ジデ ザ イ

ン とペ ー ジ構 成 を一 新 致 しま した。 主 な 変

更点 は以下 の とお りです。

・トップペ ージは
,LatestNewsと して本 日

の追加分 の新着 ニ ュー ス と前 日まで のニ

ュース を分割 して掲 載 してお ります。前

日までのニ ュース につ きま して は,掲 載

よ り1ヶ 月以上経過 した もの よ り順次過

去 のニュースのほ うに整理 してお ります。

・LatestNewsを6つ の カテ ゴ リに分 類 し
,

メ ニ ュー か ら直接 カテ ゴ リ別 ペ ー ジへ
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と行 け る よ うに な りま した。 また,新

た な カ テ ゴ リ と して セ キ ュ リテ ィ関連

情 報のペ ー ジ を設 け ま した。

・LatestNews
,イ ベ ン ト,公 募 情 報(全 て

2001年3月 以降のニュース)で は,情 報 掲

載 日,開 催 日,募 集締 切 日をキー にした

検索 がで きる よ うにな りま した。 キー ワ

ー ドによる見 出 しの全文検 索 も可能です
。

・全 国各 地 の産 学 官 の 共 同研 究
,異 業種

交 流,人 材 育 成,ベ ンチ ャー企 業 の 起

業 促 進 等 を支援 す る情 報 提 供 と情 報 交

流 を中心 と した独 自性 と即 時 性 に溢 れ

た ホ ー ムペ ー ジ と して 産学 官 連 携 ペ ー



L.

ジを開始 致 しま した。

当 コミュニテ ィは基本的 に毎 日更新 してお り

ます。是非 とも一度 ご覧いただ きまして,皆 様

の率直なる御意見や御要望 をお寄せ下 さい。

3.ア ドバ ン ス ト並 列 化 コ ン パ イ ラ

(APC)技 術の研 究開発

本プロジェク トは,経 済産業省 ミレニアムプ

ロジェク トである官民共同研究開発プロジェク

トの1つ で,新 規産業創出型産業科学技術研究

開発制度(産 技制度)に基づ き,NEDOか ら当協

会が管理法人として研究開発委託を受けて実施

しています。研究開発は,研 究開発責任者であ

る笠原博徳早稲田大学理工学部教授のもとに,

管理法人の役割を果たす当協会のほか,当 協会

に出向(兼 務)す る㈱ 日立製作所,富 士通㈱の

研究員21名,共 同研究 として早稲田大学,産 業

技術総合研究所,再 委託に電気通信大学,東 京

工業大学,東 邦大学で構成する「ア ドバ ンス ト

並列化コンパイラ技術研究体」を設けて実施 し

ています。

(1)本プロジェク トの目標

本プロジェク トは,平 成12年度から平成14年

度 までの3年間でア ドバンス ト並列化 コンパイ

ラを開発し,プ ロジェクト開始時点の市販のコ

ンパイラを使用した際と比較し,マ ルチプロセ

ッサシステム上での処理性能を倍増(実 行時間

を1/2)させることを目標 としています。 また,

あわせて並列化コンパイラの客観的な性能評価

技術を確立します。

①アドバンスト並列化コンパイラ技術の開発

プログラムから自動的に並列性を抽出す

るための「自動マルチグレイン並列化技術」

を構成するモジュール(複 数の粒度のタス

クから並列性 を抽出する「マルチグレイン

並列性抽出技術」,並 列性抽出の基礎情報

であるデータ依存関係を解析する「データ

依存解析技術」,デ ータの配置により高速

化を行 う「自動データ分散技術⊥先取 り実

行により高速化を行う「投機的実行技術」,

デー タ転 送 とタスク処理 を同時 に行 う

「スケジューリング技術」)を開発すると共

に,こ れらのモジュールを結合するため

のインタフェースである「並列性技術言語

拡張版の作成」を行います。

さらに,与 えられたプログラムに対 し

て最適な並列化手法を見つけるための「並

列化チューニング技術」を構成するモジュ

ール(並 列化 を阻害する要 因を抜 き出す

「プログラム視覚化技術」,実行時に得 られ

る情報をコンパイラに反映させる「動的情

報活用技術」,各 種最適化の組み合わせ を

チューニングする「組み合わせ並列化技

術」)の開発 を行います。

②並列化コンパイラの性能評価技術の開発

①で開発する個々の技術を評価するた

め「個別機能評価手法」の開発を行います。

また,最 終的な並列化 コンパイラを評価

するための「総合性能評価手法」について,

客観的な評価 を行 うことので きるベンチ

マークプログラムを選定します。

(2)平成12年 度の成果

初年度である平成12年度の目標は,上 記個々

の要素技術の開発へ向けての検討,試 作及び部

分的な評価であ り,当 初の予定通 り研究が進み

ました。また,一 部の技術については,当 初の

想定以上の成果を上げることができました。

①アドバンス ト並列化コンパイラ技術の開発

一部の機能について試作を始め
,少 数

ではあるが複数のアプリケーションプロ

グラムに対して適用し始めています。適
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お

用 したプログラムの一部 に対 して,IBM社

製 の8プ ロセ ッサ システム上で従 来の2倍 を

超 える性能 を達成 し,SGI社 製 の32プ ロセ

ッサ シス テムにおいて は,従 来の1.5倍 の

性能 を達成で きる見通 しを得ています。

② 並列化 コンパ イラの性能評価技術 の開発

並列化 コ ンパ イラ及 び性能評価 用 のベ

ンチマ ー クプロ グラム群 について調査 す

る と共 に,プ ロ ジェ ク トの 目標値 と して

設定 している「従来の2倍 の性 能」とい う定

義 を明確化 しま した。 即 ち,研 究 開始 時

点 で の最先 端商用 ハ ー ドウェ ア とコ ンパ

イラを用 い,そ のハ ー ドウ ェアに対 して

本 プロ ジェク トで使用 可能 な プロセ ッサ

数内 での最 小実行 時 間 を,本 研 究 開発 に

よ り半減 す る とい う定 義 と しま した。論

文等の成果 として,国 内学会へ22件,国 外

学会へ2件 の発表 を行い ました。

なお,本 プロジェク トに関す る詳細 内容 は,

ホームページ(h坤:/tWvw.apc.waseda.ac.jp)を ご参

照下 さい。

(3)平成13年 度の計画概要

ア ドバ ンス ト並列化 コンパ イラ技術 の開発で

は,平 成12年 度 に実施 した要素技術検討 を元 に,

個 々のモジュールの開発 を進 めます。その際一

定の機種 に依存 しない ことを目指 し,複 数のマ

ルチプロセ ッサ システム上で各要素技術 による

高速化 を目指 します。

並 列化 コンパ イラ性 能評価技術 の開発 では,

並 列化 コ ンパ イ ラの「個別機 能評価手 法」及 び

「総合評価手法」について,平 成12年 度 に実施 し

たベ ンチマークプログラムの調査 をもとに,ベ

ンチマークの選定 を実施 します。

4.電 子入札システムの開発及び実証

実験

電子政府情報システム開発推進室では,政 府

が目標 とする世界最高水準の電子政府実現の一

環として政府電子調達システムである標準的な

「汎用電子入札システム」の開発及び実証実験を

平成12年度事業 として実施致しました。

本事業では現行の入札 ・開札業務に対し,最新

のインターネット技術とセキュリティ技術の採用

により安全で信愚性を確保したデータ伝送を実現

し,利 用者が利用 し易 く入札作業の負荷軽減が図

れる先進的な電子入札システムを構築し,そ の有

効 生についての実証実験を行いました。

今年度は,4月 に総務省殿,経 済産業省殿に

対 して成果報告デモを実施すると共に,6月 に

は経済産業省各担当者によるインターネットと

省内LANを 利用 した実利用評価 を実施 し,機 能

的にも操作性 ・応答時間の面からも実利用に向

けた有効性が確認されました。

今後,こ れらの実利用評価の結果,及 び昨年

度実施 した実証実験の分析結果を反映させて,

本システムの省庁全体への展開に協力していき

たいと考えております。

・中央情報教育研究所

中央情報教育研究所(CAIT)で は,高 度情報

化人材の育成のために次の研修事業,ア ジア地

域のrr人材育成事業,調 査研究事業および普及

啓蒙事業を実施しています。

1.平 成13年 度上期研 修事業

(1)情報化人材育成研修

本研修は,産 業構造審議会の提言(平 成11年6

月の中間報告)に 基づ く,新 たな人材像に沿っ

たモデル的な研修を実施しています。

本年度の上期(4月 ～9月)に 開催する研修は,

表1の とお りです。

今後の研修 日程や内容の詳細については,
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表1情 報化人材育成研修上期日程

コ ー ス 名
期 間 日 数

1.プ ロ ジェ ク トマ ネー ジ ャ関連

・プロ ジェ ク ト管理総 論
9.17～9」9 3日 間

・情報 システムの調達管理
9.25～9.26 2日 間

・プロジ ェク トの見積 と資源 ・費用 管理
9.27～9.28 2日 間

・プ ロジェ ク トの リス ク管理
7.26～727 2日 間

、

・不 ッ トワー クシステ ム開発 にお けるプ ロジ ェク ト管理
7.16～7.17 2日 間

システム営業SEの 基本 と実際
7.12～7.13 2日 間

2.ア プ リケー シ ョンエ ンジニ ア関連

・構 造 化 アプ ローチに よる シス テム設計
8.6～8.8 3日 間

・デ ー タ中心 ア プローチ に よる システム設 計
7.30～8.1 3日 間

・オブジェク ト指向によるシステム設計
8.27～8.29 3日 間

3.テ ク ニカ ルエ ンジニア関連

・ネ ッ トワー ク通信 技術
6、13～6.15 3日 間

・LANの 要 求定義 ・設計 ・構築 ・評価
7.3～7.5 3日 間

・デー タベ ースの基礎 理論
8.23～8.24 3日 間

・デ ー タベ ース システム の設 計 と運 用
9.3～9.5 3日 間

4.シ ス テ ム監査 関連

・システム監査総論
7.6～7.17 7日 間

・システム監査実践
9.6～9.18 7日 間

・総合的情報セキュ リティ点検 とシステム監査
6.13 1日 間

・個人情報保護 とシステム監査
6.20 1日 間

5。 コ ミュニケー シ ョン能力 関連

・顧客 ニ ーズ把 握 イ ンタ ビュー技 法
6.25～6.26 2日 間

・問題発見 ・解決技法
7.9～7.11 3日 間

・ネゴシエ ーシ ョン能力
7.30～7.31 2日 間

・提案型 ヒアリング実践
7.9～7.10 2日 間

・提案力養成
7.31～8.2 3日 間

6.教 育 エ ンジニ ア関連

・企業内教育の効果的な仕組 と進め方
7.2～7.4 3日 間

・実践OJTリ ー ダ養成
6.4～6.5 2日 間

・情報化人材の育成 と管理セ ミナー
6.18 1日 間

4

教 務 第二 課(TEL:03-5531-0176)ま でお 問 い

合 わ せ い た だ くか,CAITホ ー ム ペ ー ジ

(http:〃www.cait.jipdec.or.jp/)をご覧 くだ さい。

(2)情 報処 理技術 インス トラクタ等研修

本 研 修 は,情 報 処 理教 育 に携 わ るイ ンス

トラ ク タ等(情 報処 理教 育 推 進指 導者)の さ

らな る資 質 の 向上 に向 け て,毎 年継 続 して

実施 しています。研修 コースは,情 報処理

技術 インス トラクタ研修 と企業内研修 リー

ダ養成研修の2種 類があ ります。前者は,情

報処理専 門学校等 の教員や企業等における

情報処理教育担当者等の方々を対象に,指

導上 のポイ ン トや知識 ・技術 の修得を,後

者は,地 方 における情報処理教育担 当者等
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の方 々を対 象 に,知 識 ・技術 等 の修 得 を,主 本 年 度 上期(6月 ～9月)に 開催 予 定 の研

た る 目的 に してい ます。 修 は,表2の とお りです 。

①情 報処 理技術 イ ンス トラク タ研 修

表2情 報処理技術インストラクタ研修の上期日程

コ ー ス 名 期 間 日 数

1.教 育 エ ンジニ ア コー ス

・教育 エ ンジニ ア～ イ ンス トラ クシ ョン業 務 ～ 8.6～8.10 5日 間

2.指 導 法 コース

・基本情報技術者育成のための指導ポイン ト 8.2 1日 間

・ソフ トウェア開発技術者育成のための指導ポイント 8.3 1日 間

・実践 的Javaプ ロ グラ ミングの指導 法
7.16～7.17 2日 間

・C言語プログラ ミング入門とその指導法 7.30～8.3 5日 間

3,JIT教 育 シ ス テ ム コ ー ス ・ス ク ー リ ン グ

・e－ラー ニ ングで学ぶパ ソコ ン教育 法 9.28 1日 間

～情報 リテラシー教育指導者教材学習者向けスクーリング～

・e－ラー ニ ングで学ぶ パ ソ コン環境 整備 ・運 用法 9.28 1日 間

～情報 リテラシー教育支援者教材学習者向けスクーリング～

4.シ ス テ ムア ドミニ ス トレー タコース

・Accessを 使 っ たデー タベ ースの基礎
7.4～7.5 2日 間

～基本概念か らデータベース構築まで～

・PowerPointを 使 った ビジュ アル プ レゼ ンテー シ ョン技法 9.25～9.27 3日 間

5.イ ン タ ー ネ ッ ト ・Web構 築 コ ー ス

・Webマ ス ター入 門 ～HTML入 門 編 ～ 8.9～8.10 2日 間

・XML入 門 8.22～8.23

9.10～9.11
2日 間

・XML応 用(XSLT)
§:子8=§:12 2日 間

・CGI入 門
;:子1=;:子8 2日 間

・Linuxに よ るイ ンターネ ッ トサ ーバ構 築 7,17～7.18 2日 間

～初 めて学 ぶLinuxに よ るSOHO向 け サー バ構 築 ～ 8.24～8.25 2日 間

・ASPに よ るWebア プ リケ ー シ ョン開発入 門
9.6～9.7 2日 間

・WWW環 境でのデータベースサーバの構築 8.28～8.29 2日 間

～PostgreSQL!PHP/Apacheの 活 用 ～

6.プ ロ グ ラ ミング コース

・VisualC++の 実 践演 習(基 礎) 7.23～7.24 2日 間

・VisualC++の 実 践演 習(応 用) 7.30～7.31 2日 間

・実践 的Javaプ ロ グ ラ ミング入 門
8.1～8.3 3日 間

・実践 的Javaプ ロ グ ラ ミング応用 9.6～9.8 3日 間

・JavaWebア プ リ ケ ー シ ョ ン 9.13～9.15 3日 間

(デ ー タベ ース,サ ー ブ レッ ト)

・ExcelVBAア プ リケー シ ョン作 成の ための基礎 7.12～7.13 2日 間

7.技 術者向け学習ポイン ト

・初 級 シス テム ア ドミニス トレー タ 8.6～8.7 2日 間

・基本情報技術者 5.30～5、31

8.8～8.9
2日 間

・ソフ トウェア開発技術者 8.10～8.11 2日 間
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研 修 内容 や研 修 時 間等 の詳細 につ いて は,

教 務 第 一 課(TEL:03-5531-0175)ま でお 問 い

合 わ せ い た だ くか,CAITホ ー ム ペ ー ジ

(http:〃www.cait.jipdec.or.jp/)を ご覧 くだ さい。

②企 業 内研 修 リー ダ養成研修

本研修 は,す べ て地域 ソフ トウェアセ

ンター に委託 して実施 してい ます。

本年度 の研 修 内容 は,以 下 に示す とお

りです。

・シス テム開発技法 関連 コース

・ネットワークの構築 ・管理技術 関連 コース

・デ ー タベ ース技術 関連 コース

・プ レゼ ンテー シ ョン技 法 関連 コース

・情 報処理利 活用技術 関連 コース

・その他 関連 コース

2.ア ジ ア地域 のIT人 材 育成 事 業

(1)各 国の情報処理技術者試験相互認証

情報技術(IT)革 命の急激な進展に対 して高

度な技術 を有 した情報化人材が世界的に不足

してお り,ITを 利用 した経営革新 を国際的に

展開 していくためにも,情 報化人材の育成 ・

確保が国内外の企業にとって重要な課題とな

っています。この課題を解決するには,IT人

材 に係るスキル標準の国際的な共通化を図り,

IT人材 の知識 ・技能に関する客観的な評価指

標 とすることで,国 籍 を問わない有能なIT人

材 を採用するためのコス トを削減 し,IT人 材

市場の流動化 を促進することによって,産 業

界が より有能なIT人材 の活用がで きるように

するための基盤を整備する必要があります。

本事業では,ア ジア地域を対象 として,IT

人材 に係 るスキル標準を開発 し国際的な共通

化を図 ります。また,各IT技 術者に合致する

'能力 を有するか否かの適合性 を評価するため

の試験制 度 につい て各 国 と相 互認証 を行 う予

定 ですが,こ の うち,試 験 制 度の相 互認証 に

関 して は,試 験制 度 を持 ってい ない国 に対 し

ては我が 国の試験 ノウハ ウの移転 を図 る と共

に,当 該技 術者 能力 を身 につ け させ るため の

育成教 育 に必要 な研 修 カ リキュ ラム,英 文教

材等 を作 成 し提供 します 。

ア ジア各 国へ の訪 問状況 お よび来 日状 況 は

以下 の とお りです 。

ロ ミャンマ ー訪 問

・平成13年4月4日 ～8日

今 後 の ミャ ンマー人材 育成支援 につい

ての打 ち合 わせ

・平 成13年7月21日 ～23日

トラ イアル試験(7月22日)の 実施

口 韓 国視 察 団訪 日

・平 成13年4月15日 ～16日

情報処理技 術者 試験 の視 察 お よびス キ

ル標準 の情 報収 集

ロ ベ トナム訪問

・平 成13年5月7日 ～12日

今 後のベ トナム人材育 成支援 につ いて

の打 ち合 わせ

・平成13年7月5日 ～8日

トライアル試験(7月6日)の 実 施

ロ マ レーシア訪 問

・平成13年5月8日 ～11日

9月 実施 予 定 の トライ アル試 験 につ い

ての打 ち合 わせ

ロ フ ィリピン訪問

・平成13年6月3日 ～5日

9月 実施 予 定 の トライ アル試験 につ い

ての打 ち合 わせ

ロ タイ訪問

・平成13年6月25日 ～27日

一69一



今後の タイ人材育成支援についての

打ち合わせ

3.調 査研 究事 業

(1)情 報処理教育実態調査

わが国にお けるIT人 材育成環境 の現状 を

把握 し,IT人 材 に求め られ るスキルのあ り

方 に関わる情報を収集 ・分析 し,わ が国の

情報化 人材育成施策の検討に資するために

実施する予定です。

(2)国 際化 に対応 した情報処理技術者の育成

に関する調査研究

海外のIT人 材育成の仕組 みやIT人 材 の能

力認定制度等 の情報 を収集 ・分析 し,わ が

国の国際化 に対応す る情報化 人材育成施策

の検討に資するために実施する予定です。

(3)情 報化人材育成のための基盤整備

本事業では,国 内外 における情報化 人材

育成を実践するための基盤的な調査および

カリキュラム等を作成 し普及することによ

り,企 業 を中心 とした情報化人材 育成活動

を支援 しています。

(4)情 報化人材育成のための応用調査研究

情報化の進展に伴い,情 報 リテ ラシー教

育 か ら専門性が要求 される情報化人材の育

成に至る幅広 くかつ階層的な育成カリキュ

ラムに基づ く教育手法の確立や教育エンジ

ニアの育成等が必要となってきています。

本事業では,こ れまで実施 してきた「職場

での情報化推進担当を育成するコンテンツ」

(CD-ROM教 材の入手は,巻 末の案内を参照

して下 さい。)と「学習者管理 システム」か ら

成る「JIT教育 システム」の運用支援 と昨年度

開発 した「IT素材 デー タベース」の拡充 を実

施する予定です。 また,イ ンス トラクシ ョ

ンデザイ ンを中心にITイ ンス トラクター等

の教 育 エ ンジ ニ アの 育成 を図 るた め,国 内

外 の 実態 調 査 お よ び イ ンス トラ ク タ認 定 制

度等 の調査 を実施 す る予定 です 。

(5)先 進 的WBTシ ステ ムの調査分析 と協調 学

習機 能等 に関 す る調査研 究

利便 性 の高いWBT(WebBasedTraining)シ

ス テ ム につ い て,IT知 識 の 習 得 を更 に効 率

的 に実現 す るた め に,現 状 の シス テ ム/サ ー

ビス を調 査 分析 して課 題 事 項等 を把 握 す る

とと もに,新 しい利 用 形 態 と して期 待 され

るモバ イル系 学 習 サ ー ビス につ いて,そ の

開発 環 境 ・利 用 環 境 と して 要 求 され る機 能

等 を調 査 分析 す る予 定 で す 。 また,今 後 の

WBTシ ス テ ム に期 待 され てい る協調 学 習機

能等 につ いての現状調査 を行 い ます 。

4.普 及啓 蒙 事 業

(1)情 報処理教育機関等に対 する普及啓蒙

産業界のニーズに即 した情報処理技術者

教育の推進と,地 域 における情報処理技術

者 の育成を活性化 し地域のITの 推進 に資 す

るため,情 報化人材育成学科認定校 を対象

にした 「研究交流会」を開催する予定です。

(2)情 報処理技術者スキル標準対応のカリキ

ュラム ・テキス トの普及 ・頒布

口IT人 材育成 カリキュラム

8月 に出版 を予定 してお ります。

口2001年 版初級 システムア ドミニス トレー

タテキス ト

定価:3,465円(本 体価格3,300円+消 費税)

また,当 研究所が監修 した基本情報技術

者テキス トは,コ ンピュータ ・エージ社が

出版 ・販売しています。

口購入等の問い合わせ先

調査企画部普及振興課(TEL:03-5531-

0177)ま でお問い合 わせいただ くか,CAIT
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ホ ー ム ペ ー ジ(http:〃www.caitjlpdec .or.jp/)を

ご 覧 く だ さ い 。

一情報処理技術者試験センター'

1.情 報 処 理 技 術 者 試 験 の 実 施

経 済産業省 の指定試験 機 関 と して 当協 会が

実施 してい る情 報処理技 術者試験 は,情 報 化

の急 速 な進 展 を反 映 して,平 成12年 度 に は ,

応 募者784,912人,合 格者93,492人 に達 し,前

年度 に比べ,そ れぞ れ79,943人,711人 増加

し,過 去 最高 を記 録 しま した。

平成13年 度 は,こ れ までの試験制 度 を改定

し(改 定 内容 は昨年6月 に公 表),新 しい試験

制 度 の下で実施 され ます 。

本年4月13日 には新 しい試験制 度下で の第1

回 目の試験 を実施 い た しま した。新 しい制度

では,① 従 来 の「標準 カ リキュラム」に準拠 し

た 出題 を情報処 理技術 者試験 セ ンターが提 示

す る「出題範 囲」に準拠 した出題 とす る,② 一

部 試験 の午前 問題 の共通 化お よび出題数 の削

減(80問 →50問),③ 試験 区分 名 の一 部 変 更

(例:第 二種 情 報処 理技 術 者試 験→ 基 本情 報

技術 者 試験),④ プ ロ ダ クシ ョンエ ンジニ ア

試験 の廃止,⑤ 情報 セ キ ュ リテ ィア ドミニ ス

トレー タ試験 の新 設,⑥ 一 部試験 の実施 時期

の 変更(春 期 → 秋 期,秋 期→ 春 期),⑦ 年 齢

制限 の撤 廃 や新 しい一部 免除制 度の導入 な ど

が主 な変更点 となってい ます。

なお,試 験 の実 施 面 では,応 募者 の利 便性

向上 の観点か ら春期試験 よりインターネ ッ トに

よる受付 も開始 いた しました(春 期試験 における

インターネッ トによる応募者 は約76,000名)。

表 一1は 春期,秋 期 の実施 区分,表 一2は 平

成13年 春期試験 の応 募者 数,受 験 者数,合 格

者数,合 格率 です。

表 一1春 期,秋 期の実施区分

春 期 試 験 秋 期 試 験

①システム監査技術者試験 ① システムアナ リス ト試験

② テ クニ カルエ ンジニ ア(デ ー タベ ース)試 験 ② プロジェク トマ ネージャ試験

③ テクニカルエ ンジニア(シ ステム管理)試 験 ③ アプリケー ションエンジニア試験

④テクニカルエンジニア(エンデベッドシステム)試験 ④ テ クニ カル エ ンジニ ア(ネ ッ トワー ク)試 験

⑤ ソフ トウェア開発技術者試験 ⑤情報セキュリティア ドミニス トレー タ試験

⑥基本情報技術者試験 ⑥基本情報技術者試験

⑦初級 システムア ドミニス トレー タ試験 ⑦上級 システムア ドミニス トレータ試験

⑧初級 システムア ドミニス トレータ試験

表 一一2平 成13年 春期試験の応募者,合 格者数等

試 験 区 分 応募者数 受験者数 合格者数 合格率

① システム監査技術者試験 6,729 3,282 236 7.2

② テクニカルエンジニア(デ ータベース)試 験 22,369 11,814 902 7.6

③ テクニカルエンジニア(シ ステム管理)試 験 13,544 6,765 463 6.8

④ テクニカルエンジニア(エンデベッドシステム)試験 3,890 2,495 254 10.2

⑤ ソフトウェア開発技術者試験 84,525 51,225 8,067 15.7

⑥基本情報技術者試験 128,270 84,ll3 14,741 17.5

⑦初級 システムア ドミニス トレー タ試験 109,507 73,905 ゴ6,807 36.3
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2.情 報 処 理 技 術 者 試 験 の 改 革 に つ い

て の 検 討

平成11年 度,12年 度 にお いて,情 報処理技

術 者試験 ・評 議委員会 お よび試験 委員会 で検

討 した新 しい試験 制 度 を平 成12年6月 に公 表

し,平 成13年 度 よ り実 施す る こ とにな りま し

たが,試 験 のCBT化(ComputerBasedTesting)

等更 な る改善 に向 けて引 き続 き検討 を進 める

こ とに して お ります。

① 試験 のCBT化(ComputerBasedTesting)

・CBTを 導入 し
,出 題 方法 の合理化 や現在

年 に1～2回 に限 定 され て い る受 験 機 会

の拡 大 を図 る

・CBT化 を契機 に
,合 否以外 の相対 的 な能

力 評 価 な ど試 験 結 果 の公 表 内容 を充 実

し,さ らに具体 的な能力 評価 制度 となる

こ とを 目指 す

な ど,試 験 を よ り受験 しやす くす るた め,

試験 のCBT化 を図 り受験 機会 や受験 方法 に

関す る選択 肢 の拡大,よ り効 率的 な能力認

定 手法 の追求 を行 うこ ととす る。

② 試験 の 国際化

・アジア地域 にお ける試験 制度 の相互認証

の推進 な どを通 じた,IT人 材 雇用者側 に

魅 力 のあ る制 度作 り

・欧米の ス キル標準 も しくは試験 制度 との

相互 認証 な どを通 じた,IT人 材 に とって

の よ り魅 力あ る制度作 り

な どを進 め,受 験者,ひ いて は合格 者 を採

用 した りIT人 材 を育成 す る機 関 に とって も

い っそ う魅力 あ る能力 認定 制度 とな るこ と

を 目指す。

③ スキ ル標準 の更 なる体系 化 ・簡 素化

・現行 の試験 区分 ご とに策定 され たスキ ル

標準 の体系 を見直 し,IT人 材 に求 め られ

るスキル全般 をわか りやす く体系化 ・簡
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素化したスキルの指標体系への更なる改

定を行う

試験 との厳密な対応関係にこだわらず,む

しろ,産 業界等IT人 材雇用者やIT人 材育成

機関などがいろいろな形で活用できるよう

なスキル標準への改定を目指す。

④認定更新制度のあり方の検討

・IT技術者 として持つべ き知見の急速 な変

化に対応 し,最 新 の技術動向を踏 まえた

知見を有 していることを継続的に認定す

る仕組みの導入を,CBTの ような利便性

の高い試験実施手段の導入とあわせて検

討する。

⑤身体障害者への配慮方法の検討

・身体障害者に対する利便性の向上ばかり

でなく,身 体障害者が コンピュータを使

いこなせることを積極的に証明するため

の受験方法 もCBTの 導入 に合わせて検討

を行い,試 験制度をIT人材認証制度 とし

て更 に魅力あるものへと見直していく。

⑥教育 ・研修プログラムの認定に向けた検討

・スキル標準がIT人 材の育成 ・研修機関の

カ リキュラムを認定するベースとしても

活用できるよう改訂の内容等を十分に検

討する

3.情 報 処 理 技 術 者 試 験 に 関 す る 内外

の調査 と国際交流 の推進

当センターは,中 央情報教育研究所が実施

した「アジア諸国におけるIT人 材育成基盤整

備事業」に対 し,試 験 実施の ノウハ ウを生 か

し,国 際協力業務室を通 じてアジア諸国へ職

員を派遣 して現地での情報処理技術者試験の

実施等について支援 ・協力を行っています。

なお,こ れまでに職員 を派遣 した国は,タ

イ,シ ンガポール,マ レーシア,ミ ャンマー,



ベ トナ ム,フ ィ リ ピ ン ,中 国 な どで,タ イで

は3月 に試 験 を 実 施 し ま した し(2回 目 を10月

に予 定),ブ イ リ ピ ン,マ レー シ ア,ミ ャ ン

マ ー,ベ トナ ム で も近 々 実 施 す る予 定 で す 。

電 子商取引推進センター一

1.委 員 会(企 画 部 会)

t-t企 画部会

5月11日 に第1回 企画部会が開催 され,12年 度

成果報告 を行 うとともに13年 度事業 の計画につ

いて検討 を行 いま した。 また第2回 を6月15日 に

開催 し,13年 度のワーキンググループ参加状況

及 び今後の予定 について議論 しま した。

(1)e－ マーケ ッ トプ レイス委 員会

業 種 を限定 しないで,e－ マ 一一・・ケ ッ トプ レイ

スの国 内外 で の実態 と課題 を明 らか にす る こ

とが肝要 と考 え,① マ ーケ ッ トか らのメ カニ

ズ ム② 取 引形態 の複合 化③物流 ・決済方 法④

物作 りや顧 客満足 の視 点 か らの情 報技術 の高

度化⑤ 標準化 ・相互 運用性⑥達 成 させ るべ き

改革⑦ トラブル対応⑧ 規制緩和 とい った課 題

に関す る検 討が急務 と思 われ ます。 まず,最

新 の事例 を踏 まえe－マ ーケ ッ トプ レイス の実

態 と課題 を利 用者側 の視 点 で検討 してい きま

す。 また,テ ーマ をBtoBお よびBtoBtoCプ ロ

セ ス を中心 に創 出 し,ワ ーキ ンググループ化

へ の提 案 お よび実施計 画 を立案 します。

(2)プ ロ ダク トデー タ委 員会

当委員会 は製造業 を中心 とした電子商取 引

の推進 に当た り,プ ロダク トデー タ共有 の社

会認識 レベ ル を高 め,共 有 を実現 す るための

課題 か ら,検 討 すべ きテ ーマ を提 案 します。

以下 の ような検 討 を行い,デ ジタルプロ ダ

ク トデー タを産業界 で活用す るための課題 を

整 理 します。

①デジタルプロダク トデータの標準化 と利

用技術の実用化動向把握

②デジタルプロダクトデータ共有に関する

エンドユーザニーズとベンダ視点からの

実現性

③デジタルプロダクトデータの流通シナリオ

④標準化活動 との連携

2.ワ ー キ ン グ グル ープ(WG)

会員企業を中心 に,学 識者 ・有識者で構成

し,EC実 用化 のための具体的方策等 につい

て検討 します。本年度の活動計画は下記の通

りです。

(1)消 費者保護WG

① 我が国におけるADR(裁 判外紛争処理)

の在 り方 について

② オンラインマーク制度の推進および国際

連携の拡大について

(2)個 人情報保護WG

①ECOM個 人情報保護ガイ ドラインの改訂

について

②ECOM個 人情報保護ハ ン ドブック・小冊

子等の検討 ・作成

③企業の自主規制に向けた取 り組みの支援

④個人情報保護環境整備に向けた課題の検討

(3)決 済関連問題検討WG

①平成12年 度作成のチ ェックリス トの普及

啓蒙活動

②決済手段の収集と整理:リ スクの観点か

ら「前払」「即時」「後払」に分類

③決済手段の検討:視 点は取引形態 との整

合性 の観点から「コス ト」「信頼性」「携帯

性」などとする

④決済手段の評価

⑤提言

(4)認証 ・公証WG
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①電子署名利用者システムのセキュリティ

要件

②電子認証システムの利用形態

③電子署名文書長期保存

(5)セ キュリティWG

①TFに よる「ECサイ ト向けセキュリティ対

策ガイ ドライン」の評価

②情報セキュリティに関する最新情報の調

査研究

(6)ビ ジネスモデルWG

①小規模なプロ トタイプ調査による調査手

法の再検討 ・開発②少数の事例研究を通 じ

たECビ ジネスモデルの精度 と現実適合性

の向上を目指 し,よ り精度高い調査 ・記録

資料 としての価値向上を図ると共に,激 動

す るECの 分析手法開発 に貢献 し,事 業者

及び一般の利益向上 に努めます。

1)文 献研究による既存情報の調査 ・検討

2)事 業者実態調査 に基づ く事業環境分

析 の手法の再検討 とプロ トタイプ調

査の実施

3)少 数の事例研究(最 大4件 想定)に 基

づ くビジネスモデルの再検討

(7)モバイルECWG

①決済モデルの検討

②新サービスの検討

③欧,米,ア ジアの諸機関との連携

④ユーザーニーズ調査

⑤新技術調査

口TVコ マース

ロメデ ィア ミックスEC[平 成13年 度後期

以降予定]

(8)電 子政府WG

①ベ ンチマーキングの計画策定

②ベ ンチマーキングの仕組み策定

③事例収集

④比較分析

⑤報告書作成

⑥「世界最高水準の電子政府」の条件洗い出し

(9)XML/EDI普 及促進WG

ebXML標 準仕様に基づいた普及促進のた

めの調査研究と啓蒙活動を行います。主にユ

ーザから見た当該標準の具体的有効性の検

討,海 外 にて先進的にebXML標 準 を実装 し

ようとしているプロジェクトの調査,啓 蒙 ・

教育のための概説書の作成 ・研修会の実施 ・

ニュースレターの発行などを行います。また,

次の小委員会 をお き,ebXML標 準の実装の

普及 に関する調査 を行います。

・シンプルEDI小 委員会

・アジア地区普及小委員会

3.標 準 グル ー プ

3-1XML/EDl

(1)XML/EDI標 準化委 員会

XML/EDIの 世 界標 準 の 開発 お よび管 理 に

貢 献 します。 主 にebXML標 準 の技術 アー キ

テ クチ ャお よび標 準 の開発 ・保 守 の管 理体制

につ き検討 し,細 部 の技術 的課 題 につい ては

次 の小 委員 会 にて具体 的検 討 を行 い,当 委員

会 にて取 りま とめ る予定 です。

・モ デ リング手 法小委員 会

・ビジネス プ ロセス/コ ア コンポーネ ン ト

小 委員 会

・レジス トリ&リ ポジ トリ/交 換 協定小 委

員会

・メ ッセー ジ ング/セ キ ュ リテ ィ小 委員会

(2)XMUEDI普 及促 進WG

「(9)XML/EDI普 及促 進WG」 参 照

3-2STEP

新 規 テーマ と して,Web技 術 をベ ース と し

た企 業間 の設計情報 の共有 と共 同設計 の推進
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を検討中です。また,以 下の項 目を活動 目標

としてお ります。

(1)規 格開発関連

①基準創成研究開発事業:機 械系生産プロ

セスシステムの標準化

②軽水炉プラント用配管設備情報管理標準

化調査研究

③JNC活 動(SC4国 内対策委員会)

(2)STEP実 用化に関する普及 ・広報活動

4.普 及 広 報 グ ル ー プ

4-1普 及 広 報

前 年 度 同様,EC動 向等 を内外 に広 く情 報

発信す るための活動 を継続 します。 また,一

般 向 けホ ームペー ジ,会 員専 用 ホームペ ージ

の更 なる コ ンテ ンツの充実 を図 り,有 効 な情

報 発信 を行 ってい く予定 です。

① 安全 で信頼 で きるEC実 現 にむけての提

案(仮 称)

②WWWに よる タイム リー な情 報発信

③機 関誌 「ECOMJoumal」 発行 による定期

的 な情報 発信

④ 会報 誌 「ECOMNewsletter」 発行 に よる

月ベ ースの情報発信

⑤ECOMセ ミナーの定期 開催 に よる月ベ ー

スの情報発信

⑥ シ ンポジ ウムの 開催 ・展示会へ の参加 に

よる イベ ン トベ ースの情 報発信

⑦BtoCを 中心 と したEC体 験 講座 に よる全

国 の地域へ の情 報発信

⑧BtoBを 中心 としたWWWに よる企業 間電

子商取 引 の広場(e-Square)の 提供

⑨ 成果報 告会(ECOMFo㎜2002)

⑩ECの 各種 セ ミナ ーへ の講 師の派遣

⑪ECOMの 問い合 わせ 窓口rinfo@ecom。or.jp」

の対応

4-2フ ォ ー ラ ム

(1)ブ ロー ドバ ン ド時代 の ネ ッ トワー ク社 会

にお けるセ キュ リテ ィの課題

①"ブ ロー ドバ ン ド時代 の ネ ッ トワー ク社

会 とは どん な もの か?"に つ い ての各 界

の持 っている イ メー ジの交換

② そ れぞれ の イメー ジにお け るセ キ ュ リテ

ィ面 の課題 の集約

③ 課題の中か ら重要 テーマの抽 出 とその定義

④重 要 テーマ につい ての アプ ロー チ につ い

ての意見 の集約

(2)PKIに 関 す る連携 の推進

① 民 間のPKI(PublicKeyInfrastructure)に 係

わる関係機 関の オー プ ンな意見交換 を通

して,相 互接 続性 に優 れ た我 が 国 のPKI

基 盤(JPKI)の 構 築 を促 進 します。

②PKIの 国際展 開,諸 外 国 とのPKIの 相 互接

続性 促進 の ための,JPKIに 関す る技術 ・

ルールの集約 ・体系化 ・デフ ァク ト化。

③ ア ジアPKIフ ォー ラムの 国内受 け皿,電

子 政府 と民 間PKI及 び民 間PKI間 の 相 互

接続 の 円滑 な実現 のため のユ ーザ,ベ ン

ダ等 の ネ ッ トワーク化

(3)Web技 術 をベ ー ス と した企 業間 の設計 情

報 の共 有 と共 同設計 の推進

関係 産業 界(自 動車 業 界,電 機 精 密 業 界,

CADベ ンダー,IT関 連企業等)が 一堂 に会 し,

産業界 の幅広 いニ ーズの集約 と ともに3次 元

CADデ ー タ流 通 の ため の基 盤 整 備 に向 け た

検討 の場 と して 「e－エ ンジニ ア リ ング」フ ォ

ーラム(仮 称)を 設置 します
。

①3次 元CADデ ー タ変 換:ユ ーザ とベ ンダ

ー間の共通 課題の整 理 と課題 解決 の検討

② 近 未来 コ ラボ レー シ ョン検討:我 国の も

のづ くりにあ ったあるべ き姿 と課題 の 明

確化
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5.国 際 連 携 グル ー プ

5-1国 際 連 携

平成12年 度 に引 き続 き,WWWに よる海外

へ の積 極 的 な情報 発信,海 外 のEC動 向調査,

日韓EC推 進協 議 会等 とのECに 関す る国際連

携,WGの 国際連 携支援 等 を通 じ,多 くの海

外EC関 連機 関 との密接 な連携 を推進 します 。

①Webで の情報発 信

② 海外EC動 向調査(ア ジア,米 国,欧 州)

③ECに 関す る国際連携

④ 日本のEC市 場実態 調査 と海外発 進

5-2日 韓EC推 進 協 議 会

ア ジ ア各 国 との協 力 活 動 は,日 韓EC推 進

協 議 会等 の場 を通 して実施 す る と ともに,e-

ASIA構 想 の支援 を行 い ます。

・日韓e－マ ーケ ッ トプ レイス構想 の立 案

・e－マ ーケ ッ トプ レイス事 業 の成功要 因の

分析

・国際 間電子商取 引 に関 わ る運用 ルー ル

・日韓の中小企業群が参画で きるための方策

・マー ケ ッ ト拡大 に向 けて の方 策 等

先 端情報技術研究所一

先端情報技術研究所(AITBC)は,IT革 命

の迅速 な遂行 に向けて,① 米欧やアジアの情

報先進国が実施 しているITに 関する政策や技

術開発動向,法 制度の改革 などについての調

査,② わが国の現状 との比較 を行い,IT技 術

開発の仕組みや制度 におけるわが国の課題と

その改革すべ き点を提言 しています。

以下,平成13年 度調査事業計画概要 と平成12

年度の成果報告会の開催 について報告 します。

1.平 成13年 度情報技術開発に関する

調査研究の計画概要

ITを 活用 した豊かな経済社会 を構築するた

めには,中 長期的な視点か らの情報技術の研

究開発とともに情報産業の技術シーズとなる

基礎技術の研究開発が必要です。また,IT革

命の進行 によって21世 紀 の産業 は「物の生産」

か ら 「知的財産の創生」へと変貌する新 しい

時代 となってきています。

このため,当 協会先端情報技術研究所では,

この ような時代 における情報技術の研究開発

のあ り方について検討を行っています。

平成12年 度は,知 的財産の創生のためにど

の ような研究開発政策を米国等の情報技術先

進諸国が行ったかについてその全体像を調査

するとともに,こ れ らプロパテン ト政策 にわ

が国がどう対応すべ きかを研究開発制度の観

点からその方策について調査研究しました。

また,経 済産業省が作成す る技術開発戦略に

沿ってそれを具体化する政策やアクションプ

ランの立案の骨格となるデータの提供や提言

を行いました。

平成13年 度 は,平 成12年 度に引 き続 き,米

国を中心 とした先進諸国の知的財産の創生の

ための諸政策を制度的観点から詳 しくとりま

とめるとともに,21世 紀の 「知的財産の創生」

の時代 に相応 しいわが国の研究開発制度のあ

り方について調査研究と提言を行います。

また,経 済産業省が作成する技術 開発戦略

へのデータの提供を行 うとともに,併 せ て,

わが国の知的財産の創生の増強につなぐため

の,わ が国政府が支援 し技術蓄積すべき研究

開発分野やテーマについてリス トアップする

計画です。

これらの成果は,政 府施策ならびに情報産

業における研究開発計画の立案等に有効活用

を図るため,経 済産業省,会 員企業 をは じめ

とした関連団体,学 会有識者 など関係各位 に
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提 供す る と ともにホ ームペー ジで公開す る等

の普及活動 を行 うこ とと してい ます 。

2.AITEC調 査 研 究 報 告 会2001

-2t世 紀=技 術 貿易 時代 の 覇 者 を 目指

す米 国のlT研 究 開発 戦略 一

(1)日 時

平成13年8月30日(木)13:00-17:00

ご参加 頂 ける方:官 公庁,大 学等,当 研

究所 の賛助会員 企業 の

方

平成13年8月31日(金)13:00-17:00

ご参加 頂 ける方:一 般企業,そ の他 の機

関の方

(会場整 理 の都合 上,ご 参加 頂 く方 をそ

の こ所 属 に よ り2日 に分 けて開催 致 しま

す 。 この 日程 で ご都 合 の つか ない方 は,

お問い合せ 下 さい。両 日共,報 告 内容 は

同 じです 。)

(2)場 所

芝 パ ー クホテ ル 本館3階 牡 丹 の間

東 京都 港 区芝公 園1-5-10

電話03-3433-4141

(3)プ ログラム

①13:00-13:10

あい さつ(財)日 本情 報処理 開発協 会

②13:10-13:30

先 端情 報 技術 研 究 所(AITEC)の 活 動 とそ

の意 義

水 野 幸 男(AITEC技 術 政策委 員長)

③13:30-13:40

配布資料 説 明,及 び報 告書,資 料 の入手 方

法 につい て

AITEC事 務 局

④13:40-14:20

技 術貿 易 の時代 に向 けたわが 国のIT研 究 開

発 のあ り方 につい て

内田 俊一(AITEC研 究所 長)

⑤14:20-15:20

米 国政府 支援研 究 開発 プロ ジェク トにお け

るIPRの 扱 い につ いて

牧村 信 之(AITEC主 任研 究員)

15:20-15:40コ ー ヒー ・ブ レー ク

⑥15:40-16:20

米 国ITR&D計 画進 捗 報告 書(BlueBook)

にみ る研 究開発戦 略

若杉 康 仁(AITEC主 任研 究 員)

⑦16:20-16:40

質疑応答

⑧16:40-17:00

事 務局 か らの ご案 内

(4)参 加 申 し込 み1

当研 究所 のホ ームペ ー ジ(http://www.

icot.or.jp/)にて,7月10日(火)11:00AM

か らオ ンライ ン受付 を開始 して い ます 。
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技術研究組合 新情報処理開発機構が1992隼 より実施してきた

RWCプ ロジェクトは、2002年 にゴールを迎えます。

このため、RWCプ ロジェクトの最終研究成果を発表する場として、

2001年10月 にRWC2001FinalExhibition&Symp◎sia(RWC

2001最 終成果展示発表会)を 開催することとなりました。

本発表会では、つくぱ研究ゼンタ、組合員企業の分散研究室、電子

技術総合研究所RWIセ ンターの各研究室が、これまでの成果をプロ

トタイプ・システムのデモンストレーションという形で発表致します。

デモンストレーションと併せて、シンポジアも開催する予定ですので、

どうぞご参加下さい。

詳しいご案内はウェブサイトをご貰下さい。

h廿p=〃www.rwcp.or.jp/

■■催■項
会 議名

主なデモンストレーション

● シームレスコンピューティング実 証 システム

●1000台 規模 の高 性 能PCク ラスタをも実 現できる並 列OSソ フトウェア:

SCoreSystemSoftware*

OPCク ラスタでも使 用 可能 なOpenMPコ ンパイラ:0皿tiOpenMP*

●光 インターコネクションを用 いた広 バンド幅低 遅 延ネットワーク:RHiNET

● 高速 通信 処 理 システム(bmetに よるインターネットクラスタシステムと

高 品質 ストリーミング

● 超 高速 通信 を実現 する面 発 光 レーザ と光yoを もつ システムLSI

*=C)penSourcθ として公開中

主
共
協

会
会

RWC2001FinalExhibition&Symposia

催 技術研究組合 新情報処理開発機構

催 独立行政法人 産業技術総合研究所

賛(社)電 子情報技術産業協会/(財)日 本情報処理開発協会

(財)光産業技術振興協会/(財)デ ジタルコンテンツ協会

(社)情報処理学会/(社)人 工知能学会

(社)応用物理学会/(社)電 子情報通信学会

期:200i年10月3日 休)～5日(金)
場:東 京ファッションタウン(TFT)

〒135-807t東 京都江東区有明3-1TELO3-5530-50tO

参加 登録 料:無 料

参加 申込:http:〃www.rwcp.or.jptに て登録 受 付 中

■フ回グラム(予定)

●動画・音声・テキストなどのマルチモーダル情報DBを 相互検索できる

CrossMediator(音 声による動画の検索、鼻歌による曲の検索、ジェス

チャでロボットに命令できるシステム等)

●文法ルールを利用して手話を認識するシステム

●賢い視覚情報処理で人をアシストするウエアラブルビジョン

●実世界情報を高速・柔軟に処理できる適応デバイス・システム

(オンデマンド出版システム、筋電制御型義手、進化型フェムト秒レーザ、

アナログ進化チップ、高速画像検索システム等)

《プレナリーセッション 》

10月3日(水}14:00～16:00

主催者挨拶 、来賓挨 拶、

RWC研 究成果概要 、特別鱒演

《シンポ ジア》

《デモ ンス トレー ション》

to月3日(水)16:00～18:00

10月4日 休)10:00～17:00

10月S日(SNio:00～15:00

RWC2001事 務 局
1〒101 -0031東 京 都千代 田 区東神 田2・5・12龍 角 散 ビル8F

TEL:03-5e20-8681FAX:03-582e・e690

E・mait:rwc2001@rwcp.orLjp

10月4日(木)10:00～t2:00パ ネル 討論 「楠 報化社会 ・情 報技術の展望」

14:00～17:00技 術 セッション(1)

「ハイエン陶 ンピューティングとオープンソースの展 望」
10月5日(金)10:00～11:30技 術 セッション(2)

「適応デバイスと産業応 用への展 開」

11:30～13:00技 術セッション(3)「実世界知能技術の展劃

t4:00～15:00招 待爾 演

RWC組 合員企業 以下の企業の研究室がデモンストレーションに参加します。

沖電気工業株式会社 日本電信電話株式会社 シンガポール ケントリッジ・
三洋電機株式会社 株式会社日立製作所 デジタル研究所(KRDL)
シ ャー フ株 式会社 株式会 社フジクラ スウェーデン・コンピュータ・

住友金属工業株式会社 古河電気工業株式会社 サイエンス研究所(SICS)
住友電気工業株式会社 富 士 通 株 式 会 社 ドイツ国立情報処理研究所
株 式 会 社 東 芝 松下電器産業株式会社(GMD)

日本板硝子株式会社 株式会社三菱総合研究所 オランダ ニューラル・ネット
日本電気株式会社 三菱電機株式会社 ワーク協会(SNN)

一 ー78一
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ソ フ ト ウ ェ ア 開 発 技 術 者 外部仕様に基づいたソフ トウェア開発の中核技術者

エ テ

ン ク

ジ 二
二 カ

ア ル

デ ー タ ベ ー ス データベースを設計、構築、運用、管理する専門家

シ ス テ ム 管 理 共有のシステム資源を企画、構築、運用する専門家

エ ン ベ デ ッ ドシ ス テ ム エ ンベ デ ッ ドシステムを設計、構築す る専 門家

初級 システム ア ドミニス トレー タ 利用者の立場で担当業務の情報化を推進する者

シ ス テ ム 監 査 技 術 者 情 報 シス テ ム を総 合 的 に調 査 、 評 価 す る者

基 本 情 報 技 術 者 IT全 般 に関す る基礎的知識 ・技能 を有す る者

P

■

■

■

■

実 施 予 定

◎受験申込期間=平 成14年1月7日(月)～2月1日(金)

◎試 験 日=平 成14年4月21日(日)

◎受 験 手 数 料=5,100円

【問合 せ先 】

電 話:03-3591・0421

ホ ー ム ペ ー ジ

■北海道支部TELOI1-727-8556

■ 中部支部TELO52-261-6818

■ 四国支部TELO87-826-6464

7

一
=

■

◎合格発表予定

趨 雰㌘ ‡:報技術者=5月下旬1吾

財 団法 人 日本 情 報 処 理 開発 協 会 情 報処 理 技 術 者 試 験 セ ン タ ー

FAX=03-3591-0428FAX情 報BOXO3-5512-9240

http=〃www.jitec.jipdec.or.jpliモ ー ド専 用http:〃www.i.jitec.jipdec.or.jp

■東北支部TELO22-227-0901■ 関東支部TELO3-3436-1321

■近 畿支部TELO6-6946-6301■ 中国支部TELO82-221-4505

■九 州支部TELO92-4724575■ 沖縄支部TELO98-862-2137

ー79一



企業における情報化動向に関する調査研究報告書
一情報化投資の現状と課題一

(平成13年3月)
1調 査 の概 要
1Aコ ンピュータ利用状況調査の目的

1.2調 査の構成
1.3調 査時期、調査期間
1.4発 送回収状況
1.5調 査の内容

1.6報 告書の利用等

ll総論

2.1調 査項目
2,2情 報化の投資効果

liii騨灘 ㌔
111情報化の重要な関連課題

ii灘鮮 篇耀罐
3.5ま とめ

lV情 報 化の投資効果
4,1情 報化投資の動向
4。1.1最近1年 間の情報化関連支出の総額

4,1.2情 報化関連支出の割合
4,1、3新規投資の主要対象分野
4,W4コ ンピュータ2000年 問題対策費用
4,1.5情 報化投資額の3年 後の予想規模
4.1.6ま とめ

42ア ウ トソーシングの状況
4,2,1ア ウ トソーシングの利用状況
4.2、2アウトソーシングの内容
4.2.3ア ウ トソーシングの利用目的、効果
4.2.4ア ウ トソーシングの依頼先
4.2.5ア ウ トオーシングを実施しない出来ない理由

4.2.6ま とめ
4.3オ ープンシステム化/ダ ウンサイジングの評価
4.3.1実 施による効果のレベル
4、3。2実施時の問題化しベル
4.33ま とめ(全 体的な動向と考察)

〉 ネットワークのインフラ整備状況

5.1通 信回線サービR
5、iA国 内通信回線サービスの利用状況と今後の展望
5.1.2国 際通信サービスの利用状況と今後の展望

まとめ
5.21Pネ ッ トワークの導入状況
5.2.11P・ ∨PNネ ットワークの導入状況

5.2.2>olPの 導入状況
5.2.3エ ク ストラネット(他社接続)実施状況
5.2.4ま とめ'
5.3ネ ッ トワークの利用状況
5.3.1ネ ッ トワークの機器構成
5.3.2ネ ッ トワークの利用処理形態と利用内容

5.3、3ネットワーク利用の将来

Vlネットワーク利用の多様化

i{顯羅 灘譲繋 鍋 状.
6.1.3ま と め

9:語日ラ矧微 粉難況
6.2.2ま とめ
6.3モ バ イル⊃ンピユーテイング(WC)の 動向
6.3.1モ バイルコンピューテイング(M/C)の 採用 ・利用状況
63.2M/C利 用上の問題点1こついて

6.3.3M/Cを 導入している部門
6.3.4M/Cの 利用内容
6.3.5M/Cで 利用している機器等
6.3.6ま とめ
6、4CRMの 動 向
6.4、1情報システムが対応 しているチャネル状況
6.4.2電 話対応におけるCTlの 導入状況

ξ2:2巖壁%雰 詔÷舗5脇
6.4.5ま と め

W情 報 システムの部員要員等 の状況

7.1情 報 システム部門要員の規模
7.1A社 内要因(内部要因)

7.1.2社 外 要因(外部)
7.21Tガ バナンス

7.2.1前 年 のポイントとの比較
7.2.2全 産 業での結果

1:;:遵 魏窪篇蓄比較
7.2.5シ ス テ ム要 因 識 別 の 比 較

7.2.6ま と め

;1糠欝灘 況
7.4.2規 模 別関連教育費用

㌶ 竃 ピュータ利用状_計 表

IXア ンケ ート様式

情報化をめぐる環境が、技術面、制度面等

において大きく急速に変化 してきている中で

近年産業界においては、ネットワークを核と

したlT(情 報技術)の導入とその高度利用が

企業の経営戦略を制するともいわれている。

コンピュータユーザの情報化の実態を、継

続的なデータとして把握するとともに、その

時々の情報化の新しい流れを客観的な視点か

ら的確に捉えるために、毎年アンケートによ

り調査を行なっていまず。

本報告書は、約4,700の 事業体の情報シス

テム部門を対象に実施 したアンケート調査の

結果をもとに、その情報処理および情報化の

動向について集計 ・分析を行ない、とりまと
めたものです。

図2-3新 規投資の主要対象分野

そ の他

3.2%

情報通信

ネットワーク
16.1%

その他の
ホストシステム
24.1覧

Webブ ラウザを

利用 したシステム
11.IS

社数比
N=72T

A4判248頁

付表 「コンピュータ利用状況調査集計結果大要」

「般価格:4,500円 会員価格:3600円(送 料別)

一一80一
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わが園におけるシステム監査の現状
一システム監査普及状況調査集計結果一

(平成13年3月)

1.調 査の概要

1

2

3

4

5

6

調査の目的
調査の対象
調査時期
回収状況
回収車業体の平均従業員数
調査項目

2.調 査結果の要約

3.調 査 結果

3.1監 査 担当部門の調査結果

3.1.1シ]テ ム監 査一般について

3.1.2貴 社 の監査 体制について

3.1.3平 成11年 度 のシステム監査実施について

3.1.4未 実 施の理 由について

3.1.5実 施 可能性 について

3.1.6個 入情 報保護 について

3.2被 監 査部門の調査結果

3.2.1シ ステム監査一般IZつ いて

3.2.2平 成11年 度 のシステム監査実施について

3.2.3シ ス テム監査の あ り方 につい て

3.2.4情 報化 の進展 について

3.2.5個 入情 報保護 について

付属資料:

「システム監査普及状況調査」アンケート様式

通商産業省では、セキュリティ施策の一環

として、システム監査基準を策定し、シコ

テム監査の普及に努めています。当協会で

は、通商産業省の施策に則り、隔年で 「シ

ステム監査普及状況調査」を実施し、わが

国におけるシステム監査の普及状況の把握

を行っています。今回の調査は、監査担当

部門および被監査部門の双方を対象に行

い、システム監査普及の傾向と問題点を明

らかにするとともに、近年の個人情報保護

への意識の高まりと政府の取り組み等を勘

案し、個人情報保護に関する監査の実施状

況を併せて調査しています。

A4判104頁

一 般価格:2
,000円 会 員価格:4,600円(送 料別)

国 璽]シ ステム監査実施糊

監査担当部門

平成11

被監査部門

平成11

63.3

ない27.7

4 64.6

灘 機織欝欝鎌継1鞍懸難雑 ない31.9

0% 20% 40%60%『 80% 100%

一81一



情報リスクに関するリスクマネジメント研丸報告書
(平成13年3月)

1現 在 の経営環境 と リスクマネジメン ト

llJlPDECリ スクマネジメントシステム(JRMS)の 構 成

lllJRMSの 実 行組織

IVJRMSlこ お ける リコク対策

|V-1リ スク対策 における情 報セキュリティ

IV-2ア ク セス管理

IV-2-1)ア ク セス管理(物 理 的)

lV-2-2)ア ク セコ管理(論 理 的)

IV-3災 害 対策

lV-3-1)災 害 対策(管 理)

IV-3-2)災 害 対策(手 続 き)

IV-4障 害 対策

IV-4-1)障 害 対策(管 理)

lV-4-2)障 害 対策(手 続 き)

IV-5バ ツ クアツブ

lV-6コ ンピュータ犯罪 ・コンピュータウイルコ
・電子商取 引

lv-6-1)コ ンピュータ犯罪の リRク

Iv-6-2)=〕 ンピュータウイルスの リスク

Iv-6-3)電 子 商取 引の リスク

|V-7ア ウ トソーシング関連 リコク対策

IV-7-1)

IV-7-2)

システム開発に関する
アウトソーシング
(システムインテグレーシ∋ン)
システム運用に関ずる
アウトソーシング

lv-8緊 急時対策
lV-9リ コクプアイナンス

VJRMSの 維持
VlJRMSの 教育 ・訓練

おわりに

参考文献

情報シコテムは、多くのリコクを内在 して
いることから、その脆弱性が危惧されていま

ず。そのためにリスクの顕在化を未然に防止

し、また、顕在化 した場合その影響範囲を最
小に留めるセキュリティ対策が求められてい

ますが、それには情報システムの リスクを適
正に把握することが必要です。さらには、把

握した リスクがどの程度顕在化する可能性が

あるのか、また、顕在化した場合の損害がど
の程度なのか等の分析が不可欠です。

このような認識から、当協会内に情報シス
テムに関するリスク分析手法を含む リスクマ

ネジメントシステムのあり方を検討する 「リ
スクマネジメント委員会」(委 員長 森宮康

明治大学商学部教授)を 設置 し、調査 ・研究

を進めてきました。
その結果、平成2年 に発表 したリスク分析

手法(JRAM;JlPDECRiskAnalysisMethod)
を見直 し、 リコクマネジメントの視点から広

範囲にわたる情報 リスクへの対応 を図るべ
く、JRMS(JIPDECリ スクマネジメントシス
テム)構 築を検討しています。本報告書はこ

の作業に基づく考察の一部を中間報告として
とりまとめたものです。

A4判106頁

会 員価格:3,200円(税 別 ・送料別)

勧醐鎌臨
1.調査の概要
1.1調 査の目的
1.2調 査の対象
1.3調 査時期
1.4回 収状況
1.5回 答組織体の平均従業員数
1.6調 査項目
1.7調 査対象業種および回収状況
1.8調 査結果の概要

(平成12年3月)

2.SS査 結果の詳細
2.1通 商産業省の安全対策の施策について
2.2情 報システム資産2つ いて
2.3過 去の障害等の実績について
2.4セ キュ リティ管理一般について
2.5災 害対策 ・障害対策について
2.6不 正アクセス対策 ・不正侵入対策について
2.7コ ンピュータウイルス対策について
2.8情 報 リ7ク マネジメント関連について
2.9個 人情報保護について

3.クロス集計結果の分析

付属資料
「情報セキュリティに関する調査」
アンケート調査票

わが国における情報システムのセキュリテ

ィ対策の状況を把握するため、「情報セキュ

リティに関する調査」を実施いたしました。

調査は、企業等の情報システム部門を対象

に行い、セキュリティ対策の現状と問題点の

把握および、今後のセキュリティ対策の傾向

を把握することをねらいとしています。

調査にあたっては、867の 組織体から回

答を得ており、信頼できる調査データを収録

しています。

A4判158頁

一般価格:3
,360円 会員価格:Z688円(送 料別)

一・・-82-一 一
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個人ユーザーのネットワークサービス利掲仁覧†る讃査報懇書
一多様で広がりのある生活領域の二一ズー

(平成12年6月)

調査の概要

1.調 査の 目的

2.調 査の設計と実施

3.調 査結果のポ イン ト

II.調 査結果(生 活領域別)

1.住 む

(住居、住環境、近隣社会)

2.費 やす

(収入、支出、資産、消費生活)

3.働 く

(労働 時間、就業機会、労働環境)

4.育 てる

(育児、教育)

5.癒 す

(医 療、保健、福祉サ ービ ス)

6.遊 ぶ

(休 暇、余 暇)

7.学 ぶ

(大 学、生涯学 習、学習時間)

8.交 わる

(婚姻、地域交流、社会的活動)

資料:

1.調 査票

2.集 計データ

(全体)

3.集 計データ

(情報システム部門に勤務するユーザー)

4.集 計デ ータ

(一般ユ ーザ ー)

当協会では、個人ユーザーにとって"望

ま しいサ ービ ス、 利用 したいサービスは

何か"と いう、 ネ ッ トワークサ ービ スを

利用 する側 のニー ズを明 らかにするた

め、住環境、労働、医療 ・介護、教育 ・

学習、娯楽、交流等、個人生活の様々な

場面で想定されるネットワークサービス

について、その利用動向を把握すること

を目的に、アンケー ト調査を実施 し、そ

の集計分析結果 をとりまとめました。

アンケー トは日本商工会議所等の協力

を得て情報システム部門に勤務するユー

ザー5,000人 と一 般 ユ ーザ ー5,00

0人 の合計10,000人 に調査票 を送付

し、3,602人 か ら回答 を得ま した。

A4判358頁

【報告書 のみ】

一般価格:8
,400円 会 員価格:6,720円(送 料別)

【集 計 デ ー タFD付 報告 書 】
一般価格:42

,000円 会 員価格:33,600円(送 料別)

① 飛びぬけて高い医療 ・介護 ・福祉サービス

へのニーズ 特に病院 ・治療内容についての

情報サービスでは9割 を超える

② 余暇生活におけるニーズもきわめて強い

行楽地の宿泊予約、道路混雑情報へのニー

ズは9割 弱

住民票 ・免許証 ・パスポー ト等の手続 、電子投

墓への 二一=ズが子A.{bれR割 芥詔 ラる

ネットシヨッヒンクは上位15項 目甲3項 目

であ った。個人のニーズは多様であり、ネッ

トショッピングは必ずしもネットワークサー

ビスの最大の主役ではない。

全体で2割 強、理系職では36%、50歳 以

上でも5人 に一人がインターネ ットを使った

起業の意思がある。
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プライバシーマーク制裏における監査ガイドライン
(平成12年3月)

第1編 監査ガイ ドラインの概要.

1.ガ イ ドライン策定 にあたって

2.JISQ15001が 要求する監査

3.JISQ15001が 要求する監査の実施

第2編 監査ガイ ドラインの詳細

1.監 査項目の構成について

2.監 査ガイ ドラインの活用について

3.要 求事項毎の監査項目

(以下項番は、JISQ15001の 項 目番号を

表 している。)

4.2個 人情報保護石針

4.3計 画

4.3.1個 入情報の特定

4.3.2法 令及びその他の規範

4.3.3内 部規定

4.3.4計 画書

4.4実 施及び運用

4.4.1体 制及び責任

4.4.2個 人情報の収集に関する措置

4.4.2.1収 集の原則

4.4.2.2収 集万法の制限

4.4.2.3特 定の機微な個人情報の収集 に禁止

4.42.4情 報主体から直接的に収集する場合

の措置

4.4.2.5情 報主体か ら間接的1こ収集する場合

の措置

4.4.3個 人情報の利用及び提供 に関する措置

4.4.3.1利 用及び提供の原則

4.4.3.2収 集 目的の範囲外の利用及び提供の

場合の措置

4.4.4個 入情報の適正管理義務

4.4.4.1個 人情報の正確性の確保

4.4.4.2個 入情報の利用の安全性の確保

4.4.43個 人情報の委託処理 に関する措置

44.5個 人情報に関する情報主体の権利

4.4.5.1個 入情報に関する権利

4.4.5.2個 人情報の利用又は提供の拒否権

4.4.6教 育

4.4.7苦 情及び相談

4.4⑧ コンプライアンコ ・プログ ラム文書

4.4.9文 書管理

4.5監 査

4.6事 業者の代表者による見直し

別紙1:マ ネジメントシステムの体制の整備

別紙2:適 正管理に必要な管理ルール例

別紙3:適 正管理に関する監査項目の例

別紙4:シ ステム監査の基本的事項

付録1:プ ライバシーマーク制度

付録2:プ ライバシーマーク制度設置及び運営要領

付録3:プ ライバシーマーク付与申請指針

付録4:個 人情報保護に関するコンプライアンス ・

プログラムの作成指針

参考1:基 本規程策定のチェックリスト

参考2:個 人情報保護に関する監査規程モデル

A4判110頁
一 般価格:1

,575円 会員価格:1.260円(送 料別)
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ます静 聯 られる情難 燃 蠣 鳩

シ騰 靭 繋 ミ菜辮1レr魂

『初 級 シス テ ム ア ド ミニ ス トレー ター テ キ ス ト』

【本 体 価 格:3,300円 】

本書は平成12年9月 に公表 されたスキル標準に対応 して平成13年12月 に発行 さた も

のです。

情報処理 システムの利用部門において情報化を推進する方々が,初 期の段階で利

用者 として習得すべき基本的な知識と応用能力をとりまとめたものです。

また,国 家試験である情報処理技術者試験の初級システムアドミニストレーター

試験は上記スキル標準が出題範囲となってお ります。

★ 構 成 目 次(B5判 本文402ペ ー ジ)

第1部 業務 と業務改 善

第2部 情報 シス テム構 築 の支 援

第3部 エ ン ドユーザ コ ンピュー テ ィ ング

第4部 情報 シス テムの運用 と整備

第5部 文書化 と発表技術

★ 特 長

・ス キル標 準 に対 応

・ス キル標 準 に精 通 した執筆 陣

・イ ンター ネ ッ ト
,マ ルチメデ ィア等 の新技 術 に対応

・練 習 問題 に情報技術 処理技術 者 試験(午 前)の 過去 問題 を採用 して お り
,受 験参 考書 と

して も最 適

★ 購 入 方 法

・全 国の書 店でお求 め頂 け ます。

・お近 くの書 店 に在庫 が ない場 合 は
,ご 注文 にてお取 り寄せ下 さい。

また,販 売 に関す るお 問い合 わせ ば,株 式 会社 コ ンピュー タ ・エ ー ジ社 へ お願 い します。

TEL:03-5531-0070

CAT総 目㌫誘 処㌶ 発㌶
〒135-8073東 京 都 江 東 区青 梅2-45タ イ ム24ビ ル19階

TELO3-5531-0174(普 及 振 興 課)URLhttp://www.cait.jipdec.or.jp/
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…

i職場環境の改善に、ジャストインタイム(JIT)学習で}

i情 報化推進担当の育成を!!i
ヌ1
{__。 ～_____________一

情動悪難駿 撃養⑪蹴

ご 癒 蕊 ㌫ 二 二 二 二ii… … 一"一"一一一.一ー－Hpm"一"一ー－M
とイ ンターネ ッ トを使 用 で きる環境 な らば、 ‖

いつ で も、 どこか らで も学習 が可能 です。

(Stepl)CD-ROM教 材 で の学 習

(Step2)イ ン ター ネ ッ トでの理解 度判定

(Step3)実 践 的 なス クー リング

とい った3ス テ ップの学 習 に よ り、学 習空

間 ・時 間 を拡張 す る教育 システムです 。

●JIT教 育 シ ステ ム⑧教 材

本教育 システムの教材として、現在、以下の

2種類のCD-ROM教 材があ ります。

これ らの教材は、職場で情報化推進担当の役

割を果たすために必要な学習内容が収められ

ています。

①情報 リテラシー教育指導者育成教材

(学習時間:約15時 間、容量:565M)

職場での情報活用 を推進するため、パソコ

ン利用教育等の啓蒙活動や操作指導方法等

について学習します。

②情報 リテラシー教育支援者育成教材

(学習時間:約15時 間、容量:315M)

職場での 日常業務の情報化 を推進するため、

パソコン、LAN、DB等 の整備 ・運用等につ

いて学習 します。

なお、本教材の学習に入る前に具備 しておく

条件があります。
・パソコンの操作を自分で行え、ワープロや

表計算などは日常業務の中で使える。
・情報リテラシーに関する知識 ・技術(EUC)

を有 している。

● 問 い 合 わ せ 先 ●

財 団法 人 日本情情報 処理 開発 協会

中央 情報教 育研 究所(CAIT)

〒135-8073東 京都 江東 区青 海2-45

タイム24ビ ル19階

TEL:03-5531-0171FAX:03-5531-0170

1i‖

目

一一

}

ロ パ ソ コ ン本 体

DOSハ/ハ ソコン

ロCPU

IntelPentium133MHz以 上

ロ メモ リ

32MB以 上

ロ サ ウ ン ドカー ド;

必 須

口CD-ROMド ラ イ ブ1

2倍 速CD.ROMド ライブ 以 上

ロ デ イス プ レ イ

解 像 度800×600ド ット以 上

HighColor(16ビ ッD以 上

口'OS

MicrosoftWindows95,98,NT4.0

口Webブ ラ ウ ザ

MicrosoftlnternetExplorerVer.4.0以 上 推 奨

口 そ の他

ス ピー カ ま た は イ ヤ ホ ン等

●JIT教 育 シ ス テ ム⑧の ご 利 用 に つ い て ●

口(Step1)CD-ROM教 材 で の 学 習
・本教 材 は無封 です が

、教 材 発 送 費 等 と して

1セ ッ ト(2枚 組)に つ き2000円 ご負担 い ただ

きます。(限 定 、2000セ ッ ト)
・申込み方法:郵 便 局備付 けの振込 用紙 の通信

欄 に下記事項 を記 入 し、中央情報教 育研 究所

(口座番 号:OO130-8-409669)
へ 、発送 費等(2000円 ×セ ッ ト数)を 振 り込

んで いただ きます。
・送付 先住所

、氏 名、電話番 号、 セ ッ ト数
・組織 名 、部署名(個 人 の場合 は不 要です)

口(Step2)イ ン タ ー ネ ッ トで の 理 解 度 判 定
・無魁(た だ し、電話 料等 の回線使用 料 は個 人

負担 です。)

口(Step3)実 践 的 な ス ク ー リ ン グ
・有料(開 催 日時等 はhttp:〃www .cait.jipdec.or.jp

を ご覧 くだ さい。)
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事務局組織図

本 部 付属機関

総務部 1繍 課1峡 情撒 育研究所 1総 務部H
1

」寸 経理課i 調査企画部H=

一 教務部 卜[
企画室

一寸 企画課1

ヨ国際協力業務室1

情報セキュリティ対策室 圃 セキ・　ティ対策課1

一1コ ンピュータ緊急対応センター事務局1

ヨ プライバシーマーク事務局1
情報処理技儲 試験センター

1総 務 部f -一[

」ISMS事 務局1

1

経理部 ト

調査部 1調 査課1
」

」 技術部H
ヨ 国際課1

」 業務部 卜[

寸 普及振興課i
」支部(全国9・所)1

L堂 故 一田L
開発部 業務課

コンピュータ運営企画課

コンピュータ運営管理課

庶務課

開発 第一課

開発第二課

開発第三課

開発第四課

ネットワーク開発課

技術課

先端情報技術研究所

総務課

経理課

調査企画課
普及振興課

教務第一課

教務第二課

総務 果

企画課

経理課

技術第一課

技術第二課

業務課

情報処理課

総務部

第1事 業部

第2事 業部

(APKI-」)

電子商取引推進協議会EC推進本部

標準グループ
普及広報グループ
国際連携グループ
総務課
経理課

EDI推進協議会事務局

技術調査第一課技術調査部

技術調査第二課

電子政府情報システム開発推進室
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当協会への連絡窓ロ

本 部

東京都港区芝 公園3-5-8(〒105-OO11)

機 械 振興会館 内

総 務 部

企 画 室

情報セキュリティ対策室

調 査 部

開 発 部

技 術 企 画 部

総 務 関 係

セキュリティ関係

調 査 関 係

開 発 関 係

TEL(03)3432-9371

TEL(03)3432-9372

TEL(03)3432-9387

TEL(03)3432-9381

TEL(03)3432-9391

TEL(03)3432-9390

FAX(03)3432-9379

FAX(03)3432-9419

FAX(03)3432--9389

FAX(03)3431--4324

URLhttp:〃www.jipdec.or.jp/

(コ ン ピュータ緊急対応 セン ター事務局)

TEL(03)5575-7762

FAX(03)5575-7764

URLhttp:〃www.jpcert.or.jp/

(プライバシーマーク事務局)

本部 情報セキュリティ対策室内

TEL(03)3432-9387

(ISMS事 務局)

付属機関

中央情 報教育研 究所

東京都江東 区青海2-45(〒135-8073)

タ イ ム24ビ ル19階TEL(03)5531-0171(代 表)

FAX(03)5531-0170

URLhttp://www.cait.jipdec.or.jp/

情 報 処理技術者 試験 セン ター

東京都港 区虎 ノ門1-16-4(〒105-0001)

ア ー バ ン虎 ノ門 ビル8階TEL(03)3591-0421(代 表)

FAX(03)3591-0428

URLhttp:〃www.jitec.jipdec.or.jp/

電 子 商取引 推進セ ンター

東京都江 東区青海2-45(〒135-8073)

タ イ ム24ビ ルtO階TEL(03)5500-3600(代 表)

FAX(03)5500-3660

URLhttp://www.jipdec.or.jp/ecpc/

(電 子 商取 引推 進協議会事務 局)

電 子商取 引推進 セ ンター内

URLhttp://www.ecom.or.jp/

(EDI推 進 協議会 事務局)

電 子 商取 引推進 セ ンター内

TEL(03)5500-3616

FAX(03)5500-3660

URLhttp:〃www.ecom.or.jp/jedic/

先 端 情 報技術研 究所

東京都港 区芝2-3-3(〒105-0014)

芝東京海上ビルディング2階TEL(03)3456-2511(代 表)

FAX(03)3456-3158

URLhttp:〃www.icot.or.jp/

TEL(03)3432-9386

FAX(03)3432-6200

平成13年7月 発行

川PDECジ ャーナルN・ ・106

発行人 ・新 欣樹/編 集人 ・日高良治

◎2001

財団法人 日本情報処理開発協会
東京都港区芝公園3丁 目5番8号 機械振興会館内

郵便番号105・0011電 話03(3432)9381

URLhttp:〃wwwjipd㏄.orjp/

本誌の記事 ・図表等のすべてないし一部を許可なく引用および複製することを禁 じます。

※本誌送付宛先の変更等については当協会調査部(03-3432・9381)ま でご連絡 ください。
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JlPDECホ ー ムペ ー ジ
URLhttp://www.jipdec.or.jp/

・` 牟 ロ ゆ
|m¶ ●sPrint

ES'
S●cur7tUStop

UIEPQeEC罐=階 認 辮h・

財団法人 日本情報処理開発協会一
更 斬 日:2001.7 ,16

●ED1絶 遠 協 始 会 「平 成13年 度 熔2国JEDIO普 及 研 修 会 」

●CAXT平 成12年 度 調 査 研 究 の 内 容 を 公 開
● 企 業 に お け る 情 報 化 動 向 に 閲 す る 蜘 査 研 究 報 告 書 一情

－JIPDEC-BBBOn"n● プ ラ イ バ シ ー 相 互 承 認 プ ロ グ ラ ム 相

●AIT巨C西 査 研 究 報 告 会 「21世 紀:技 術 責 場 時 代 の 覇 看

－JIT芭C平 成13年 度 秋 期 情 報 処 理 技 術 書 賦 験 受 験 中込
み●
JITE¢ 平 成 ぽ 年 度 春 期 情 報 処 理 技 術 者 脚 験 合 格 免 寂
●電 子 商 取 引 抱 迫 協 後 会 「算 ■3回 巨COMセ ミナ ー 」(200t
●情 報 化 白 書200t「[T社 会 の 実 現 に 向 け て 」
●脇㌶E。-BBB。 ・line=fライバシー相互承認プログラム運用

:親 灘 繧 雲 遠寄 塁=諜 瀦 当鑑 歴 墨
付 期 間=6月 ■日 ～6月29日)
● 【SMSパ イ ロ ット事 業 実 施 に つ い て
● 「全 国 高 校 生 一専 門 学 校 生 プ ロ グ ラ ミン グ ーコ ン テ ス ト」作 品

● 「産 学 官 研 究 開 発 コ ミュ ニ テ ィ」ホ ー ム ペ ー ジ デ ザ イン ー

・情 報 セ キ ュ リテ ィマ ネ ジ メン トシ ス テ ム(iSMS)制 度 の 公 表

● 電 子 商 取 引 推 進 セ ン ター 電 子}Qi取 引 シ ン ポ ジ ウ ム 「`T時
代 に 求 め られ る 新 た な 経 済 ・社 倉 制 度 の あ り方 」(平 成12

● 電 子 商 取 引 推 進 セ ン ター 「CXX禰 準 ベ ー スXML/ED:マ ッピ

●CAr↑ 「情 報 処 理 技 術 者 ス キ ル 標 準 」最 終 回(鮪4回 分)公
表
(情 報 セ キ ュ リテ ィア ドミニ ス トレー タ)
●平 成12年 度 シ ス テ ム 監 査 普 及 状 況 調 査 の 結 果
●AITEC米 国 遍 郵 政 府"Blu●bOok2001"「2t世 紀 のITaE
命 」の 日 本 語 訳

=ぎえ=霞=}言 緬哀欝欝。語権幕聖裁婁エ=与 ドミ_ス
トレー タテ キ ス ト」免 刊
.●国 際 シ ンポ ジ ウ ム 「個 人 情 報 保 護 をめ ぐる内 外 の 最 新 動

唱D¶青線 の 一 覧

●情 報 化 動 向 、情 報 化 施 策 に 関 す る調 査 研 究
●情 報 化 に 関 す る普 及 啓 蒙 、国 際 交 流
■ 情 報 信 頼 性 確 保 の 推 進
●噺 語語書房毒 ㌢ ティマネジメントシステム)適 合性
●プ ライバ シ ー マー ク制 度 の 運 用
●情 靱 セ キ ュリテ ィ対 策 の 推 進
■ 電 子 商 取 引 の 推 進

●PKI(公 開 鍵 共 通 基 盤)の 実 現 と普 及
■ 情 報 技 術 開 発 の 促 進

●公 共 情 報 シス テ ム 等 の 調 達 ・開 鱒 ・・運 用 の 技 術 支 援
一 情 報 化 人 材 のW成

●情 報 化 人 材 に 関 す る鯛 査 、国 際 協 力 、普 及 啓 蒙●情 報 処 理 技 術 者 試 験 の 実 施
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●情 報 化 月 間 行 事
●■ 演 会 ・シ ン ポ ジ ウ ム 等

●他 の 情 報 化 団 体 が 実 施 す る 行 事

● ヌピ期=刊 」行 物

●串枝管 書
●カ リキ ュ ラム ・テ キ ス ト

●組 織 の 概 要
●寄 付 行 為(pdf形 式 、'7kb)

●フ活 動 の 概 ヨ匹
=平 成a3年 度

●情 報 処 理 技 術 者 試 験 セ ンター(JπEC)

参 旧 企 業 間 電 子 商 取 引 推 進 機 構(JECALS)
● 旧STEP推 進 セ ン ター(JSTEP)

■ 当 協 会 が 事 務 局 業 務 を 行 う組 織

●ア ジ アPK[フ ォー ラム 推 進 協 織 会(APKX－ の
●コ ン ピ ュ ー タ緊 危 対 応 セ ン ター(JPCERＴ/OC)

■ 当 協 会 が 行 うプ ロ ジ ェク ト
●産 学 官 研 究 開 先 コ ミュニ テ ィ
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